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Ⅰ 熊本市男女共同参画年次報告書（平成２７年度事業実績）（概要） 

 

 熊本市男女共同参画推進条例第１４条は、「市長は、毎年、男女共同参画の推進に関する施策の実施状況に

ついて報告書を作成し、これを公表するものとする。」と規定しています。そこで、平成２７年度事業実績に

ついて、報告書を作成し、これを公表します。 

 

１ 成果指標について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「男女共同参画」の内容を知っている市民の割合は、54.4％と前年度（50.1％）に比べ 4.3ポイント増加

しました。性別では、男性が 58.2％、女性が 51.6％で、男性が上回っています。 

  また、男女がともに参画している社会と感じる市民の割合は、35.2％と前年度（33.4％）に比べ 1.8ポイ

ント増加しました。性別で見ると、男性が 40.8％、女性が 30.4％で、男性が上回っています。 
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２ 具体的な取り組みについて 

 

 方向性１ やる気の出る社会  

～男女がともに自分の能力を発揮できる環境づくりを進めます～ 

  ・児童・生徒の男女共同参画の意識を育む教育・学習の充実 

  ・男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実 

  ・政策・方針決定過程への女性の参画促進 

  ・市役所における男女共同参画の推進 

・女性の起業・就業、キャリアアップ支援 

 

  ・ナイストライ事業を中学校 43校の 2年生を対象に、延べ 2,056事業所（6,591人参加）で実施した。 

・家庭教育セミナーについて、開催件数及び受講者数が平成 26 年度から大幅に増加した（平成 26 年度

46件 3,636人→平成 27年度 78件 5,788人）。 

・審議会等における「あて職」を除く女性委員の割合は、29.1％となり、平成 26年度（28.8％）と比 

べ 0.3ポイント増加した。 

  ・市役所における全職員に占める監督職以上の女性職員の割合は 22.5％となり、平成 26 年度（21.2％）

から 1.3ポイント上昇しているものの、依然として低い。 

  ・熊本労働局との連携により、就業等に関する様々な相談に応じる「働き方相談所」を男女共同参画セン

ターはあもにい内に月 1回開設し、平成 27年 10月～平成 28年 3月の期間で 15名の相談があった。 

・女性活躍推進に取り組む事業所や行政のトップに熊本の女子大学生が取材し、取材内容をラジオ番組「ク

マモト・ウーマン」の中でレポートをおこなった。 

   

 

 方向性２ やすらぎのある社会   

～男女がともに自分らしいバランスで仕事・家庭・地域に関わることができる環境づくりを進めます～ 

  ・多様な働き方への理解を促す情報の提供 

  ・事業者と連携したワーク・ライフ・バランスの推進 

  ・子育てに関する支援 

  ・介護に関する支援 

  ・家庭生活など仕事以外への生活への男性の参画支援 

 

・ワーク・ライフ・バランスの推進について、企業や事業所へ向けたセミナーやワークショップを開催し、

啓発をおこなった。しかし、出前講座の申し込みは無かったため、積極的な周知が必要となっている。 

・テレワークを啓発・推進するため、「テレワーク・ミニセミナー」や「在宅ワーク 音声起こし講座」を

開催した。また、はあもにい内のコワーキングスペースの利用者数は、のべ 898名と増加している。 

  ・待機児童の解消に向けて、幼稚園から認定こども園への移行や地域型保育事業の普及促進等により保育

の受け皿を拡大した結果、待機児童数が平成 26年度の 864名から 303名へと減少した。 

  ・潜在保育士の再就職支援に向けてコーディネーターを 1 名配置し、相談や斡旋等をおこなった。また、

保育士等の処遇改善に取り組む 179施設に対し資金の交付をおこなった。 

・男性の家事育児を支援するため、男のライフセミナーやよかパパ料理教室、親子料理教室等を開催した。

また、よかパパレシピブックの作成・配布をおこなった。 

 



 

 方向性３ やりがいのある社会  

  ～個々の意見や能力が反映される地域社会を目指し、男女の地域への参画を進めます～ 

・地域における男女共同参画の推進 

  ・男女共同参画センターはあもにいの機能充実 

 

  ・地域主体の男女共同参画連携事業として「北区男女共生会議」をはじめ、西区においても区と連携した

講座（男性料理教室）を実施した。 

  ・地域の防災対策として、避難場所の認知度は平成 26 年度より僅かに増加している（平成 26 年度 87→

平成 27年度 88）。また、自主防災クラブ世帯結成数は増加している（平成 26年度 73→平成 27年度 78）。 

  ・男女共同参画センターはあもにいの年間利用者数は 158,578 人となり、平成 26 年度（149,558 人）と

比べて 9,020人（6％）増加した。 

  ・38の団体と市民協働で「はあもにいフェスタ 2015」を開催し、セミナーやワークショップなどに延 

   べ 2日間で 3,562人（平成 25年度 3,868人）が来場した。 

  ・男女共同参画センターはあもにいの情報資料室利用者数は、昨年度と比べて 1,577 人（約 23％）の増

加となった。（平成 26年度 6,959人→平成 27年度 8,536人） 

 

 

 方向性４ やさしさのある社会  

  ～暴力（ＤＶ・セクハラなど）の根絶を図るとともに、生涯を通した健康づくりを支援します～ 

  ・暴力（ＤＶ・セクハラなど）を許さない意識づくり  

  ・ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援 

  ・生涯を通じ健康であるための支援 

 

  ・ＤＶやセクシュアル・ハラスメントをテーマとした出前講座を開催し、14団体（1673人）が受講した。

また、高校生に向けたデートＤＶ講座や性虐待被害者への応対に関する相談員研修を開催した。 

  ・配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談は 1,084件で、平成 26年度（1,177件）と比べて 8％減少した。

また、配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書発行件数は 133件、関わった保護命令発令件数

は 2件となった。 

  ・相談の質の向上や関係機関との連携促進を図るため、相談員の各種研修への参加や関係会議等への参加 

を行った。 

・ＤＶ加害者の男性に対するＤＶ教育プログラムを市民グループと協働で開催し、3 名の参加があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２７年度　男女共同参画年次報告書（事業実績）　取りまとめ表

取り組みの名称 参考指標 評価 担当課

1
① 学校における男女平等に関する学習の実施と教職員に対する女性の人権などに関する人権教育の実施 － - 人権教育指導室

② 一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育の実施 ナイストライ事業実施学校数 Ａ 指導課

③ 男女の協力、家族・家庭の意義、生活設計などの学習を通して男女共同参画を推進する家庭科教育の充実 - - 指導課

2
① 社会の各分野への男女共同参画に関する出前講座の実施 出前講座の実施受講者数 Ｂ 男女共同参画課

回数 Ｃ

② 啓発紙やＤＶＤなどによる男女共同参画に関する情報の提供 - - 男女共同参画課

③ 「エンパワーメント講座」「男のライフセミナー」などの男女共同参画啓発セミナーの開催 セミナー・講座・イベント数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座受講生数 Ａ

④ 家庭が果たすべき役割など家庭教育に関する学習会の開催 家庭教育学級数 Ｂ 生涯学習課

- 青少年教育課

⑤ 男女共同参画の視点に留意した情報発信 - - 男女共同参画課

3
① 市の審議会等や行政委員会における女性の登用促進 - - 各行政委員会

「審議会等の設置等に関する指針」に基づく、市の審議会等における女性の登用促進 審議会等への女性の登用促進 Ｃ 人事課

市の審議会等や行政委員会における女性の登用促進 審議会等への女性の登用促進 Ｃ 男女共同参画課

② 「男女共同参画社会実現に向けた企業実態調査」などの機会を捉えた、事業所における女性の登用促進 - - 男女共同参画課

③ 学校における女性校長・教頭等の登用促進のための環境整備 管理職への登用率 Ｂ 教職員課

④ さまざまな分野で活躍している女性の情報を掲載している「女性人材リスト」の充実と活用 女性人材リスト登録者数 Ａ 男女共同参画課

⑤ 女性の社会参画の必要性や意欲を高める講座の実施 セミナー・講座・事業数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座・事業参加者数 Ｂ

⑥ 地域の方針を決定する場への女性の参画の促進 校区自治協議会の役員への登用率 Ｂ 地域政策課・各区まちづくり推進課

4
① 市役所管理・監督職への女性職員の登用促進 全職員に占める監督職以上の女性職員の割合 Ａ 人事課

全職員に占める管理職以上の女性職員の割合 Ａ

全職員に占める女性職員の割合 -

② 市におけるメンター制度の活用についての検討、ポジティブ・アクションの推進による女性のキャリア形成への支援 職場指導員研修会参加者数 Ａ 人事課・人材育成センター

女性職員育成研修への派遣数 Ａ

③ 年次有給休暇などの取得促進や超過勤務の削減など市役所におけるワーク・ライフ・バランスの推進 １人当たりの年平均時間外勤務時間数（市長事務部局） Ｂ 人事課

- 男女共同参画課

④ セクハラ・パワハラやＤＶに関する職員研修の実施 セクハラ研修参加者 - 男女共同参画課・総務課コンプライアンス推進室

5
① 「資格取得講座」「再就職支援セミナー」など、就労に結びつく学習機会、相談の実施 ライフプランセミナーの参加者数 Ａ しごとづくり推進室

合同就職面談会の参加者数 Ｂ

介護職員初任者研修講座の受講者数 Ｃ

「資格取得講座」「再就職支援セミナー」など、就労に結びつく学習機会、相談の実施 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ａ

② 「起業家支援セミナー」の開催やマザーズコーナーなどの関係機関との連携による就業に関する情報提供 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ｂ

③ 就業機会が少ない障がい者・母子家庭の母等を継続して雇用した事業主への雇用奨励金や職業訓練受講料助成などの経済支援 障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金 Ｂ しごとづくり推進室

障がい者雇用促進奨励金 Ｂ

職業訓練受講料助成 Ｃ

④ 「母子自立支援プログラムの策定」「母子家庭等自立支援給付金の支給」など、ひとり親家庭に対する就労支援 自立支援プログラムの策定 Ａ 子ども支援課

母子家庭自立支援給付金事業 Ｃ

母子家庭高等技能給付訓練促進費給付事業 Ａ

⑤ 農林水産業における女性担い手の育成及び活動支援 家族経営協定締結数 Ａ 農業支援課

6
① 「キャリアアップセミナー」など女性の意欲と能力向上を図るための講座の開催 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ａ
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平成２７年度　男女共同参画年次報告書（事業実績）　取りまとめ表

取り組みの名称 参考指標 評価 担当課
② 女性の意欲と能力活用について、事業所の自主的かつ積極的な取り組みを促すための情報提供 - - 男女共同参画センターはあもにい
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平成２７年度　男女共同参画年次報告書（事業実績）　取りまとめ表

取り組みの名称 参考指標 評価 担当課

7
① ワーク・ライフ・バランスに関する講座の開催等による啓発及び情報の提供 - - 商業金融課

セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ａ

② テレワークに関する講演会の開催などによる啓発及び就業支援 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ｂ

8
① 企業活動の先進的取り組み事例の紹介など、地場企業に向けたワーク・ライフ・バランスに関する情報提供 ワーク・ライフ・バランスを
テーマにした出前講座の開催回数 Ｃ 男女共同参画課

企業等を対象にしたセミナーの
参加者数 Ａ

- 男女共同参画センターはあもにい

② 育児・介護休業法など関係法令の情報収集と周知 - - 男女共同参画課

9
① 「児童手当」「子ども医療費の助成」など、子育て家庭に対する経済的な支援や相談体制の充実に向けた取り組み 子ども・若者総合相談センター Ａ 子ども・若者総合相談センター

児童手当の支給 Ａ 子ども支援課・各区保健子ども課

子ども医療費助成 Ａ

② 多様なニーズに対応した保育サービスの充実や待機児童解消に向けた取り組み 平日保育サービス待機児童数 Ａ 保育幼稚園課

延長保育サービス実施園数 Ａ

一時預かり事業実施園数（私立助成）、延利用者数 Ａ

障がい児保育サービス実利用者数（軽度・中度） Ａ

児童発達支援事業実施園数 Ａ

保育所職員研修熊本市保育所職員合同研修会実施 Ａ

保育サービス第三者評価の実施事業を実施した保育所数 Ａ

認可外保育施設への指導及び支援助成施設数 Ａ

幼稚園就園奨励費補助該当者数、減免及び補助額） Ａ

潜在保育士の再就職支援 Ａ

保育士等の処遇改善 Ａ

③ 児童育成クラブ、ファミリー・サポート・センター、病児・病後児保育事業などによる子育て支援 ファミリーサポートセンター活動件数 Ａ 子ども支援課

児童育成クラブ開設数 Ａ 青少年育成課

④ 「よかパパ宣言」などによる父親の子育て参画の支援 よかパパ宣言者数（累計） Ａ 子ども支援課

10
① 施設・在宅介護など高齢者・障がいのある人に対する介護サービスの実施 65歳以上の元気高齢者の割合 Ｂ 高齢介護福祉課

①事業所数（児童デイサービス） Ａ 障がい保健福祉課

②事業所数（児童デイサービス） Ａ

③サービス支給量 Ｂ

④実施件数（在宅支援訪問療育指導事業） Ｂ

④実施件数（在宅支援外来療育指導事業） Ｂ

実施箇所数 Ａ

定員 Ａ

サービス支給量 Ａ

② 民生委員や社会福祉協議会などとの連携による地域における介護支援の実施 65歳以上の元気高齢者の割合 Ｂ 高齢介護福祉課

11
① 「男のライフセミナー」「親子料理教室」など家庭生活に関する講座の実施 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講者数 Ａ

講座参加数 Ａ 生涯学習課

施
策
の
方
向
性
2
　
　
や
す
ら
ぎ
の
あ
る
社
会

多様な働き方への理解を促す情報の提供

事業者と連携したワーク・ライフ・バランスの推進

子育てに関する支援

介護に関する支援

家庭生活など仕事以外の生活への男性の参画支援
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平成２７年度　男女共同参画年次報告書（事業実績）　取りまとめ表

取り組みの名称 参考指標 評価 担当課

12
① 男女共同参画地域推進委員、まちづくりサポーターなどの人材の育成と活用 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

セミナー・講座　受講生数 Ａ

各区役所や地域推進員等と連携した出前講座等の参加者数 Ｂ 男女共同参画課

- - 地域活動推進課・各区まちづくり推進課

② 公民館、児童館、コミュニティセンターなどの地域の拠点施設における男女共同参画に関する事業の展開 - - 子ども支援課

地域コミュニティセンター利用者数 Ａ 地域活動推進課

③ 地域における女性の参画にかかる好事例の情報提供 - - 男女共同参画課

④ ＰＴＡ活動、プレイパーク事業など地域活動への男性の促進 助成団体数 Ａ 子ども支援課

プレイパークの開設箇所数 Ａ 生涯学習課

- - 地域活動推進課・各区まちづくり推進課

⑤ 男女共同参画センターはあもにいと連携した各区での啓発事業の実施 各区での啓発事業の参加者数 Ｃ 男女共同参画課・各区まちづくり推進課・男女共同参画センターはあもにい

⑥ 防災分野における男女共同参画の推進 災害時応援協定締結数 Ａ 危機管理防災総室

自主防災クラブ世帯結成率 Ａ

避難場所の認知度 Ｂ

13
① 「はあもにいフェスタ」「市民企画セミナー」の開催など、市民ニーズを捉えた意識啓発や社会参画支援のための事業の実施 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

はあもにいフェスタ来場者数 Ａ

年間利用者数 Ａ

② 男女共同参画社会を目指す団体などの活動支援及び情報提供 支援グループ数 Ｂ 男女共同参画センターはあもにい

はあもにいフェスタ参加市民団体数 Ｂ

③ 夫婦や家族・生き方などに関する相談の実施及び男女共同参画に関する情報の収集・提供 情報資料室利用者数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

④ 地域団体、ＮＰＯ、学校、事業者などさまざまな主体とのネットワークの構築を図る事業の実施 市民グループ企画数 Ａ 男女共同参画センターはあもにい

インターンシップ等受入校・機関数 Ａ

施
策
の
方
向
性
３
　
や
り
が
い
の
あ
る
社
会

男女共同参画センターはあもにいの機能充実

地域における男女共同参画の推進
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平成２７年度　男女共同参画年次報告書（事業実績）　取りまとめ表

取り組みの名称 参考指標 評価 担当課

14
① 啓発冊子、市政だより、市のホームページなどさまざまな媒体を使った啓発・広報の実施 人権啓発事業においてＤＶ・セクハラ等を扱った啓発パネル掲示、パンフレット配布 Ｂ 人権推進総室・各区役所まちづくり推進課

ＤＶやセクハラをテーマとしたビデオ、ＤＶＤの貸出 Ａ 人権推進総室・各区役所まちづくり推進課

啓発冊子、市政だより、市のホームページなどさまざまな媒体を使った啓発・広報の実施 - - 男女共同参画課

② 市民・事業者に対しての「ＤＶセミナー」「人権講演会」等、ＤＶ防止、被害者支援に係る講座の実施 セミナー・講座数 Ａ 男女共同参画課・男女共同参画センターはあもにい

③ 市民・事業者に対してのセクハラやデートＤＶに関する研修の実施 セミナー・講座　受講生数 Ａ

ＤＶ被害者支援セミナー及び相談員研修会の参加者数 Ｃ

15
① 熊本市ＤＶ対策ネットワーク会議及び熊本市ＤＶ対策庁内連絡会議開催による関係機関相互の連携 - - 男女共同参画課

② ＤＶ被害者への住民基本台帳事務における適切な支援措置の実施と情報管理の徹底 - - 地域政策課・各区区民課

③ 相談員の資質向上に向けた研修の実施及び相談窓口の周知 市におけるＤＶ相談件数 Ｂ 男女共同参画課

DＶ相談件数 - 保護管理援護課・各区福祉課

④ 住宅の確保・経済的支援など自立支援策に向けた取り組み 一時保護依頼件数 - 保護管理援護課・各区福祉課・男女共同参画課

DV相談件数 -

- 保護管理援護課・各区福祉課・男女共生推進室

-

⑤ 民間シェルターへの財政的な支援 - - 男女共同参画課

⑥ 配偶者暴力相談支援センターとして機能するための相談体制の充実 市におけるＤＶ相談件数 - 男女共同参画課

16
① 健康づくりのための、学習や検診、相談機会の提供 健康教育・相談の参加延人数 Ａ 健康づくり推進課

乳がん検診受診率 Ｂ

子宮頸がん検診受診率 Ｂ

② 妊娠・出産に関する健診の充実や相談・指導・支援の実施 妊婦健康診査受診率 Ａ 健康づくり推進課

健康（母子）手帳交付数及び妊産婦の健康相談数 Ａ

- - 子ども支援課

助産師における電話相談（市民病院における年間延べ相談人数） - 病院局経営企画課

妊娠相談件数 - 保護管理援護課・各区福祉課

③ 児童生徒の発達段階を踏まえた性の尊重に関する指導や教育の実施 - - 健康教育課

④ ＨＩＶ／エイズを含む性感染症について、正しい知識普及や予防についての啓発 クラミジア報告数 - 感染症対策課

ＨＩＶ抗体検査受検者数 Ｂ

施
策
の
方
向
性
４
　
や
さ
し
さ
の
あ
る
社
会

暴力（ＤＶ・セクハラなど）を許さない意識づくり

ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援

生涯を通じた健康であるための支援
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熊本市男女共同参画年次報告書 
（平成２７年度事業実績） 

 



1

1

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

学校における男女平等に関する学習の実施と教職員に対する女性の人権などに関する人権教育の実施

指　　標　　名

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
○「じんけん１０」の学習指導案集作成に向けて授業づくりを行い、普遍的な内容の学習を深めていった。
○人権教育主任研修会において授業実践者からの報告を聞き学ぶ機会を設けたり、学校訪問、校内研修において、「じんけん９」の活用、「じん
けんハンドブック」について指導したりして啓発を行った。

人権教育指導室

①家庭科や社会科などの教科を中心に、全校で「男女平等」「女性の人権」に関する学習は実施されている。
 
②小学校社会科、中学校家庭科の教科書を活用し、「女性の人権」に着目して検証授業を行い作成・配付した学習指導案集「じんけん８」の活
用を勧めた。また、じんけんハンドブックを全教職員に配付したことで、今後、学校・教職員への啓発につながると考えられる。

③校内研修では「女性の人権」を主テーマとして取り上げた学校数が減っている。しかしながら、「ＬＧＢＴ」に関してや「子どもの人権」が主テーマ
であっても、多様な性に関しての研修が進んでいるため、今後は取組状況調査においてもさらに内容からの分析が必要である。

自己評価（A・B・C)

-

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

①「男女平等」「女性の人権」に関する人権学習の実施
　　○各学校において、児童生徒の発達段階に応じ、人権の尊重や男女の相互の理解・協力などについて学習することで、男女共同参画
　　　 社会の担 い手となる資質や能力の基礎を培う。
　　　　平成27年度実施　　　小学校（94校中　94校実施）
                                   中学校（42校中　42校実施）
                                   高校 　（２校中　　 2校実施）
　
②「人権学習の指導改善」をめざした授業づくり学習指導案集（女性の人権に着目した授業実践）「じんけん８」の配付
　　　・小学校6年生社会科を中心とした学習　「男女平等の世の中を目指して」
　　　・中学校家庭科を中心とした学習　「男女共同参画社会の実現に向けて」
　
③「男女平等」「女性の人権」に関する校内研修会　（平成27年度実施　　小学校2校）

やる気の出る社会

児童・生徒の男女共同参画の意識を育む教育・学習の充実

担当部署

具体的施策

施策の方向性

取り組みの名称

平
成
２
７
度
実
施
概
要

参
考
指
標

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
○配付した「じんけん１０」の学習指導案集の活用に向けて、校内研修や学校訪問の際に取り上げていく。
○じんけんハンドブックの活用を図るため、学校訪問や校内研修においてはじんけんハンドブックをもとにした取り組みを行い、啓発を行ってい
く。

【平成２７年度に残った課題】
・引き続き各人権課題に共通する普遍的な内容（尊厳・自分らしさ・人間関係・多様性と受容性・社会構造・社会意識・自然への感謝）の学習を深
めていく。
・これまでに作成した学習指導案集「じんけんシリーズ」の活用が図られるように、各学校への啓発を行う必要がある。
・教職員における研修会を今後も行い、啓発していく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２６年度に残った課題】
・今後も各人権課題に共通する普遍的な内容（尊厳・自分らしさ・人間関係・多様性と受容性・社会構造・社会意識・自然への感謝）の学習を深
めていく。
・作成した「じんけん９」の学習指導案集の活用が図られるように、各学校への啓発を行う必要がある。
・教職員における研修会を今後も行い、啓発していく。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

各学校では、女性の人権等について、各教科等で確実に学んでいる。しかし、それを数値化してＡＢＣで評価することには、適していない。

1



1

1

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

校 38 43 43 43 43

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 児童・生徒の男女共同参画の意識を育む教育・学習の充実
指導課

取り組みの名称 一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

キャリア教育は、「児童生徒一人一人の勤労観、職業観を育てる教育」としてとらえられている。将来、社会的自立・職業的自立を図るために、
児童生徒の発達段階に応じて職場見学や職場体験、学級の係活動や学校の児童会・生徒会の活動などに取り組んでいる。
①　キャリア教育担当者会
　平成27年度は8月にキャリア教育担当者を対象にした研修会を開催した。その中で、5月に行われた文部科学省主催の「平成27年度キャリ
ア教育(進路指導)担当指導主事連絡協議会」の説明内容についての復講を行った。内容としては、キャリア教育についての現状と、キャリア
教育の意義や育てたい基礎的・汎用的な能力について説明を行った。その後、各中学校区毎の小中学校の先生方で、グループ別研修を行っ
た。各校のキャリア教育全体計画をもとに、各校でのキャリア教育の取組について情報交換をした。また、事業所の方の講話を行ったことで、
将来につながる力について参加者にわかりやすく伝わった。
②　ナイストライ事業
　「ナイストライ事業」は、子どもの勤労観・職業観や感謝する心などの豊かな心を育み、主体的・実践的な態度を培い、子どもたちの“生きる
力”を育成することをねらいとしている。全中学校の２年生が、地域の様々な事業所や施設などで、職場体験に取り組んでいる。
【平成２７年度の実績】
　実施生徒数：中学校43校（分校を含む）　２年生　6,591人　実施期間：3日間 42校　4日間 1校　　事業所数：延べ2,056事業所
　指導ボランティア数：延べ2,921人
　事業所種別及び参加生徒数：販売　1,825人／幼稚園・保育園　1,643人／飲食店　576人／農業・酪農　81人／製造　280人／
　医療　333人／福祉施設　340人／公共施設　713人／　理美容138人／　動物・ペット127人等

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

ナイストライ事業実施学校数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

全中学校で実施しており、生徒の勤労観・職業観や感謝する心などの豊かな心の育成に貢献している。

①担当者会において、平成２３年１月の中央教育審議会答申で出されたキャリア教育で育成すべき力として示された「基礎的・汎用的能力」につ
いてプレゼンテーション資料をもとに詳しく説明を行った。小学校教諭の実践発表を行ったことで、各担当者にキャリア教育について分かりやすく
伝わり、自校の取り組みに生かすきっかけとなった。グループ協議では、実践発表をもとに、同じ校区の小中学校で互いの現状を出し合い、小
中連携の視点を持って今後各校で取り組んでいくためのヒントをつかむよい機会となった。
②学校で実施するマナー講座に保護者参加を呼びかけるなど、生徒だけでなく保護者や地域と一体となった活動も報告された。また、事業所開
拓を行う際に生徒の興味・関心をもとに新たな職種に依頼するなど、各学校で地域性とあわせ、生徒の実態に即した活動となった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
①校区内の事業所の開拓が必要である。（遠距離の事業所が多い）
②事前指導の段階で、挨拶や接遇の指導の充実が求められている。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
①今年度の担当者会では、その後の各校の取り組み状況や改善点、工夫した点などを協議する場を設定し、より広げ、深めていきたい。
②年度初めに実施時期一覧表を配布したため、近隣校との重複をさけて実施時期を変更できた学校もあった。ケースバイケースであるが、生徒
の情報については個人情報も含まれるため、必要十分な情報の提供を目指させたい。不用意な情報提供から先入観を持たれたり、情報不足で
不信感を持たれたりしないよう配慮したい。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
①計画の見直しや、その取り組み、振り返りに課題が残る。各校でのＰＤＣＡサイクルを確立させる必要がある。
②近隣校との重複（実施時期や受け入れ事業所等）が見受けられた。生徒の特性等について事業所への情報提供が必要なケースがある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①1年次の職業調べや地域調べと関連付けるなど、校区の事業所について知る機会や地域の事業所と連携する機会、仕組みを充実させたい。
②事業所からの要望や各学校の反省点、アンケート結果等をもとに次年度の重点事項として接遇等の事前指導を広く呼びかけたい。
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1

1

③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

― ― ― ― ― ―

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 児童・生徒の男女共同参画の意識を育む教育・学習の充実
指導課

取り組みの名称 男女の協力、家族・家庭の意義、生活設計などの学習を通して男女共同参画を推進する家庭科教育の充実

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①小学校の家庭科や中学校の技術・家庭科（家庭分野）において、学習指導要領に則り、男女一緒に家庭科教育を実施している。
・小学校の家庭科教育においては、５・６年生が２年間で家族としての役割、家族・家庭の重要性や男女の協力等について学習している。
           全小学校（95校）で実施
　
・中学校の技術・家庭科の家庭分野においては、３年間を通して家族・家庭の重要性や男女の協力等に関連した内容の授業を実施している。
       　　全中学校（42校）で実施

・学習指導要領が改訂され、小学校家庭科と中学校技術家庭科（家庭部分）の内容の体系化が図られた。
　このことを踏まえ、平成２７年度教育課程研究協議会（小学校家庭科部会・技術家庭科家庭分野部会）において、小中学校の連携の重要性
を説明及び小中学校の実践発表やグループ協議を通して男女共同参画の意識を高める取り組みを行った。
　また、学校訪問において、小学校には中学校の視点を、中学校には小学校の視点を踏まえて、授業を行うよう指導を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

―

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

家庭科教育については、学習指導要領に則り、男女共通で授業を実施しており、指標の設定は困難である。

・小学校においては、家族や家庭生活が、子どもの生活の基盤となるという考えから、多くの題材で家族や家庭生活と結びつくよう配慮した学習
内容を実施されている。また、学習したことを生活の中で生かす視点から、家族のための製作に取り組まれている。
・中学校においては、家族・家庭の重要性や男女の協力などに関連した内容の授業を実施している。とくに、中学校の家庭科においては、応用
的な学習として、「課題と実践」という題材を通して、家庭科の学習で学んだことを家で発展学習をする取組を実施している。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 小・中合同の研修会を単年で終わらせるのではなく、継続的に取り組んでいく必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
今年度も夏休み中に、小・中合同で教育課程協議会を実施し、小・中の系統性をもたせた児童・生徒の男女共同参画の意識の向上を目指す。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
消費生活問題等、最近の社会問題を通した男女共同参画への意識向上を図る取り組み等を行えば、男女共同参画の意識の高まりが期待でき
るのではないかと考える。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
消費者センターと連携し、リーフレット等を各学校へ配布する等、授業の活性化を図ることを通して意識向上に努める。
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1

2

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 1,516 1,334 1,545 1,673 1,900

回 20 13 19 14 20

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実
男女共同参画課

取り組みの名称 社会の各分野への男女共同参画に関する出前講座の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

出前講座の実施
・市民（グループ）及び事業者等が主催する研修等に講師を派遣し、専門知識や経験を生かした講座を行うことにより、
　男女共同参画に関する理解を深めることを目的としている。

　対象者：市内に居住し、通勤し、又は通学する者で構成され、かつ、当該出前講座への参加人数が
　　　　　　おおむね１０人以上見込まれる集会、研修等を主催する市民及び事業者

　　　　　　開催講座数：１４講座

　　　　　　受講者数：１，６７３人

　　　　　　テーマ：　・セクハラ・パワハラの防止（１０講座）
　　　　　　　　　　　　・ＤＶ、デートＤＶ（２講座）
　　　　　　　　　　　　・男女共同参画（２講座）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

出前講座の実施受講者数 B

回数 C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

出前講座の実施受講者数については、毎年増加しているものの、目標値との差が依然として大きいため。
開催回数については、前年度と比較して大きく減少したため。

・前年度と比較して、開催回数が大きく減少した。一方で、受講者数については、学校関係などの大口の申し込みの開催が複数あり、１００人以
上増加した。
・毎年継続して利用いただいている企業・団体・学校については、平成２７年度も同様に利用があった。年間の研修計画等に組み込んでいただ
いているものと思われる。
・新規での利用が平成２６年度と比較して減少した。
・例年の傾向として、ハラスメントの防止についての講座申し込みが大半を占める。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 　所管課がはっきりしている職種・業種については、その部署を通し会合などの情報を入手し、周知を図ることが可能であるが、幅広い職種が
存在する中で、どのように効果的な周知、啓発を図るかの具体的な手段まで検討できなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　近年、庁内各部署が、企業や団体を対象としたセミナー等を開催する機会が増え、その機会を捉え出前講座の案内を配布するなど周知を
行った。
また、学校関係については、例年通り、教育委員会を通し、各学校へ案内を送付し、研修などへの活用を促した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　平成２６年度に、新規の申し込み団体が増えたにもかかわらず、継続しての利用までには至らなかった。また、依然としてハラスメントに関す
る講座申し込みが大半であり、他のテーマについての申し込みが伸び悩んだ。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　国の動向や社会情勢などからも、女性の活躍をテーマとした取り組みが増加している。これと連動し、企業においても、WLBなどへの関心が高
まりつつある現状を捉え、その企業にあった内容の講座を実現できる取り組みであることを周知し、利用企業や団体の掘り起こし、裾野拡大を
図りたい。
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1

2

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実
男女共同参画課

取り組みの名称 啓発紙やＤＶＤなどによる男女共同参画に関する情報の提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①情報紙「はあもにい」の発行・配布（各号5,000部）　配布先：各区役所、総合出張所、市関連施設（指定管理施設）、学校、保育園、幼稚園、
総合子育て支援センター、銀行等。また、出前講座やセミナーなどの機会を捉えて配布を行った。
・77号（6月）【何が変わった？どう進んだ？熊本の男女共同参画】
　　　　　　　　　　＜男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち＞をめざした取り組みを市民意識調査をもとに紹介
・78号（11月）【女性活躍推進特別号　女性の活躍が企業を救う！？】
　　　　　　　　　　女性活躍推進法が施行されたことによる今後展望、企業の取り組み等を特集で紹介
・79号（3月）【男女共同参画時代の男の生きる道】
　　　　　　　　　　男女共同参画時代の男の生きる道と題し、アンケートや座談会で紹介

②啓発ＤＶＤの貸し出し：9件　15巻（大学、民間団体、庁内各課ほか）
　　タイトル名：「見てわかる改正均等法セクハラ対策」　「見てわかるパワーハラスメント対策」等
　
③施策の実施状況の報告・公表
　・平成26年度における男女共同参画に関する施策の実施状況について年次報告書を作成し市のホームページに掲載した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

－

①情報紙はあもにいについては、一昨年度から毎号メインテーマを設け、それぞれのテーマについての情報をより充実させ、市民編集員、はあ
もにいと協働し作成した。また、女性活躍推進法施行に伴い、特集を組み、各方面で活躍する女性人材をロールモデルとして積極的に紹介し
た。DVについては、潜在的な被害者の掘り起こし、支援という視点からの特集とした。併せて、関連情報の提供、窓口についても紹介した。
②ＤＶＤの貸し出し件数は平成26年度7件（14巻）から増加したものの、以前と比較し減少している。しかし、充実した情報を広く提供するという点
では、はあもにいの情報資料室の活用を促進する方向で考えており、当室で管理するＤＶＤ等については、庁内の各部署内における研修教材と
しての位置づけが望ましいと考える。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 内容が以前より充実し、効果的な情報を発信することが可能となっているが、依然として新たな配布先を開拓できていない。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
従来の配布先に加え、様々な機会を捉え配布を行ったが、固定的な新たな配布先としての開拓までは至らなかった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
内容が以前より充実し、効果的な情報を発信することが可能となっているが、依然として新たな配布先を開拓できていない。内容が充実しつつ
ある中で、これらの情報をできるだけ多くの方々へ発信すべく、配布先の検討を要する。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
近年、同様の課題の克服ができていないため、良好な情報を発信すべき立場としての責務という認識の下、金融機関の枠を拡げる等、はあも
にいとも連携し新たな配布先の開拓という課題解決に努める。
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③

　　[内容]　 女性が自分の体を知り、性的自己決定権などを含め、自分自身を大切に思える講座を実施。
　　[講師]　 渡辺賀子氏（帯山中央病院院長）、野村宏子氏（ウィメンズセンター大阪）、吉原峰子氏（ｱｸﾃｨﾌﾞ･ｶﾗｰｾﾗﾋﾟｰ協会代表）
　　[参加者]　 120名

　　[内容]　 男女共同参画の視点から見る、自分で考え、自分で行動する、家族で学ぶ防災の講座を実施。
　　[講師]　 水野直樹氏（NPO法人ソナエトコ代表）
　　[参加者]　 6組18名（男性7名、女性11名）

　　[内容]　 3月8日の国際女性デー（ミモザの日）にちなんだ、女性の活躍と自立を応援するフェスティバル。
記念講演会、ウィメンズカレッジ成果発表会、男女共同参画クイズラリーなどを市の中心部で実施。

　　[講師]　 講演会：有川真由美氏、ワークショップ：今田淳子氏
　　[参加者]　 講演会90名、ウィメンズカレッジ成果発表会41名、男女共同参画クイズラリー600名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

自己評価
（A・B・C)

回 － 15 13 11 11

人 － 1,283 1,229 1,542 1,000

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「エンパワーメント講座」「男のライフセミナー」などの男女共同参画啓発セミナーの開催

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①もっと知りたい女（ワタシ）のカラダin熊本～上手に私のカラダとつきあうために

②はあもにい防災調査隊

③第4回ミモザフェスティバル in 上通

　　　　　　　　　　　　その他、通りをいく人にミモザの花とﾘｰﾌﾚｯﾄの配布やｳｨﾒﾝｽﾞｶﾚｯｼﾞ卒業生による企画事業、ﾌﾞｰｽでのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等実施。
その他

参
考
指
標

指　　標　　名

セミナー・講座・イベント数 A

セミナー・講座受講生数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座・イベント数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

①ウィメンズセンター大阪（女性関連団体）および大塚製薬（協賛会社）と連携して実施できた。リプロダクティブヘルス＆ライツ（性と生殖に関す
る健康、権利）に関する事業は、当館で初めての実施になり、集客が不安だったが、市政だよりの他、フリーペーパーへの掲載、関連催事にチラ
シ折込するなど、効果的な広報で定員を上回る参加者となった。申込者の年代は幅広く、最多年代は、40～60代の女性。中には、10代の娘と親
子での参加もあった。
②防災に関する講座は初の開講。男女、親子など様々な立場から、一緒に参加し考える講座を実施。
③初めて、はあもにいを出て上通でフェスティバルを開催。道行く人々にも楽しみながら「国際女性デー」、「男女共同参画」「はあもにい」を知る
機会を提供できた。上通商栄会、熊本市現代美術館とも連携し、男女共同参画事業を進めたことで、事業の広がりがみられた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・「パパ料理」講演会などテーマによっては、参加者が少ないものがあった。男性へのアプローチが課題。
・大学との連携講座では、施設紹介に力をいれたため、社会科見学の要素が強くなってしまった。
・「国際女性デー」、「ミモザの日」に対する認知度はまだまだ高いとは言えない。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・広報を見直し、よりニーズが高いと思われる層、団体へ集中して広報した。また、すでに申込済の参加者へのリマインドの連絡も徹底し、そこで
さらに追加の参加を呼び掛けた。
・大学との連携講座では、男女共同参画に関する講座に時間をとり、施設紹介については、最少限度として実施。
・ミモザフェスティバルをはあもにいから出て、上通で実施することで、普段まったく男女共同参画にふれたことのない人にも、「国際女性デー」
「ミモザの日」「男女共同参画」を身近なものとして伝える機会をもった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・防災講座は、定員に至らなかった。
・ミモザフェスティバル当日、会館の来館者へもミモザの花を配るなど、国際女性デーを知らせる工夫をしたが、通常通り貸し業務を行っていた
ため、館内の盛り上がりが欠けた。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・熊本地震があり、防災に関するニーズは高まっているが、男女共同参画視点からみた防災の考え方はまだまだ一般的になっていないので、こ
の機会に広く周知するとともに、実際に避難所などの現場で中心になって動ける人材育成を目指す。
・はあもにい館内についても上通同様、来館者に「国際女性デー」「ミモザの日」「男女共同参画」に触れてもらう工夫を検討する。

6



1

2

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

学級数 93 84 84 84 増加

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実
生涯学習課

取り組みの名称 家庭が果たすべき役割など家庭教育に関する学習会の開催

平
成
２
７
度
実
施
概
要

　家庭教育学級の開催
　子どもの健全な成長に役立てることを目的とし、家庭で子どもの教育に当たる場合の心構えや子どもへの接し方など様々な課題を持ち寄
り、保護者同士が話し合い、学習する機会を設ける。開設単位は、保護者が気軽に集い、自主的な交流と仲間づくりが図れるよう、学校及び
幼稚園・保育園単位としている。
　学習テーマは、家庭のあり方、子どもの心身の発達、健康的な生活、親子のふれあい、人権、環境問題など多岐にわたる。平成27年度も、く
まもと「親の学び」プログラムを活用したワークショップをはじめ、講話、食育実習会、施設見学など、学級生のニーズや子育てに関する課題を
取り上げ、計560程の学習会を開催した。

　平成27年度　学級数：84学級（幼稚園3、小学校67、中学校14）　学級生数：2,091人（男性：69人、女性：2022人）　男性加入率：3％
　平成26年度　学級数：84学級（幼稚園3、小学校68、中学校13）　学級生数：2,245人（男性：107人、女性：2,138人）　男性加入率：5％

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

家庭教育学級数 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

　家庭教育学級数の開設数は前年度と比較して2増2減であり、学級数増にはつながらなかった。

　家庭教育学級数の開設数は、これまでの学校への啓発活動が実り、小学校、中学校、各１校ずつ新規開設となった。しかし、学級生が集まら
ず、小学校２校で開設できなくて、結果的に前年度と比較して現状維持であった。また、学級生数は、前年度比１５０人余り減少した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
　学級生数は微増となったが、児童生徒の減少や共働き世帯の増加等により学級生数を増やすのが難しい状況である。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　学級生数増加に向け、学校やＰＴＡと連携を図り、各小学校で開催されるＰＴＡ総会、就学時健康診断において、入級案内配布等の啓発活動
を行った。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
　２９年度統合が予定されている学校では、学級生が集まらず開設できないところもあった。また、全体的に学級生数が減っている状況である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　家庭教育学級については、学級数・学級生増加にも引き続き取り組むが、学習内容の充実と地域人材活用及び各種団体との連携にも重点を
おき取り組むようにする。
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1

2

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２４）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

目標値
（Ｈ３０）

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実
青少年教育課

取り組みの名称 家庭が果たすべき役割など家庭教育に関する学習会の開催

平
成
２
７
度
実
施
概
要

家庭教育セミナーの開催
　家庭教育の重要性についての認識を深め、さらなる家庭教育力の向上を図ることを目的とし、主に小中学生の保護者が集まる会合等に講
師を派遣し、子どもの心理、子どもとの接し方、しつけ等について学習する機会を提供する。また、仕事等で学校行事等に参加できない保護
者に学習の機会を提供するため、保護者会や、職場の研修会等での活用を勧めている。
　平成27年度　開催件数：78件　受講者数：5,788人
　平成26年度　開催件数：46件　受講者数：3,636人

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

広報誌等の効果的な広報により開催件数、受講者数ともに増加した。また、くまもと「親の学び」プログラムを活用したワークショップ開催時に
は、家庭教育地域リーダー養成講座の修了生を進行役として派遣し、地域における家庭教育力の向上を図った。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
開催件数、受講者数ともに増加しているものの、家庭教育に関する学習機会を提供できていない小学校区がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
･小学校及びPTA向けへ広報を強化し、94校中50校が家庭教育セミナーを開催した（前年比17％増）。
･家庭教育学級及び家庭教育セミナーを併せ、家庭教育の機会を得た小学校は90％となった。

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
開催件数、受講者数ともに増加しているものの、家庭教育に関する学習機会を提供できていない小学校区がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
全ての小学校区で家庭教育に関する学習機会が確保できるよう、学校教育や福祉分野と連携を図り、家庭教育セミナー開催回数の増加を図
る。
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1

2

⑤

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画への理解を広げる啓発・学習の充実
男女共同参画課

取り組みの名称 男女共同参画の視点に留意した情報発信

平
成
２
７
度
実
施
概
要

　従来、各部署による情報は、広報誌、テレビ、ラジオ、インターネット、部署ごとの啓発紙等多岐に渡り、その発信する部署にて点検を行って
きたが、男女の社会における活動や個人の生き方が多様化する中で、性別の固定化につながる表現を、何気なく使っている現状もある。行政
の広報・刊行物やホームページ 等の表現は、一般的な社会基準として受け止められるため、それにより描かれる「男性像」、「女性像」が市民
へ及ぼす影響は少なくないと考えらる。
　広報物の作成にあたっては、性別に基づく固定観念にとらわれな い男女の多様なイメージが社会に浸透していくよう、適切な表現が求めら
れており、男女共同参画の推進に向けた情報の提供者である行政の認識が重要である。
　このようなことから、平成２６年度に「男女共同参画の視点による市政広報物表現ガイドライン」を作成し、各部署において情報発信する際の
参考として活用するよう啓発を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

- -

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

－

このガイドラインの対象となるものを明確化した上で、
・男女のイメージを固定化していないか　（１）性別による固定的な役割分担意識の見直し　（２）色々な個性を認識した表現
・男女が対等な関係となっているか　（１）家庭において　（２）職場において
・女性を「アイキャッチャー」にしていないか
・表現判断基準の目安と方法
・言葉の表現の見直し
これらを個別に判断できるよう、チェックシートを用いて広報を行うよう周知した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
  ホームページ等において、未だ性別に基づく固定観念にとらわれた表現等が存在した。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
 男女共同参画の視点による市政広報物表現ガイドラインを関係課へ周知。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
  広報物を作成する際、事前に内容の確認を依頼される部署があるなど、徐々に浸透しつつある現状はうかがえるが、ホームページ等におい
て、未だ性別に基づく固定観念にとらわれた表現等が存在するなど、徹底が図れている状況とは言えない。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
庁内掲示板等、また庁内推進会議等において、ガイドラインの更なる周知・徹底を図り、また、様々な機会を捉え説明するなど、行政の意識とし
て定着させる必要がある。
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1

3

①

平
成
２
７
度
実
施
概
要

やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
各行政委員会

取り組みの名称 「審議会等の設置等に関する指針」に基づく、市の審議会等における女性の登用促進

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性

平成28年4月1日現在

委員会等名 委員総数（人）
　うち
　女性委員数（人）

女性委員割合（％） 備考

1 教育委員会 5 3 60.0%
2 選挙管理委員会 4 0 0.0%
3 人事委員会又は公平委員会 3 1 33.3%
4 監査委員 4 0 0.0%
5 農業委員会 49 1 2.0%
6 固定資産評価審査委員会 3 1 33.3%

各行政委員会における女性の登用状況
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1

3

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

% 31.7 31.0 28.8 29.1 40.0

% 26.1 25.3 24.4 24.3 －

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
人事課

取り組みの名称 「審議会等の設置等に関する指針」に基づく、市の審議会等における女性の登用促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

・審議会等における女性の登用促進
　
　審議会等の運営状況に関する調査において、市の審議会等における女性委員の割合を算出し、新たに審議会等を設置、または委員を改選
する審議会等について、その所管課に対して、可能な限り女性委員の登用を図るよう周知するとともに、委員の選任時に男女共生推進室の
意見を聞くことについても周知を図った。

　審議会の設置状況に関する通知文等によって、再度、全関係所管課に対して、委員選任時において男女共生推進室の意見を聞くことにつ
いて周知を図った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

審議会等への女性の登用促進 C

参考　あて職を含む女性の登用促進

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・Ｈ２６より実績数値が若干増加傾向にあるが、目標値には達していないため。

・平成27年度における審議会等の設置数は172（平成27年4月1日現在）であり、前年度と比べてほぼ同数であるが、その中で女性を含む審議会
等設置数が91から95へ増加し、全体としてあて職を除く女性登用率は前年比0.3ポイント増加している。

・平成27年度も引き続き、行政経営課及び男女共生推進室の通知文等の周知により、女性委員の登用促進及び男女共生推進室の意見を聞く
ことについても周知を行ったが、専門的な分野によっては、女性の適任者がいないことや、関係団体の推薦により委員を選任しているケースが
多く、団体内での推薦役職が限定されており、女性の役職者が少ないことなどから、委員に女性が選任されづらい状況にあると考えられる。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・審議会等への女性の登用率は、年度ごとに変動があり、目標値には達していない状況である。委員の選任においては、各種関係団体から推
薦を受けるケースが多いが、団体内の役職を持って選任されることも多く、女性の役職者が少ないことなどから、委員に女性が選任されない状
況がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・新たに審議会等を設置する場合や委員の改選を行う場合に、審議会等の所管課に対して、可能な限り女性委員の登用を図るよう周知するとと
もに、委員の選任時に男女共生推進室の意見を聞くことについても周知を図った。

・所管課からの個別相談に対して、各種関係団体に対しても可能な限り団体の長や役員に限らず、女性の構成員も含めて柔軟に適任者を推薦
してもらうように依頼するよう働きかけた。

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・審議会等への女性の登用率は若干増加傾向にあるが、未だ３割を下回っている。各種関係団体から推薦を受けるケースが多いが、関係団体
の推薦においては、団体内の役職を持って選任される場合も多く、女性の役職者がいないことなどから、委員に女性が選任されない状況があ
る。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・委員の選任にあたっては、各種関係団体から推薦を受けるケースが多いことから、推薦を依頼する場合においては、団体の長や役員に限ら
ず、女性の構成員も含めて柔軟に適任者を推薦してもらえるように依頼するなど、今年度も引き続き各所管課への周知を図っていく。
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1

3

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％ 31.7 31.0 28.8 29.1 40.0

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
男女共同参画課

取り組みの名称 市の審議会等や行政委員会における女性の登用促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

審議会等委員の選任時における事前協議の実施
・平成23年度から、審議会等委員を選任する際に、各審議会等を所管する部署に対し、事前協議を行うよう制度化し、行政経営課（現在人事
課へ業務移管）による通知を始め、庁内システムの掲示板において定期的に周知を行った。
・平成27年4月1日時点審議会状況
・審議会等における「あて職」をのぞく女性委員の割合は、28.8％（平成26年度）から29.1％（平成27年度）と0.3ポイント増加した（下記参照）。
人材の発掘
・委員選任の際、女性人材リストの活用を各所管課へ呼びかける一方で、分野によっては、女性が少ない状況もあることを踏まえ、ウィメンズ・
カレッジ卒業生や、市内の各専門業者で構成する団体事務局等へ出向き、女性人材リストへの登録を要請した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

審議会等への女性の登用促進 C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

女性委員の登用率について、平成30年度における目標値である40％（あて職除く）との乖離が大きく、現状目標達成が困難な状況であるため。

・委員選任の際の事前協議制度の存在としては、ほぼ全庁的に定着しつつあるが、一方で、この協議の趣旨までは浸透しきれていない現状が
ある。
・事前協議の中で、大半の審議会において採用されている選任方法である、団体への推薦依頼を行う場合の留意点を説明し、実際に所管課と
して実行をされているが、依頼先の団体において、未だ役職を前提とした人選が行われ、必然的に役付きの男性が推薦されるケースが多い。
・分野によっては、まだ女性人材の情報が不足し、要請があった場合においても、適任を推薦することが困難な場合がある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・所管課による人選及び委員候補からの内諾後に事前協議として提出され、情報提供や助言の余地がないケースが未だ多いなど、協議自体
が形骸化している。
・大半の審議会においての選任方法が、団体推薦とされており、実際の選任については、各団体の意向で行われている現状がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　事前協議の流れをガイドラインとして改めて整理し、また、同時に事前協議を行う趣旨などと併せ、庁内のPCネットワーク上に格納し、常に閲
覧可能な状態とした。
　また、女性人材リストの登録者について、今まで公開していた情報に加え、個人情報等を除く全ての情報を公開するようにし、各所管課におい
て審議会等の委員を人選する際の参考となりやすくした。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　女性の登用率が伸び悩む一つの要因である「団体推薦」について、所管課による直接的な人選への移行を再三促したが、従来の選任方法を
変更する理由がないことや、現状の委員への説明も困難であるなどの理由で、所管する部署による抜本的な取り組みまでの協力が得られてい
ない。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　　全庁的な理解や協力がなかなか得られていない一方で、女性人材リストについての問い合わせや、推薦依頼、また女性人材についての情
報提供を求められるケースも増えつつある現状がある。これを踏まえ、直接的な人選による委員選任の実例を増やし、事前協議の際に紹介、周
知できるよう取り組み、またそのために必要な女性人材の情報のさらなる充実を図る。

毎年意見が出されますが、審議会等への女性の登用促進が進んでいないことが気になります。目標値の達成が難しいばかりか、基準値を下
回っている現状が危惧されます。男女共生推進室等では努力されていることは承知していますが・・・。

総　数 稼働数 数 割合 総　数 あて職除く委員数 総　数 登用率 あて職除く委員数 あて職除く登用率

平成21年度 91 82 68 82.9% 1,208 885 311 25.7% 270 30.5%

平成22年度 98 86 73 84.9% 1,392 988 350 25.1% 297 30.1%

平成23年度 103 92 75 81.5% 1,402 1,063 329 23.5% 307 28.9%

平成24年度 137 93 71 76.3% 1,463 1,171 368 25.2% 343 29.3%

平成25年度 166 114 97 85.1% 1,722 1,295 435 25.3% 402 31.0%

平成26年度 166 110 90 81.8% 1,696 1,346 418 24.6% 387 28.8%

平成27年度 172 117 95 81.2% 1,742 1,339 423 24.3% 389 29.1%

審議会等における女性委員登用の現状と推移

審　議　会　等 委　員

女性委員がいる※ 女性委員
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1

3

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
男女共同参画課

取り組みの名称 「男女共同参画社会実現に向けた企業実態調査」などの機会を捉えた、事業所における女性の登用促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

　平成26年度に行った【企業実態調査】について、調査結果をより多角的に分析し、実態に応じた啓発に向けた基礎資料とするため、
「従業者規模」、「業種」についてのクロス集計を行った。
　

〔参考：平成26年度実施　【企業実態調査】の概要〕
対象：市内の従業者規模5人以上の事業所1,200社
結果概要：・市内に事業所を置く従業者規模5人以上の事業所　13,209社
　　　　　　  ・調査対象事業所　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 1,200社
　　　　　　　・「あて先不明」、「事業所閉鎖」等調査不能数　　　　   　40社
　　　　　　　・回答事業所数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    546社
　　　　　　　・回収率　　　　　　　　　　　　                     　 　          47.1％

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

-

　【業種別】で集計を行ったところ、女性管理職への登用状況では、会社役員、課長・部長相当職、係長（主任）相当職とも、「医療・福祉」分野に
おいて比較的登用が進んでいる。一方、「学術研究、専門・技術サービス業」においては、低い数値が得られた。
　また、女性登用率の推移を見てみると、「金融業、保険業」や「医療、福祉」については、5年前と比較し増加したとの回答が多かったが、一方、
「教育、学習支援業」や「宿泊業、飲食サービス業」については、減少したと回答した割合が比較的高かった。
　【従業者規模別】で集計を行ったところ、会社役員は、規模の大きな事業所ほど割合が低く、課長・部長相当職、係長（主任）相当職では、逆に
規模の大きな事業所が割合が高くなっている。
　また、女性登用率の推移を見てみると、5年前と比較して増加したと回答した割合は、規模の大きな事業所が最も高かった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 企業実態調査の結果をさらに分析し、取り組みが進んでいる企業と進んでいない企業のそれぞれの要因、また推進するために効果的な方法を
検討する必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　単純集計による調査結果を基に、【業種別】【従業者規模別】での各項目の集計を行い、単純集計で見えなかった業種や形態による数値の違
いを分析した。
　また、自由記述欄にも着目し、それぞれの状況下での、普段、聴くことができない貴重な意見を徴取することができた。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　クロス集計を行い、業種や従業者規模別に、様々な実態を知ることができたが、この得た結果を基に、それぞれの業種、形態に応じた啓発手
段を検討するまで至らなかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　調査結果を更に分析し、どのような啓発が効果的か、またどういう機会を捉え啓発を行うべきか検討する。また、自由記述欄に見える意見を参
考とし、各事業所のニーズを可能な限り探り、幅広く啓発できるよう努める。

昨年実施された「企業実態調査」を今後の施策にどのように活用予定であるのかお伺いします。
また、会議において、企業における男女共同参画推進の取り組みについて企業関係の委員からご意見を頂戴できれば幸いです。

業種別回答数 従業者規模別回答数 
No. n=546 度数 %

1 農業、林業 2 0.4
2 漁業 0 0.0
3 鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0
4 建設業 45 8.2
5 製造業 43 7.9
6 電気・ガス・熱供給・水道業 9 1.6
7 情報通信業 8 1.5
8 運輸業、郵便業 21 3.8
9 卸売業、小売業 88 16.1

10 金融業、保険業 20 3.7
11 不動産業、物品賃貸業 12 2.2
12 学術研究、専門・技術サービス業 15 2.7
13 宿泊業、飲食サービス業 31 5.7
14 生活関連サービス業、娯楽業 8 1.5
15 教育、学習支援業 17 3.1
16 医療、福祉 123 22.5
17 複合サービス事業 2 0.4
18 サービス業（他に分類されないもの） 70 12.8
19 その他 25 4.6

区分 従業者数 度数 ％
A 1～30人 284 52.3
B 31～100人 178 32.8
C 101人以上 81 14.9
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1

3

③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

小学校長
13.6

小学校長
23.7

小学校長
21.3

小学校長
18.1

小学校長
増

小学校教頭
21.8

小学校教頭
10.9

小学校教頭
12.9

小学校教頭
14.9

小学校教頭
増

中学校長
2.6

中学校長
4.8

中学校長
4.8

中学校長
4.8

中学校長
増

中学校教頭
4.4

中学校教頭
4.2

中学校教頭
8.3

中学校教頭
10.4

中学校教頭
増

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
教職員課

取り組みの名称 学校における女性校長・教頭等の登用促進のための環境整備

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①管理職への登用率
　●現場の負担軽減等を図ることにより、受考者数の増加に継続的に取り組む。
　●女性教員を教務主任等へ積極的に登用し、リーダーとしての能力の養成を図る。
　●政令市移行に伴う人事権移譲により、平成２５年度登用分（平成２４年度実施）から市単独で管理職採用選考試験を実施している。

   【参考①】平成27年度管理職選考試験の実施状況
　　　　○校長選考試験　※（　）内は女性
　　　　　　　受験者数　　72人（8人）
　　　　　　　合格者数　　40人（5人）
　　　　○教頭選考試験
　　　　　　　受験者数　318人（47人）
　　　　　　　合格者数　  48人（ 7人）

　【参考②】女性教員の教務主任・研究主任への登用状況（平成27年度）
　　　　　　　小学校：29.4％　　中学校：16.2％

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

管理職への登用率 ％ B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

小学校長、中学校長、中学校教頭は基準値から増加しているものの、小学校教頭においては基準値を下回っているため。

・教頭への女性の新規登用者数が前年度より増加し、登用率全体でも上昇した。
・校長への女性の新規登用者数が前年度より増加したものの、登用率全体では若干低下した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・小学校教頭における女性教員の登用率は前年度からは若干増加したものの基準値を下回っており、引き続き受験者数の増加と人材の育成
が必要である。また、教務主任等への登用率は、横ばいであり増加が見られていない。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・管理職採用選考試験の女性受験者数が増加するよう継続して周知を図った。
・女性教員を教務主任等へ積極的に登用し、リーダーとしての自覚と能力の養成に継続して取り組むよう、校長会等において呼びかけを行っ
た。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・小学校教頭における女性教員の登用率は前年度からは若干上昇したものの基準値を下回っており、引き続き受験者数の増加と人材の育成
が必要である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・管理職採用選考試験の女性受験者数が増加するよう継続して周知を図る。
・女性教員を教務主任等へ積極的に登用し、リーダーとしての自覚と能力の養成に継続して取り組むよう、校長会等において呼びかけを行う。

・冒頭にある「現場の負担軽減策」としてどのような方法がとられているのか、お伺いしたい。積極的な女性の管理職登用とそのための裾野拡大
策を期待します。
・管理職採用選考試験の女性受験者が少ないことについての質問です。
・教頭、校長試験に応募する教職員の平均年齢はどのくらいでしょうか。
　　→　その年齢までに退職する女性が多いというようなことはないでしょうか。
・管理職になった場合の、時間外業務が増えることが、受験者が少ない要因になっているということはないでしょうか。
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1

3

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 203 193 194 199 210

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進
男女共同参画課

取り組みの名称 さまざまな分野で活躍している女性の情報を掲載している「女性人材リスト」の充実と活用

平
成
２
７
度
実
施
概
要

・従来の女性リストをより充実させ、本市の審議会等委員やセミナーの講師等の人材としての推薦や情報提供を行った。
 　平成27年度は、同業種により構成される団体など、各分野における女性人材情報の提供を呼びかけ、新たな登録者を幅広く募った。
　その結果、数名の新規登録実現に繋がった。
　　　　登録者数　199人（平成28年4月1日現在）
　　　　平成27年度新規登録　5人

・審議会等委員選任の際の事前協議による女性の登用促進
    審議会等の委員の選任の際に実施している事前協議の際、各分野に応じた人材をこのリストより抽出し、各所管課に対し情報提供した。
　　　　庁内審議会等を所管する部署からの推薦依頼件数　4件
　　　　女性人材リストからの推薦者数　延べ54人

・出前講座の際の講師派遣
　　平成27年度に実施した出前講座14講座のうち、女性人材リスト登録者の中から講師を選任し派遣したのは8講座（6名）であった。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

女性人材リスト登録者数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

　各分野に情報提供を呼びかけ、順調に登録者数が増加している。

・分野による偏りの解消が課題として継続する中、過去においては登録や推薦を待つ姿勢であったが、平成27年度においては、比較的登録の
少ない分野に関係する団体へ出向き、女性人材リストの趣旨説明と、登録を直接呼びかけた。
・庁内各部署からの、女性人材リストへに関する問い合わせや、情報提供の依頼が以前と比較して増加しつつある。
・現在の登録者についての情報を更新する必要があるが、個人情報を含む内容のため、更新作業をどのように行うか検討の余地がある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・リストの活用については、各所管課の審議会等委員の選任方法にも大きく影響するため、更なる選任方法の転換を促す必要がある。
・現在所有している人材情報が、中には登録当時の情報のままになっているものもあり、何らかの方法で随時更新していくシステムを構築する
必要があり、また、人材不足の分野における新規人材の開拓が急務である。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　事前協議の中で、女性人材リストの積極的な活用を行った上で、所管課による直接的な人選への転換を都度促した。また、概要にもあるよう
に、比較的手薄な分野の人材情報を充実させるため、団体等へ女性人材の情報提供を直接依頼した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　登録者情報の更新作業については、未だ実施できていない。各部署へ情報提供する以上、最新の情報を提供する必要があるため、この作業
は急務である。また、各団体等へ新規登録の呼びかけを行ったものの、顕著な効果は得られていない。さらに幅広く情報提供を呼びかける必要
がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　個人情報を含む内容についての確認作業であるが、県などへも相談し、方法を検討し実施する。また、市内の各女性団体や、同業者で構成す
る団体等を再度抽出し、より多くの団体へ協力要請できるよう努める。
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1

3

⑤

　　[内容]　 熊本市における男女共同参画社会の実現をめざし、政策や方針決定の場に参画し、活躍できる指導的地位に立つ
女性人材の発掘や養成、さらには継続できるネットワークの構築を目的として開講。
講座中盤には潮谷義子氏を招き、公開講座「女性の力が社会を変える」も実施した。

　　[講師]　 鈴木桂樹氏（熊本大学法学部教授）、澤田道夫氏（熊本県立大学総合管理学部准教授）、
八幡（谷口）彩子氏（熊本大学教育学部教授）、林田美恵子氏（コミュニケーショントレーニングセンター代表）　ほか

　　[参加者]　 のべ202名、公開講座92名

②クマモト・ウーマン
　　[内容]　 女性活躍推進に取り組む事業所や、活躍する女性を紹介するラジオ番組。（RKKラジオ桂木まやのシャバダバサタデー内）

「女性の登用・能力開発」に取り組む事業所のトップに熊本の女子学生が取材し、取材した内容をラジオでレポートした。
　　[出演者]　 当プロジェクトに取り組む学生たち、甲斐隆博氏（肥後銀行 頭取）、久我彰登氏（鶴屋百貨店 代表取締役社長）

大西一史氏（熊本市 市長）、河村邦比児氏（熊本日日新聞社 代表取締役社長）　ほか
　　[参加者]　 20名

その他

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 4 6 5 4

人 － 558 629 416 600

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画推進 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 女性の社会参画の必要性や意欲を高める講座の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①はあもにいウィメンズカレッジ（全11回）　ウィメンズカレッジ公開講座

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座・事業数 A

セミナー・講座・事業参加者数 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座・事業数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座・事業参加者数　：　前年度の人数を下回り、平成30年の目標値にはまだ達していないため

①ウィメンズカレッジの参加動機には「女性支援の取り組みに生かしたい」といった声が多く見受けられ、意欲的な参加者が集まりグループワー
ク等活発に行われた。事業実施後は、自主的に男女共同参画・ワーク・ライフ・バランスを推進するグループが生まれ、はあもにいのグループ支
援に応募があった。また、ミモザフェスティバルでは、ウィメンズカレッジ２期生による企画参加（公開プロポーズ）を実施。昨年度までの受講修了
生と卒業後も継続して連携し、事業ができたことは大きな成果。卒業生のフォローアップにつながった。
②クマモト・ウーマンでの協力事業所からは、事業の目的・学生の意欲を高く評価していただいた。事業所のトップに直接話す貴重な機会を学生
に与えることができた。ラジオ媒体を通して、協力事業所の取り組みを広く発信し、連携・協力体制を築くことができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・ウィメンズカレッジでは、受講者の審議員への応募も増えているが、さらに政策・方針決定の場に参画する意識づけが必要。受講修了生に対
するアプローチも必要。ミモザフェスティバルは3回目となるが、「国際女性デー」「ミモザの日」に対する認知度はまだまだ高いとは言えない。ま
た、クマモト・ウーマンで女性の社会参画の必要性について理解を深めた学生が情報を発信したり、力を発揮する場の構築まで至らなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・ウィメンズカレッジの修了生から、自主的に男女共同参画を推進するグループが生まれ、はあもにいのグループ支援に応募があり、はあもにい
フェスタにも参加した。受講修了生と卒業後も継続して連携する事ができている。また、講座修了生を対象にフォローアップ講座も実施。
・ミモザフェスティバルは、人が集まる上通で実施し、「国際女性デー」「ミモザの日」に対する認知度の向上に努めた。
・女子学生が企業のトップにインタビューし、それをレポートするラジオ番組を企画し、意識を高めた学生が情報を発信したり、力を発揮する場を
提供した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・ウィメンズカレッジにおいては、ミモザフェスティバルでの政策・事業提案の発表をカリキュラムに含んだが、講座中の限られた時間では、意見
がまとまらず、講座以外の時間に集まる必要があった。多忙な受講生にとっては負担だったようだ。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・熊本地震の影響で例年のカリキュラム設定が不可能になったため、ウィメンズカレッジの新規開講は見送った。ウィメンズカレッジ公開講座を
実施予定。
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1

3

⑥

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％ 17.1 17.1 17.2 増

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 政策・方針決定過程への女性の参画促進 地域活動推進課・
各区まちづくり推

進課取り組みの名称 地域の方針を決定する場への女性の参画の促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①校区自治協議会の役員への登用率
　●地域の活動に女性の意欲や能力を活かし、誰もが住みやすく暮らしやすい地域づくりを推進する。
　●町内自治会や校区自治協議会等への女性役員の登用について、区と連携しながら取り組んだ。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

校区自治協議会の役員への登用
率 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・登用率について、毎年度17.2％と割合が微増した。

・校区自治協議会の役員の女性の登用者数（460人）は、登用率全体の約 17％とまだまだ低い状況となっている。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・登用率を上昇させるには、地域住民へのさらなる啓発の推進が必要である。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
【中央区】校区自治協議会役員研修会の事例発表をまちづくり活動に多くの女性が関わっている校区にしていただいた。
【東区】役員確保の方策等についての周知を図った。
【西区】校区自治協議会連絡会議等において、女性参画の必要性の趣旨を説明し、啓発につとめた。
【南区】任意団体である校区自治協議会等における役員への女性登用促進の働きかけは難しい状況
【北区】校区自治協議会等を、女性登用に繋がる方策について検討する場と位置づけるも、具体的な成果は得られなかった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・登用率を上昇させるには、地域住民へのさらなる啓発の推進が必要である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
【中央区】校区自治協議会役員研修会は本庁（地域活動推進課）が実施しているため、特記事項なし。
【東区】地域住民への自治会活動への理解促進を図ることで、活動を担う人材を確保する。
【西区】校区自治協議会連絡会議等において、女性参画の必要性の趣旨を説明し、啓発につとめる必要がある。
【南区】各地域の実情を把握し、自治協等会議での女性登用に関する啓発とその手法を検討する。
【北区】地域住民の理解と意識の改革を図るために、校区自治協議会等の機会を利用し、啓発等に努める。

平成27年度校区自治協議会における女性役員の割合

中央区 東区 西区 南区 北区 合計

女性 97 72 74 76 141 460

全体 497 467 432 574 701 2,671

19.5% 15.4% 17.1% 13.2% 20.1% 17.2%
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1

4

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％ 13.8 20.1 21.2 22.5

％ 4.5 5.2 6.0 7.4

％ 29.6 31.9 31.7 32.3

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 市役所における男女共同参画の推進
人事課

取り組みの名称 市役所管理・監督職への女性職員の登用促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①主査級へは全昇任者146名中40人の女性職員を昇任させた。（試験対象職種27名、選考対象職種13名）
②課長級へは全昇任者54名中5名の女性職員を昇任させた。（試験対象職種5名）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

全職員に占める監督職以上の女
性職員の割合 A

全職員に占める管理職以上の女
性職員の割合 A

全職員に占める女性職員の割合 -

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

「熊本市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、平成３２年度中に管理職以上の女性職員の割合を１３％以
上にするという目標値を定めた。
目標値の達成に向け、順調に推移している。

事務等の試験対象職種では受験率が男性に比べて低く、女性職員の割合が伸び悩んでいるといった課題がある。
背景として、家庭と仕事の両立への不安を理由に、責任や業務量の多くなる上位職への挑戦を躊躇していることが推察される。
そのため、職員の昇任への不安の解消を図りながら、職員の受験意欲を高める必要がある。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
職員の昇任への不安の解消を図りながら、職員の受験意欲を高める必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
特定事業主行動計画「すこやか子育て支援プログラム」に基づいて超過勤務縮減や休暇取得を促し、男女ともに働きやすい職場環境の整備を
図った。
また、「熊本市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、管理職への女性職員の登用促進を図ることとした。

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
昇任への不安の解消、仕事と家庭を両立できる職場づくりに取り組む必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
「熊本市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」に基づいて、管理職登用の推進、働き方の見直し、子育てしやすい職
場環境の整備を図る。
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1

4

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 ‐ 97 104 150 -

人 ‐ 2 7 6 -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 市役所における男女共同参画の推進 人事課
人材育成センター取り組みの名称 市におけるメンター制度の活用についての検討、ポジティブ・アクションの推進による女性のキャリア形成への支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①　職場指導員研修会
　メンター制度の手法の一つとして新規採用職員に先輩職員を指導員として指定し、人材育成を図る職場指導員制度を実施した。
　　《実施状況等について》
　　　　職場指導員は、採用後６ヶ月間職場での日常業務の指導を行うほか、主査・職場指導員・新規採用職員の３人で設定
　　　する個人目標の達成に向けた業務アドバイスを行うとともに、各月ごとの成果の確認と情報の共有を行っている。
　　《参加者数》　150人（男女比 89人：61人）

②　自治大学校及び県研修協議会主催の女性職員育成研修（リーダーシップやコミュニケーション及びキャリアデザイン）へ派遣
した。
　(1)　自治大学校「第１部・第２部特別課程」
　　《派遣の目的》
　「地方公務員女性幹部養成支援プログラム」として位置づけられた研修であり、将来の女性幹部職員として必要な能力
　　　の向上に資することを目的とする。
　　《派遣者数》　1名
　(2)　熊本県市町村研修協議会「女性ステップアップセミナー」
　　《派遣の目的》
　 派遣を通して、女性職員の働き方や自らのキャリアプランについて、新しい視点から自己を見つめなおす機会の提供を行う。
　　《派遣者数》　5名

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

職場指導員研修会参加者数 A

女性職員育成研修への派遣数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①指導員研修は、例年どおり指導員となった者が参加。受講者の96％が役立つ研修と回答した。

②前年度実績と同数を派遣した。今後も継続する。

①新規採用職員（男女共）の不安を取り除き、成長を支えることを目的として、新規採用職員1人に対して1人の職場の先輩を選任し
てもらい職場研修を行っている。
　職場指導員研修会では、その役割や重要性を改めて認識してもらう内容で実施した。

②自治大学校・県市町村協議会が主催する研修へ派遣した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
　・女性職員のキャリア形成への動機づけが必要である。
　・女性職員の活躍推進への手法の検討が必要。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　・キャリア形成に向けた具体的な取組みのため、女性職員育成研修への派遣の継続。
　・女性職員が安心して仕事に取組むことができる仕組みを検討するにあたり、人事課マターによる「メンター制度」制定に向けた
取り組みを実施した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
　・「メンター制度」を平成28年度当初での制定を目標としていたが、制定後の運用体制構築に至らず、これにあわせた女性リー
ダーの育成及び面談スキル向上の研修の充実を図るに至らなかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　・地震後の復興期間中における積極的な取り組みは不可能であるため、これまでの実施実績を継続することを目標とする。
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1

4

③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

時間 - 215 194 206 -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 市役所における男女共同参画の推進
人事課

取り組みの名称 年次有給休暇などの取得促進や超過勤務の削減など市役所におけるワーク・ライフ・バランスの推進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①夏期休暇の周知徹底
・休暇制度を全職員に対して周知するとともに、夏期における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実に資するよう
計画的な取得促進を図った。

②超過勤務の削減
・各局（区）の時間外勤務時間数の目標値を設定するとともに、その進捗状況について庁議で随時報告を行った。
・各課（かい）の時間外勤務縮減のための取り組みを調査し、その取り組み内容について情報を共有した。
・週休日の振替、勤務時間の繰り上げ・繰り下げ等の制度の活用を促した。
・ノー残業デイを周知した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

１人当たりの年平均時間外勤務
時間数（市長事務部局） B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

昨年度と比較して時間外勤務時間数が増加している。

時間外勤務時間数の目標値を設定し、ノー残業デーの徹底、週休日の振替、勤務時間の繰り上げ・繰り下げを各所属が取り組んでもらったが、
各種新規イベントの開催や台風に伴う水防業務対応に伴い、目標を達成できなかった。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・全体としてまだまだ時間外勤務の縮減を図る必要がある。特に、一部の職員の長時間勤務については早急に改善する必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・平成２６年度に引き続き各局（区）の時間外勤務時間数の目標値の設定を行い、さらなる時間外勤務縮減に取り組んだ。
・週休日の振替の徹底を図った。
・通常の勤務時間外にイベントや対外的な会議等を行う場合は、勤務時間の繰上げ・繰下げの活用を図った。
・長時間勤務への個別対応を行った。

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・全体として時間外勤務の縮減をさらに図る必要がある。また、継続課題の一部の職員による長時間にわたる勤務が行われている状況があ
る。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・引き続き各局（区）の時間外勤務時間数の上限目標値の設定を行い、週休日の振替、勤務時間の繰上げ・繰下げの活用を促すことで、さらな
る時間外勤務縮減に取り組む。
・長時間勤務への個別対応を行う。
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1

4

③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 市役所における男女共同参画の推進
男女共同参画課

取り組みの名称 年次有給休暇などの取得促進や超過勤務の削減など市役所におけるワーク・ライフ・バランスの推進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

　平成26年度に実施した職員意識調査（「男女共同参画に関するアンケート」）の結果を踏まえ、昇任への不安や、仕事全般における性別によ
る役割分担意識の解消を図り、すべての職員のワーク･ライフ･バランスの推進、男性も女性も働きやすい職場環境づくりを進めるものため、
人事課、人材育成センターとの共催で職員研修を実施。

①管理職（課長級以上）対象
　日時　平成27年8月31日（月）①10時～11時30分　②13時30分～15時　　計2回
　場所　熊本市役所14階大ホール
　講師　園田　博美 氏（株式会社キャリア研究所代表取締役）
　参加者数　174名

②監督職（主幹級・主査級）対象
　日時　平成27年9月1日（火）①13時30分～15時30分
　　　　　平成27年9月3日（木）②13時30分～15時30分
　　　　　平成27年9月4日（金）③10時～12時　　④13時30分～15時30分　　計4回
　場所　熊本市役所14階大ホール
　講師　塚本　薫 氏（株式会社きらり・コーポレーション、株式会社エージェントこころ）
　参加者数　201名

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

-

・平成２６年度に続き、職員を対象としたワーク･ライフ･バランスの研修を実施。この取り組みについては、特に管理・監督職の意識改革が重要
であることから、対象を絞り実施した。また、対象となる職位の職員に可能な限り出席していただくことを目的とし、同一の内容を複数回実施し
た。
・出席者を対象としたアンケートでは、ワーク･ライフ･バランスについての意識が「浸透していない」と回答した割合は28％で、昨年度実施した同
様のアンケート結果である48％と比較して、約20ポイント減少した。一方で、「一部浸透していない」と回答した割合は55％と最も高く、全体として
浸透しているとは言えない現状も明らかになった。
・職場内でワーク・ライフ・バランスを浸透させるために必要と思われることについては、「業務の効率化を高める工夫」19.4％、「管理職がリー
ダーシップを発揮」18.3％、「職場内コミュニケーションの活性化」18.1％との回答だった。
・時間外勤務に対する意識の変化についての感想が多く見られた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ワーク･ライフ･バランスの重要性、効果については一定の理解を示すものの、業務量と生産性のバランスに不安を感じ、実現に対して悲観的な
印象を持つ職員も存在する。業務の効率化による生産性の向上など、働き方の根本についても検証する必要がある。また、ワーク・ライフ・バラ
ンスへの取り組みの重要性について全庁的に意識の浸透が不可欠であり、今後も研修等の機会を通じて浸透を図っていく必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　平成２６年度に初めてこのテーマについての職員研修を実施し、参加した職員の多くはワーク･ライフ･バランスが普段の業務と密接に関連して
いるという意識が生まれ、この意識を一過性のものとしないために、平成２７年度においても継続して、且つ対象者を増やして実施した。また、よ
り意識・認識が必要な管理・監督職を対象とした。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　ワーク･ライフ･バランスの実現に向けては、業務量と生産性のバランスなど業務の効率化も不可欠である。理解を深める研修などと平行し、
生産性の向上についての組織横断的な取り組みが必要である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　人事担当部署や労務管理担当部署など、関係部署との連携をさらに行い、啓発と同時に効果的な業務改善を図りたい。
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1

4

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 市役所における男女共同参画の推進 総務課コンプライ
アンス推進室

男女共同参画課取り組みの名称 セクハラ・パワハラやＤＶに関する職員研修の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

◎セクハラ・パワハラ防止に関する職員研修の実施
職場でのセクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントは、人権の侵害であり、働く個人としての尊厳を不当に傷つける社会的に許されない
行為であるとともに、職場秩序の乱れや業務への支障につながるという、良好な職場環境の構築にとっては、重要かつ基本的な要素であると
いう認識を再確認するため、「飲酒運転撲滅・交通法規遵守並びに職員倫理に関する研修」においてコンプライアンス担当監から職場のハラ
スメントに関する講話があった。
○日時：平成２７年７月１４日（火）10：00～11：30、２３日（木）10：00～11：30/13：30～15：00、２９日（水）10：00～11：30　のうち各回15分間
○会場：市役所本庁舎１４階大ホール　○対象者：概ね勤続20年、25年、30年の職員及び再任用3年目の職員　　受講816名
○内容：コンプライアンス担当監による講話

◎ＤＶ相談業務における技術及び資質の向上を図るため、講演会及び相談員合同研修会を開催
○日時：平成２８年１月２５日(月)　第１部　講演　１０：００～１１：３０　（市民含む）　　第２部　研修　１３：００～１５：００　（非公開）
○場所：ウェルパルくまもと　１階　大会議室
○テーマ及び講師　　第１部　なぜＤＶは「見えない」のか？　第２部　ジェンダーの視点をとおしたＤＶ・親子支援のあり方
　　　　　　　　　　　　　　講　師　江原由美子　氏（首都大学東京大学院人文科学研究科教授）
○対象者：ＤＶ関係相談業務担当者及び相談員、各ＤＶ防止関係者及び支援者等

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

-

セクハラ・パワハラ防止に関する研修では、比較的勤続年数の長い職員を対象とし行うことで、各職場での上司という立場での認識を理解する
うえで、いい機械となった。
また、相談員研修会では、ジェンダー・センシティブな視点をとおして、DV問題が、ジェンダーを構成要因の一つとする社会構造と深い関連を
持っていることを認識すること、また、DV被害者支援・親子支援を行う周囲の見方もまた、ジェンダーによって規定されがちであることを自ら顧み
ることを趣旨とした講演・研修会であった。
DV被害者支援・親子支援を行うために必要な社会的資源もまた、ジェンダーによって規定されがちであり、より良いDV被害者支援・親子支援を
実現するためには、これらの関連性を解きほぐし組み替えていくことが不可欠であることなど、認識する上で有意義であった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 倫理指導員を中心としてハラスメント防止啓発DVDを活用した復講が確実に行われた部署もあったが、組織として身近な問題という認識の下、
それぞれ各職場での研修を充実させる仕組みの構築までには至らなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
それぞれ各部署における膨大な業務の中、時間を割いて研修を行うことに対し困難な状況もあると推察されるが、円滑な業務遂行のためには、
良好な職場環境が不可欠であること、また誰でも直面し得る身近な問題であることの認識をさらに向上させ、短時間でも効率的な職場内研修と
なるような方法の検討にまでは至らなかったが、ハラスメントに関する研修を中堅以上の職員に対し行うことで、それぞれに組織としての問題と
いう認識に繋がったと思われる。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　DV被害者支援の側面から、それぞれの相談員の資質の向上は必要不可欠である。各関係部署において、それぞれに研修等への参加を行う
など努めているが、多様なケースに対応できるよう、今後さらにスキルの向上に努める必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　各区相談員との連携をより密に行い、また、常に情報共有を図るために限られた時間での会議等を充実させる。また、研修や講習会などへの
参加も積極的に行い、この分野に関するより高い見識を習得できるよう育成を行う。
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1

5

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 49 50 15 48 50

人 - 183 234 232 300

人 - 38 46 32 -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就業支援 しごとづくり
推進室取り組みの名称 「資格取得講座」「再就職支援セミナー」など、就労に結びつく学習機会、相談の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①合同就職面談会
　　一般求職者及び若年求職者を対象とした合同就職面談会を開催。
　　2回（H27.8.17、H28.1.8）　参加求職者　232名（男146名、女86名＊アンケート回答者内訳）
②job navi・ジョブカフェイベント2015
　　平成27年3月卒業予定の学生(大学・短期大学・高等専門学校・専修学校)及び卒業後概ね3年以内の未就労者と企業との面談会を
　　労働局・ハローワークとの共催により開催。
　　H27.11.11　参加者200人(内訳：男118名、女82名）
③高校生のための就職フェア
　　労働局との共催により開催。
　　2回（H27.10.22、H28.2.8）　参加学生336人[内訳：10.22　290名（男129名、女161名）、　2.8　46名（男16名、女30名）]
④高校生就職支援事業（平成27年度で廃止。）
　　市内3校にて就職に必要なキャリア教育を実施.。参加者644名（内訳不明）
⑤中高年齢者対象のライフプランセミナー（平成27年度で廃止。平成28年度は予算化しない業務として実施を検討。）
　　退職後のライフプランや今後の働き方についてセミナーを開催。
　　H28.3.6　定員50名、参加者48名(内訳：男14名、女34名）
⑥介護職員初任者研修講座の開講(平成27年度で廃止。平成28年度より介護職員実務者研修実施。）
　失業者に対する就職支援及び慢性的な人材不足となっている介護・福祉業界における雇用確保を目的として、資格取得講座を3回開講
　　（定員）60名、（受講生）32名[内訳：1回目　10名 (男3名、女7名）、2回目　12名 (男5名、女7名）、3回目　10名 (男6名、女4名）]
⑦UIJターンサポートデスク
　専門職員を配置したUIJターン希望者に対する窓口を設置し、ハローワークとの連携の中で継続的な職業紹介、就業相談を行う。
　相談・支援件数831件（内訳不明）（開設日H27.10.1～H28.3.31までの実績）
⑧UIJターン合同就職面談会
　熊本市外で合同就職面談会を実施し、新規学卒者～一般求職者を対象とした合同就職面談会を開催。
　2回（東京H27.10.17、名古屋H27.11.3）　参加求職者　111名（男77名、女25名、不明5名＊アンケート回答者内訳）
　

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

ライフプランセミナーの参加者数 A

合同就職面談会の参加者数
（平成21年度から開始） B
介護職員初任者研修講座受講者数
（平成21年度から開始） C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・合同就職面談会は、ハローワークとの連携、求人誌への広報等により参加者の前年とほぼ同一の参加者数となった。
・ライフプランセミナーは熊本市HPの広報により、前年度を上回る参加者数となった。
・介護職員初任者研修は、求職者ニーズの低下から参加者減となった。

・合同就職面談会は、地場企業のプレゼン等を実施し企業PRを行い、求職者とのマッチング機会の創出を図った。
・ライフプランセミナーは、老後、年金生活のシミュレーションを通じて生活設計、再就職への意識改善を図った。
・介護職員初任者研修は、人手不足感の強い介護人材の育成を通じ、就労機会の拡大を図った。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・ライフプランセミナーの申込先を平成26年度は市から委託業者へ変更したことにより参加者減になった。
・雇用情勢が改善しているものの、地元企業への人材確保を図るため合同就職面談会等の参加者の増加を図る。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・ライフプランセミナーについては熊本市HPやフリーペーパー等を活用し広報に努め、参加者数は大きく改善された。
・合同就職面談会への参加者数は前年度並みとなった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・雇用情勢が改善しているものの、地元企業への人材確保を図るため合同就職面談会等の参加者の増加を図る。
・介護職員初任者研修は、平成２８年度より介護職員実務者研修に事業内容が変更されるため、研修の周知を図る。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・合同就職面談会は、業務委託先との連携、広報周知の更なる徹底を行う。
・介護職員実務者研修は、熊本市HPや関係機関と連携して周知、参加者の確保に努める。
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①

①医療事務検定対策講座 （全21回）
　　[内容]　 病院窓口等での診療報酬請求業務のスキルを身につける医療事務の資格取得講座を実施。
　　[定員]　 20名 　[参加者]　 20名 (男性2名・女性18名）　のべ400名

　　[内容]　 ICT（情報通信）技術を利用したライブラーニングシステムを活用した資格取得講座を実施。
　　[定員]　 前後期各15名 　[参加者]　 前期21名（男性2名、女性19名） 後期20名（全員女性）　のべ884名

③ユニバーサルマナー検定3級、2級資格取得講座
　　[内容]　 高齢者や障がい者など多様な人々への応対スキルや知識取得に繋がる講座を実施。
　　[定員]　 3級のみ15名、3級と2級10名 　[参加者]　 3級25名(男性3名・女性22名）、2級10名(男性2名・女性8名）　のべ35名

　　[内容]　 働きたい、働き続けたい、子育て中の母親を対象とした講座。
　　[講師]　 藤井宥貴子（はあもにい館長）、佐藤名ヽ美氏（ファイナンシャルコーチ）

[定員] 20名 　[参加者]　 19名(男性2名・女性17名）　のべ36名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 15 13 10 10

人 － 2009 2018 2594 2500

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就業支援 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「資格取得講座」「再就職支援セミナー」など、就労に結びつく学習機会、相談の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

②e-ラーニング資格取得講座（ワード3級・エクセル3級）

④はあもにいお仕事準備カフェ

その他

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

・資格取得講座は、全ての講座にキャリアプラン講座を取り入れることで、目的意識を高め、就職への意識づけを行った。
・資格取得講座、再就職講座ともに託児利用が多く、Ｍ字カーブの底にある子育て世代の就業支援事業となった。
・公共施設でのe-ラーニング講座は全国でもめずらしく、試験的な取り組みとなった。自分のペースで学べるe-ラーニングは、多様な受講生を取
り込むことが可能となった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・資格取得講座では、受講後、就職につながるフォローが行えなかった。中には、就業を目指すための資格取得ではなく、生涯学習の要素を希
望しての受講者や、講座によっては、受講者のほとんどが就業中であり、スキルアップを目的としていたため、就労につながる動きがなかった講
座もある。再就職講座では、「働く」ことへの意識向上は見られたが、講座後のフォロー（実際に就職したかどうかなど）が実施できなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・全ての資格取得講座で、キャリアプラン講座を取り入れ、目的意識を高め、就職への意識づけを行った。また、講座終了後、資格取得合格者
にはその後、就職したか等に関するアンケートを実施。
・再就職講座では、はあもにいで実施しているハローワーク相談員による「働き方相談所」、マザーズハローワークなどを案内した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・e-ラーニング講座においては、就職を目的というより、パソコンスキルの上達を目的とする人が多く、検定試験の受講者が少なかった。
・お仕事準備カフェにおいては、働きたい、働き続けたい子育て中の女性を対象としたため、「再就職希望者」と「育児休業中」の参加が混ざり、
それぞれのニーズに対応することが難しかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・e-ラーニングについては、資格取得講座として取り組むのであれば、検定試験受験までのシステムを検討。
・再就職講座については、対象を絞り、より効果的な開催をめざす。
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②

①シゴトを創る準備講座
　　[内容]　 起業に関する情報や手法を伝え、ビジネスアイデアを具体的にし、起業準備をサポートする講座。
　　[講師]　 佐々木博氏（株式会社創庵代表） [定員]　20名 　[参加者]　20名(男性3名・女性17名）　のべ82名

　　[内容]　 熊本市男女共生推進室、労働局と連携し、就業や転職に関するさまざまな相談に対応。
　　[相談員]　 ハローワーク熊本相談員

　　[参加者]　 10月～3月で計15名

③3回でわかる3Ｄプリンター（全3回）
　　[内容]　 新しいモノづくりの手法として注目されている３Dプリンターについて学ぶ講座。
　　[講師]　 宮本和哉氏（宮本機器開発） [定員]　10名 　[参加者]　10名（男性3名、女性7名）　のべ29名

④3Ｄプリンターの《シゴト》体験講座
　　[内容]　 ３Dプリンターの仕事について学ぶ講座。
　　[講師]　 川口達三氏（宮本機器開発） 　 [定員]　20名 　[参加者]　21名（男性9名、女性12名）　のべ21名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 4 6 9 3

人 － 412 510 391 400

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就業支援 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「起業家支援セミナー」の開催やマザーズコーナーなどの関係機関との連携による就業に関する情報提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

②働き方相談所の開設

その他

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成27年度においては前年度を下回り、目標値を割り込んだため

①起業家講座終了後、参加者ははあもにいフェスタでチャレンジショップを出店。収支や広報、スタッフ配置などを体験することで自身の起業の
イメージを膨らませるとともに、「仲間」との「協働」の在り方も体験する機会を提供できた。
②はあもにいでは、就労支援事業として、資格取得講座、起業家支援講座、再就職準備講座を開催している。働き方相談所を開設することで、
受講後、キャリアプラン、ライフプランを考え、個別の相談をしながら働く準備を整えていくという、トータルな支援が可能になった。
③④新しいモノづくりの手法として注目されている３Ｄプリンタ―に関する基礎知識や新しい仕事の可能性をみせることができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・起業家講座は、起業に興味はあるが、起業するかしないかはわからないという受講者には少しハードルが高い内容だった。
・起業・就業に関する情報は、スペースが限られているため、掲示物が多い時期など情報が埋もれることがある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・「起業」という働き方に興味を持ち、自分のできること・好きなこと・やりたいことの事業化につながる講座を実施。起業へのモチベーションを高
めるだけでなく、具体的な行動（事業計画書の作成や登記など）への後押しになる、連続講座とした。
・定期的な情報の更新と整理を行った。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・受講後、実際に起業する人があった一方で、まだ起業する一歩を踏み出せない人もいた。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・受講生に対するきめ細やかなフォローをしてバックアップしていく。
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③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 94 142 280 169

人 - 53 199 96

人 48 26 44 23

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就業支援 しごとづくり
推進室取り組みの名称 就業機会が少ない障がい者・母子家庭の母等を継続して雇用した事業主への雇用奨励金や職業訓練受講料助成などの経済支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金
　・市内在住の障がい者（身体・知的・精神）、母子家庭の母等を対象労働者とし、交付要件を満たす事業所に対して雇用奨励金を交付。
　【交付対象期間】　国の特定求職者雇用開発助成金支給決定通知書の「支給対象となる期間」　（最大12ヶ月）
　【交付額】　重度障がい者：月額6,000円×最大12か月　その他：月額4,000円×最大12か月
　【交付実績】　障がい者111件　母子家庭の母等　58件　計169件

②障がい者雇用促進奨励金
　・法定雇用率を超えて障がい者を雇用し、交付要件を満たす事業所に対して雇用奨励金を交付。
　【交付対象期間】　国の特定求職者雇用開発助成金支給決定通知書の「支給対象となる期間」　（最大12ヶ月）
　【交付額】　月額10,000円×最大12か月
　【交付実績】　96件

③職業訓練受講料助成
　職業訓練センターの受講生のうち、国・県補助の対象でない就職者に対し、受講料の半額を助成。
　・対象者　職業安定所に就職中の者で、雇用保険の受給資格のない離職中の者
　・助成金の額　受講料の半額（同一年度内において１人１講座限り）
　【実績】交付件数　23件

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

障がい者・母子家庭の母等雇用
奨励金 B

障がい者雇用促進奨励金 B

職業訓練受講料助成 C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金は、交付要件である「国の特定求職者雇用開発助成金支給決定通知を
受けていること」について、平成27年5月1日、平成27年10月1日に支給要件の変更（支給額の変更、助成対象外となる基準の追加）があり、その
影響により前年度より交付実績が下がった。しかし、平成25年度以前に比べ実績が優れていたため、自己評価をＢとした。
・職業訓練受講料助成は、申請件数が前年度を下回ったため自己評価Ｃとした。

・障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金は、国の特定求職者雇用開発助成金支給決定通知を受けていることが
交付要件となるため、国の制度変更により交付件数、金額に大きな影響を受ける。そのため制度改正が重なった平成27年度は交付件数が大き
く下がったものと思われる。
・職業訓練受講料助成は、申請件数が前年度と比べ21件減少した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・雇用環境は改善傾向にあるものの、障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金、職業訓練受講料助成について、
今後も引き続き周知を行うことで、求職者の就業機会の拡大を図る必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金について労働局を通じてのリーフレットによる制度周知を行い、熊本市Ｈ
Ｐにて広報を行った。
・職業訓練講座について、引続き職業訓練センターと連携し、新規講座の開拓を行った。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金は国の制度変更があること、国に準じて熊本市においても交付要件の
変更があることを念頭に、事業者に対し更に周知に努める必要がある。
・雇用環境が改善傾向にあるが、職業訓練を経た技能者は、産業人材として活躍できる大きな素地を持つため、引き続き職業訓練センターと連
携し、講座の開拓、周知に努める必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・障がい者・母子家庭の母等雇用奨励金及び障がい者雇用促進奨励金は、平成28年度より交付要件が変更になり、平成28年4月1日以降に特
定求職者雇用開発助成金の支給決定を受けた事業所のうち、就労継続支援Ａ型に係る指定障害福祉サービスの利用者の方が対象労働者の
場合は、交付の対象とはならなくなった。そのため、事業者に対し変更に対する理解を深めてもらうよう、労働局を通じてリーフレットを配布し、ま
た熊本市ＨＰにて広報を行う。
・職業訓練受講料助成について、引き続き職業訓練センターと連携し、新規講座の開拓に努め就業機会の拡大を図る。
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④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 75 88 95 129 150

件 4 1 1 2 8

件 24 82 66 54 50

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就業支援
子ども支援課

取り組みの名称 「母子・父子自立支援プログラムの策定」「母子家庭等自立支援給付金の支給」など、ひとり親家庭に対する就労支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①自立支援プログラム
　　平成19年1月から母子・父子自立支援プログラム策定員を設置し、児童扶養手当受給者で就労意欲がありながら十分な就労が行えない者
に対し、面接等を実施し個々の事情に応じた自立支援プログラムを作成し、ハローワークとの連携をとりながら継続的な支援を行う。
　　　　・プログラム策定件数：129件
　　　　・就職件数：86件

②母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父が、安定した職に就くことを目的として、市が指定した資格取得のための講座等を受講し修了した場合、
受講料の一部を助成し、母子家庭等の自立を支援する。
　　　　・助成件数：2件
　　　　・助成金額： 38千円

③母子家庭等高等職業訓練促進給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父が、１年以上の修業期間を必要とする資格を取得する場合、経済的な援助を行うことにより安定した職に
就くための支援を行う。
　　　　・助成件数：54件
　　　　・助成金額：56,922千円

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

①自立支援プログラムの策定 A

②母子家庭自立支援教育訓練給
付金事業 C
③母子家庭高等技能給付訓練促
進費給付事業 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①数値目標を達成している
②利用件数は低迷している
③基準値は上回っているものの、減少傾向にある

①プログラム策定員が中央区と東区で相談を行っているが、手当の手続きに来られた方などを積極的に策定員につないでおり、件数が増加し
ている。また、ハローワークサテライトと連携し就労支援を行っている。
②ハローワークで同様の事業を行っており、そこでの受給資格がない人が対象となっているため、相談はあるものの助成件数は少ない。
③平成２５年４月以降の入学者については、平成２４年度に比べ支給対象期間が１２ヶ月減少し、上限２４ヶ月となっており、この影響により、そ
れ以降の助成実績件数が減少している。

※②③については平成２８年度より支給要件が緩和されたので助成件数の増加が見込まれる。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ①中央区と東区以外での相談体制の整備
②③広報について

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
①各区保健子ども課との定例会議の中で、改めて事業内容の周知を行い、中央区及び東区に配置しているプログラム策定員の活用を依頼。ま
ずは電話で問い合わせてもらうよう周知した。
②③市政だより、ホームページ、メールマガジン等で広報を行った。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
①プログラム策定を行った方に対する就職件数の増加を図る
②③事業の周知に努める

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①ハローワークサテライトへ同行し、ハローワークの就労支援員と連携し、就職先の案内等を行っていく。
②③制度改正により支給要件が緩和されたため、制度内容の説明をしっかり行い、適正な支給に努める
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⑤

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 181 369 379 414 460

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性の起業・就農支援
農業支援課

取り組みの名称 農林水産業における女性担い手の育成及び活動支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①家族経営協定締結推進
女性農業者が意欲的に農業経営に参画することができるよう、仕事の役割分担や労働条件等を明確にする「家族経営協定締結」の啓発活動
を各種研修会にて実施した。
②熊本市認定農業者女性の会活動支援
女性農業者の経営管理能力向上や6次産業化を推進するため、他都市の先進事例を視察し、経営参画及び起業化に向けた意識啓発を図っ
た。また、全国の認定農業者を対象とした全国農業担い手サミットへ参加した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

家族経営協定締結数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

視察研修や講師を招いての講演会を開催したことで、農業経営に対する意識改革や認定農業者女性の会活動の活性化が図られている結果、
家族経営協定締結数は徐々に増加している。目標値も達成した。

①家族経営協定締結推進
認定農業者の役員会、各種研修会において啓発活動を行った結果、家族経営協定締結数は徐々に増加している。今後も未締結農業者への啓
発活動を行う必要がある。
②熊本市認定農業者女性の会活動支援
視察研修や研修会を開催したことで、農業経営に対する意識改革や女性の会の活動の活性化が図られた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

農業従事者の高齢化や新規就農者数の低迷により、農業従事者が依然として減少傾向にある中で、女性農業者の役割は重要である。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
家族経営協定制度の周知啓発を継続して行ったことで、家族経営協定締結数が増加した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
農業従事者の高齢化や新規就農者数の低迷により、農業従事者が依然として減少傾向にあるので、女性農業者の意識啓発を図る。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①継続して家族経営協定を推進し、認定農業者女性の会の活動支援や各種研修会を通じて農業分野における経営参画支援を行う。
②農業従事者が減少する中で、認定農業者女性の会の活動支援や未加入者への加入促進を図るとともに各種研修会等を開催し経営感覚に
優れた女性担い手の育成を図る。
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①

①はあもにいウィメンズカレッジ（全１１回）ウィメンズカレッジ公開講座
　　[内容]　 熊本市における男女共同参画社会の実現をめざし、政策や方針決定の場に参画し、活躍できる指導的地位に立つ

女性人材の発掘や養成、さらには継続できるネットワークの構築を目的として開講。　[参加者]　12名（女性9名、男性3名）
　　[講師]　 鈴木桂樹氏（熊本大学法学部教授）、ほか　　　　　　　[参加者]のべ202名（女性202名）、公開講座92名

　　[内容]　 スキルと在宅ワーカーに必要な心構えを学び、「テレワーク」を体験し、ワーク・ライフ・バランスの理解と実践へつなぐ講座。
　　[講師]　 内田美香氏（ミューズプランニング事業部）ほか 　[参加者]　30名（男性2名、女性28名）　のべ43名

③ファシリテーター養成基礎講座
　　[内容]　 話し合いやチームのかじ取りを担うファシリテーターの役割やスキルを学ぶ講座。
　　[講師]　 平田隆之氏（ＮＰＯ法人市民プロデュース理事長） 　[参加者]　19名（男性6名、女性13名）

④＜納得・支持を得る＞プレゼン力講座　（全4回）
　　[内容]　 コミュニケーションスキルアップのアドバンス（上級）編として納得と支持を得るためのプレゼンテーションを学ぶ講座を実施。
　　[講師]　 林田美恵子氏（コミュニケーション・トレーニング・センター代表） [参加者]　25名（男性4名、女性21名）　のべ79名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 5 5 7 5

人 － 428 643 447 300

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性のキャリアアップ支援 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「キャリアアップセミナー」など女性の意欲と能力向上を図るための講座の開催

平
成
２
７
度
実
施
概
要

②「音声起こし」講座

その他

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

・音声起こし講座受講者は、子育て中や介護を抱えた方、リタイア後の仕事を探している方が多く、「ワーク・ライフ・バランス」の充実をめざすとと
もに、眠っている労働力開発にもつながる講座になった。また、受講生中10名程度が、講座期間中に、自分で在宅ワークに挑戦（企業と契約）し
たり、ネット上で仕事を得るなどの動きが見られた。
・ファシリテーション講座、プレゼンテーション講座は、すぐに実践にうつせる内容で、受講生にも好評だった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・音声起こし講座では、意欲・興味はあるが、自宅にネット環境がない、PCがないという受講者がいた。クマモト・ウーマン冊子化事業では、地域
女性リーダーと学生たちがつながりつづけるためのネットワークが未完成。話し方講座は、無料であったため、当日のキャンセルが多く、参加率
は申込の63%にとどまった。アサーション講座では、台風の接近による日程変更もあり、連続講座２回目の出席者が減ってしまった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・音声起こし講座については、講座開始までに実施する課題を設定し、在宅ワークに必要な環境を確認できるようにした。地域女性リーダーと学
生のつながりでは、「クマモト・ウーマン」のFacebookページを作成し、情報の提供を行った。また、講座では、開催１週間ほど前に、参加確認の
電話をかけることを徹底することで、当日の参加者減をふせぎ、申込者の参加意思も高めるよう努めた。連続講座の場合、講座全体の概要を説
明し、1回目の終了時に次回の内容を説明するなど、関心を持続させるための工夫をした。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・各実施講座の内容は充実していたが、一部、参加者が少ないものもあった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・引き続き、就業に有効な実践的な講座を実施し、広報につとめていく。
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②

①クマモト・ウーマン
　　[内容]　 女性活躍推進に取り組む事業所や、活躍する女性を紹介するラジオ番組。（RKKラジオ桂木まやのシャバダバサタデー内）

「女性の登用・能力開発」に取り組む事業所のトップに熊本の女子学生が取材し、取材した内容をラジオでレポートした。
　　[出演者]　 当プロジェクトに取り組む学生たち

甲斐隆博氏（肥後銀行 頭取）、久我彰登氏（鶴屋百貨店 代表取締役社長）、
平井浩一朗氏（ヒライホールディングス 代表取締役社長）、大西一史氏（熊本市 市長）、
河村邦比児氏（熊本日日新聞社 代表取締役社長）、北野忠雄氏（えがお 代表取締役社長）、
大浦敬子氏（ピュアサポートグループ 代表）、川﨑博氏（ホテル日航熊本 代表取締役社長）、
副島健史氏（お菓子の香梅 代表取締役社長）、小山英文氏（新産住拓 代表取締役社長）、
はあもにいスタッフと 館長 藤井宥貴子

　　[参加者]　 20名

②男女共同参画紙「はあもにい」の発行
　　　熊本市男女共同参画推進啓発紙として年3回発行している。（Ａ4版カラ―12Ｐ／5000部）
　　　27年度は、「熊本の男女共同参画」「女性活躍推進」「男性の男女共同参画」を取り上げ、特集とした。
　　　中でも10月発行「はあもにいvol.78」では、特集「女性の活躍が企業を救う!?」と題し、4企業の取り組みを紹介。

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

－ － － － － －

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やる気の出る社会 担当部署

具体的施策 女性のキャリアアップ支援 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 女性の意欲と能力活用について、事業所の自主的かつ積極的な取り組みを促すための情報提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

－ －

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・取り組みが進んでいない事業所への情報提供が必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・事業所への出前講座の案内、情報力のある媒体の活用など引き続き行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①クマモト・ウーマンでは、女性活躍推進に取り組む事業所のトップが取材に応じ、その声をラジオで発信することができた。熊本を支える事業
所に多数出演いただいたことで、「女性活躍推進」への波及効果があったのではないか。
②男女共同参画紙「はあもにい」では、「今なぜ女性の活躍が必要なのか」について、わかりやすく県内企業の取り組みと合わせ、広く知らせる
ことができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・企業を対象にしたワークライフバランスの講座では、自分とは関係ないものとしてとらえている人もいた。さらに具体的なアプローチが必要だ
が、時間の制限などが課題。
・ラジオのクマモト・ウーマンは、情報発信にとどまり、各事業所への当事業の周知が薄くなった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・企業や施設利用団体へ「ワーク・ライフ・バランス」「女性活躍推進」の考え方、効果など理解していただく出前講座を積極的に案内したが、依頼
がなく未実施。
・ラジオのクマモト・ウーマンでは、各事業所のトップが出演し、自社の取り組みを紹介することで当該事業所だけでなく、他の事業所への周知も
強化した。
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①

　　[内容]　 尚絅大学短期大学部総合生活学科、1年生の「女性と社会」受講生を対象にした講座を実施。
　　[講師]　 藤井宥貴子（はあもにい館長）ほか 　[参加者]　 47名

②はあもにいフェスタ 記念講演会
　　[内容]　 エッセイスト・料理家・ライフスタイルデザイナーとして活躍中の講師を招き、講演会を実施。
　　[講師]　 パトリス・ジュリアン氏（ライフスタイルデザイナー） 　[参加者]　 180名

③第4回ミモザフェスティバル in 上通 講演会
　　[内容]　 働く女性に向けたアドバイス本で人気の講師を招き、講演会を実施。
　　[講師]　 有川真由美氏（作家、写真家） 　[参加者]　 90名

④コワーキングスペースの設置
　　[内容]　 テレワークの啓発・推進のため、スペースを共有しながら独立した仕事を行えるスペース。

作業を行うための机やイス、無線ＬＡＮ環境、コピー機、情報ボードなどを完備。託児も事前予約で利用可能。
　　[登録者数]　 27年度新規登録者　37名　登録者合計89名 [今年度利用者]　のべ898名（平成28年3月現在）

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 4 4 4 4

人 － 406 282 406 300

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

①「女性のキャリアとワーク・ライフ・バランス」においては、キャリア形成指導を受けている学生に対し、ワーク・ライフ・バランスの考え方、多様
な女性の生き方について考える講座を実施。初めて「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知ったという学生もいて、講座は効果的だったといえ
る。
②③各講演会では、多様な生き方、働き方を人気講師が伝え、和やかな雰囲気の中でワーク・ライフ・バランスの啓発ができた。
④館内に多様な働き方を紹介、可能にする場としてコワーキングスペースを継続して設置。登録者数は年々増加傾向にある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・はあもにいでの学生向けの施設紹介、およびワーク・ライフ・バランス講座は、学校側からの依頼・相談で実施した。当センターから、より学生
に有効な事業内容にすべく、内容、方法を提案していく必要がある。企業でのワーク・ライフ・バランス講座では、受講者の中には、自分には関
係ないものとしてとらえている方もいた。さらに具体的なアプローチが必要だが、時間などの制約が課題。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・学生向け講座については、施設紹介を一部に限定し、その分、ワーク・ライフ・バランス講座の内容に注力した。
・企業向けのワークライフバランス講座は、企業、施設利用団体等に積極的に告知したが、27年度の依頼がなく実施していない。

セミナー・講座　受講生数 A

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・企業向け「ワーク・ライフ・バランス」の出前講座を募集したが、応募がなく、実施できなかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・「ワーク・ライフ・バランス」をより現実的に身近に感じられる、新たな切り口での講座開催を工夫する。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

具体的施策

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

多様な働き方への理解を促す情報の提供 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 ワーク・ライフ・バランスに関する講座の開催などによる啓発及び情報の提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①女性のキャリアとワーク・ライフ・バランス（尚絅大学短期大学部）
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
①取り組みへの参加者数を引き上げるよう、広報周知の強化に努める。
②同上
③同上

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①ビジネス支援センターHPやメールマガジン、ダイレクトメール、チラシ、フェイスブック等を活用し、より効果的な広報周知に努める。
②同上
③同上

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①指定管理者の自主事業のため
②同上
③同上

①広報周知の強化の結果、昨年度と比較して９名の増加。
②広報周知の強化の結果、昨年度と比較して６名の増加（男性参加者数は変わらず）。
③H２７年度は相談会に加え、女性のためのビジネススクールを開催（６回）。セミナー参加者合計は２０名と、成果があった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
①取り組みへの参加者数を引き上げるよう、広報周知の強化に努める。
②同上
③同上

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
①ビジネス支援センターHPやメールマガジン、ダイレクトメール、チラシ、フェイスブック等を利用し広報周知の強化に努めた。
②同上
③同上

平
成
２
７
度
実
施
概
要

　指定管理者制度によって運営する、くまもと森都心プラザビジネス支援センターで実施する中小企業支援策のなかで、ワークライフバランス
  推進も視野に含めた以下の事業を実施した。

　①女性中小企業診断士による女性目線でのビジネス支援（女性相談デー）
     女性中小企業診断士による女性経営者や女性従業員の多い中小企業者に女性目線でのビジネス支援を行い「開かれた女性のた
  めの社会進出」・「女性だからやれる新事業」を応援する。毎月２回開催　H２７年度実績：相談者２３人
　
　②女性のための魅力術セミナー（女性応援セミナー）
　　 菅　みどり氏（有限会社コンパスポイント　取締役社長）を講師に迎え、美容業に３５年間携わってきた中での自身の体験談も交え、女
  性の魅力向上を啓発するセミナーを行った。H２７年度実績：参加者２７名（うち男性４名）
　
　③女性のための事業支援ネットワークの構築
　　 女性専門家（弁護士、司法書士、社労士、税理士等）及び創業予定者、経営者等のネットワークの構築、マッチングの機会創出、
　セミナー等の実施に向けての取り組みを行う。　毎月１回会議開催。平成２７年度は相談会２回、ビジネススクール６回開催。相談会参加
　者：１０人、ビジネススクール参加者：計２０名
　

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

具体的施策 多様な働き方への理解を促す情報の提供
商業金融課

取り組みの名称 ワーク・ライフ・バランスに関する講座の開催等による啓発及び情報の提供
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②

①テレワーク・ミニセミナー
　　[内容]　 テレワーク推進の第一人者である講師による、少人数のセミナーを開催。
　　[講師]　 田澤由利氏（㈱ワイズスタッフ／㈱テレワークマネジメント代表取締役） 　[参加者]　12名（女性9名、男性3名）

　　[内容]　 スキルと在宅ワーカーに必要な心構えを学び、「テレワーク」を体験し、ワーク・ライフ・バランスの理解と実践へつなぐ講座。
　　[講師]　 内田美香氏（ミューズプランニング事業部）ほか 　[参加者]　30名（男性2名、女性28名）　のべ43名

③コワーキングスペースの設置
　　[内容]　 テレワークの啓発・推進のため、スペースを共有しながら独立した仕事を行えるスペース。

作業を行うための机やイス、無線ＬＡＮ環境、コピー機、情報ボードなどを完備。託児も事前予約で利用可能。
　　[登録者数]　 27年度新規登録者　37名　登録者合計89名 [今年度利用者]　のべ898名（平成28年3月現在）

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 - 3 3 4 3

人 - 268 204 144 200

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・コワーキングスペースの環境見直し、利用者に対するはあもにいからの情報提供等、働きかけの場がない。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・コワーキングスペースに関し、安定したネット環境の提供と利用者へ有効な情報提供を行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　前年度の人数をした回り、平成30年の目標値にはまだ達していないため

①テレワーク推進の第一人者である講師のセミナーを行うことができた。理想論ではなく実践的な話が多くあがったことで参加者に充実した内容
だった。
②「音声起こし講座」の受講者は、子育て中や介護を抱えた方、リタイア後の仕事を探している方が多く、「ワーク・ライフ・バランス」の充実をめざ
すとともに、眠っている労働力開発にもつながる講座になった。また、受講生中１０名程度が、講座期間中に、自分で在宅ワークに挑戦（企業と
契約）したり、ネット上で仕事を得るなどの動きが見られた。
③コワーキングスペースは、継続事業であり、口コミや講座受講生への周知により申込者は年々増加している。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・「音声起こし講座」については、テレワークを実践するスキルを習得できない受講生もいた。
・コワーキングスペースについては、利用者同士の交流や就業支援に関しては実施できなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・「音声起こし講座」については、開講前に取り組む課題を設定し、受講者のスキルをある程度、一定にして実施。それにスキルが満たない人に
は、資格取得講座でパソコンに関する講座を準備した。
・テレワークセミナーや３Ｄプリンターなど、コワーキングスペース利用者にとって関心があり、起業、就業につながる講座情報の提供を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 B

具体的施策 多様な働き方への理解を促す情報の提供 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 テレワークに関する講演会の開催などによる啓発及び就業支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

②「音声起こし」講座

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 2 2 4 0 5

人 － 71 150 125 90

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
出前講座におけるワークライフバランスをテーマとした講座の申込みがなかったため、出前講座の積極的な活用の呼びかけを行う必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・出前講座の周知について、企業に対しても積極的に行うことが必要、また広報手段についても検討する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

ワーク・ライフ・バランスをテーマにした出前講座の開催については、平成２７年度は申込みがなかったため開催できていない。
しかし、２７年度に初めて実施した企業等セミナー及びワークショップの参加者数は、平成２６年度において大きく増加し、平成２７年度も目標値
を上回る参加者数であり、順調に推移している。

平成２７年度は、ワーク・ライフ・バランス推進セミナーや企業向けワークショップの開催など、企業向けにワークライフバランスの啓発を重点的
に行った。
しかしながら、出前講座におけるワークライフバランスをテーマとした講座の申込みがなかったため、出前講座の積極的な活用の呼びかけを行
う必要がある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
①比較的、規模の大きな企業については、現在の風潮に同調した取り組みが行われ、あるいは行う予定であるのに対し、小規模事業所の多く
は、「人的余裕がない」などの理由により取り組みが進んでいない現状がある。また、「取り組む必要性を知らなかった」や「言葉自体、よくわから
ない」などといった声もあり、細部にまで浸透しきれていない現状もある。また、講座を受講した方の中には、自分とは関係ないものとしてとらえ
ている人もいる。さらに具体的なアプローチが必要。
②職員自身の意識が追い付かず、取りたくても取れない状況があった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
ワーク・ライフ・バランス推進セミナーや企業向けワークショップを開催し、企業の職員に対し積極的な啓発を行った。

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①ワーク・ライフ・バランス推進セミナー「社員と企業がともに輝く！働き方改革による女性の活躍推進と経営戦略」の開催
社員のワーク・ライフ・バランスの実現と企業の成長との関係性について学びながら、これから社会として取り組むべき「新たな働き方」について
考えるセミナーを開催した。
参加者数：113名
講師：田澤　由利　氏　「働き方改革が企業を救う！～時間あたりの生産性向上～」

②女性の活躍推進に関する企業向けワークショップの開催
女性の活躍が政府の成長戦略に位置付けられている中、本市の実情を踏まえ、企業における女性の登用促進やワーク・ライフ・バランスの推進
に向けた機運を醸成するため、女性の活躍推進に取り組みたいと希望する企業や既に取り組んでいる企業を対象にワークショップを開催した。
参加者数：12名
講師：園田　博美　氏　「女性が働き続けられる企業づくりセミナー」

③男女共同参画紙「はあもにい」の発行
熊本市男女共同参画推進啓発紙として年3回発行している。（Ａ4版カラ―12Ｐ／5000部）
27年度は、「熊本の男女共同参画」「女性活躍推進」「男性の男女共同参画」を取り上げ、特集とした。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

ワーク・ライフ・バランスを
テーマにした出前講座の開催回数 C

企業等を対象にしたセミナーの
参加者数 A

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

具体的施策 事業者と連携したワーク・ライフ・バランスの推進
男女共同参画課

取り組みの名称 企業活動の先進的取り組み事例の紹介など、地場企業に向けたワーク・ライフ・バランスに関する情報提供

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち
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①

①テレワーク・ミニセミナー
　　[内容]　 テレワーク推進の第一人者である講師による、少人数のセミナーを開催。
　　[講師]　 田澤由利氏（㈱ワイズスタッフ／㈱テレワークマネジメント代表取締役） 　[参加者]　12名（女性9名、男性3名）

②クマモト・ウーマン
　　[内容]　 女性活躍推進に取り組む事業所や、活躍する女性を紹介するラジオ番組。（RKKラジオ　桂木まやのシャバダバサタデー内）

「女性の登用・能力開発」に取り組む事業所のトップに熊本の女子学生が取材し、取材した内容をラジオでレポートした。
　　[出演者]　 当プロジェクトに取り組む学生たち、甲斐隆博氏（肥後銀行 頭取）、久我彰登氏（鶴屋百貨店 代表取締役社長）

大西一史氏（熊本市 市長）、河村邦比児氏（熊本日日新聞社 代表取締役社長）　ほか
　　[参加者]　 20名

③男女共同参画紙「はあもにい」の発行
　　　熊本市男女共同参画推進啓発紙として年3回発行している。（Ａ4版カラ―12Ｐ／5000部）
　　　27年度は、「熊本の男女共同参画」「女性活躍推進」「男性の男女共同参画」を取り上げ、特集とした。
　　　ほかに、当センター実施事業の報告、告知を行うことで広く情報を提供した。

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・クマモト・ウーマンでは、積極的に取材を受け入れる企業があった一方で、広報できるような取り組みをしていないという企業もあった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・引き続き、事業者への周知、啓発が必要であり、「ワーク・ライフ・バランス」をより現実的に身近に感じられる、新たな切り口での講座開催を工
夫する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

ワーク・ライフ・バランスをテーマにした出前講座の開催回数　：　前年度の人数を下回り、平成30年度の目標値にまだ達していないため。
企業等を対象にしたセミナーの参加者数　：　前年度の数値は上回ったが、平成30年度の目標値にまだ達していないため。

・テレワークミニセミナーでは、セミナーを通して、ワーク・ライフ・バランスの啓発をすることができた。
・ラジオという広域媒体で、影響力のある企業トップが自社の取り組みを紹介することで、他の地場企業に対してもワーク・ライフ・バランスの啓
発ができた。また、女子学生がレポートすることで、取材した学生にとっても、地場企業の見直しにつながった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・企業でのワークライフバランス講座では、受講した方の中には、自分とは関係ないものとしてとらえている人もいる。さらに具体的なアプローチ
が必要だが、時間の制限など課題。
・はあもにい管理運営共同企業体へのワークライフバランスの周知に関しては、職員の意識に差があり、有給休暇を取りたくても取れない状況
があった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・企業や施設利用団体へ「ワーク・ライフ・バランス」「ポジティブアクション」の方法や効果など理解していただく出前講座を積極的に案内したが、
今年度依頼はなく未実施。
・目標値を組織全体で掲げ、有給休暇取得、残業ゼロを目指し努力した。目標値を掲げることで、有給休暇は取得しやすくなったが、残業につい
ては、まだまだ業務の見直しが必要。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

具体的施策 事業者と連携したワーク・ライフ・バランスの推進 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 企業活動の先進的取り組み事例の紹介など、地場企業に向けたワーク・ライフ・バランスに関する情報提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

その他

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

35



2

8

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

－ － － － － －

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 　企業における詳細な実態を踏まえ、環境に応じた情報の提供を行う必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　　関係法令や企業にとって必要な情報を、啓発紙などを通し、広く周知を図る。その場合、画一的ではなく、企業の実態に応じた工夫も必要で
あるため、周知の機会、内容も含め検討する。

平成27年度の課題のところに記載があるが、実態調査については、事業所の規模、業種別等によるもう少し詳細な分析が欲しい。
大企業と中小・零細のオーナー企業では、支援制度の活用実態に影響する企業風土にかなりの違いがあると推測されるため。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

－

　平成26年度に実施した「企業意識・実態調査」の結果を元に、【従業者規模別】【業種別】に集計を行った。その結果、まず、【従業者規模別】に
見た場合、育児休業の取得について、男性の取得については規模に関わらず低い数値であるが、女性については、規模が大きくなるにつれ取
得率も高くなっており、このことは、介護休業についても同様のことが言える。
　また、【業種別】に見た場合、男性については業種に関わらず低調であったが、女性については、「情報通信業」「金融業・保険業」で100.0％、
製造業で97.0％と高い割合であった。一方、「建設業」では81.8％と他の業種と比べ低くなっている。
　介護休業では、「医療、福祉」で27 人（16.2％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」で4 人（5.7％）となっている。
　【従業者規模別】【業種別】それぞれにおいて進捗の違いが表れ、啓発・周知の内容を考慮する上で参考となるデータとなった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 調査結果から全体的に見えた現状として、【育児】に対する支援に比べ、【介護】に対する支援の伸び悩みがあることから、さらに関係法令の周
知等、効果的に行う必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　平成27年度においては、全体的な企業における実態から、規模や業種による進捗の違いを洗い出すことに注力したことで、【介護】に特化した
取り組みには至らなかった。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

－

具体的施策 事業者と連携したワーク・ライフ・バランスの推進
男女共同参画課

取り組みの名称 育児・介護休業法など関係法令の情報収集と周知

平
成
２
７
度
実
施
概
要

効果的な啓発・周知を行うための基礎的な資料とするため、
平成26年度に行った、「企業意識・実態調査」のデータを
元に、【業種別】【従業者規模別】に集計を実施。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

育児休業制度利用の状況（割合）
業種1 業種4 業種5 業種6 業種7 業種8 業種9 業種10 業種11 業種12 業種13 業種14 業種15 業種16 業種17 業種18 業種19

1 男性 0.0% 11.8% 1.9% 0.0% 6.7% 0.0% 4.3% 25.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0%

2 女性 100.0% 81.8% 97.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.4% 100.0% 90.0% 100.0% 90.5% 100.0% 86.1% 94.9% 100.0% 89.6% 81.3%

介護休業制度利用（割合）
男性 業種1 業種4 業種5 業種6 業種7 業種8 業種9 業種10 業種11 業種12 業種13 業種14 業種15 業種16 業種17 業種18 業種19
1 0人 100.0% 88.9% 88.4% 88.9% 87.5% 95.2% 84.1% 90.0% 66.7% 80.0% 74.2% 87.5% 94.1% 90.2% 100.0% 88.6% 88.0%
2 1人 0.0% 2.2% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 8.0%
3 2人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
4 3人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
5 4人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
6 5人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
無回答 0.0% 8.9% 11.6% 11.1% 0.0% 4.8% 15.9% 10.0% 25.0% 13.3% 25.8% 12.5% 5.9% 9.8% 0.0% 10.0% 4.0%

女性 業種1 業種4 業種5 業種6 業種7 業種8 業種9 業種10 業種11 業種12 業種13 業種14 業種15 業種16 業種17 業種18 業種19
1 0人 50.0% 88.9% 86.0% 77.8% 100.0% 95.2% 86.4% 80.0% 58.3% 80.0% 80.6% 87.5% 94.1% 81.3% 50.0% 87.1% 96.0%
2 1人 0.0% 0.0% 4.7% 11.1% 0.0% 0.0% 1.1% 5.0% 8.3% 6.7% 3.2% 0.0% 0.0% 12.2% 0.0% 5.7% 0.0%
3 2人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 0.8% 50.0% 0.0% 0.0%
4 3人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0%
5 4人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0%
6 5人 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
無回答 50.0% 11.1% 9.3% 11.1% 0.0% 4.8% 12.5% 10.0% 33.3% 13.3% 16.1% 12.5% 0.0% 2.4% 0.0% 7.1% 4.0%

【業種】 1：農業、林業　2：漁業　3：鉱業、採石業、砂利採取業　4：建設業　5：製造業　6：電気・ガス・熱供給・水道業　7：情報通信業　8：運輸業、通信業
9：卸売業、小売業　10：金融業、保険業　11：不動産業、物品賃貸業　12：学術研究、専門・技術サービス業　13：宿泊業、飲食サービス業
14：生活関連サービス業、娯楽業　15：教育、学習支援業　16：医療、福祉　17：複合サービス事業　18：サービス業（他に分類されないもの）　19：その他

育児休業制度利用の状況（割合）
A B C

1 男性 8.8% 1.1% 1.1%
2 女性 86.7% 96.1% 98.6%

介護休業制度利用（割合）
男性 A B C
1 0人 84.9% 91.6% 88.9%
2 1人 1.1% 1.1% 1.2%
3 2人 0.0% 0.0% 0.0%
4 3人 0.0% 0.0% 0.0%
5 4人 0.0% 0.0% 0.0%
6 5人 0.0% 0.0% 0.0%
無回答 14.1% 7.3% 9.9%

女性 A B C
1 0人 86.6% 88.2% 71.6%
2 1人 1.1% 8.4% 14.8%
3 2人 0.4% 0.0% 2.5%
4 3人 0.0% 0.0% 3.7%
5 4人 0.0% 0.6% 1.2%
6 5人 0.0% 0.0% 1.2%

無回答 12.0% 2.8% 4.9%

【従業者規模】　A：1～30人　B：30～100人　C：100人以上
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ25）

実績値
（Ｈ26）

実績値
（Ｈ27）

目標値
（Ｈ３０）

件 1,064 4,419 5,398 6,623 4,700

評
価
の
理
由

2
7
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・相談件数が年々増加するとともに、相談内容についても複雑・深刻・長期化する傾向にあるため、相談に対応できるよう更なる相談員のスキル
の向上に　努める。また、新たな相談（妊娠・出産）項目が追加されるため、市民への周知を行っていくことが今後の課題である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①支援機関との連携を強化し、閉庁時を含め、子どもや若者が抱える問題の早期発見し、助言や情報提供を行うとともに長期化する相談に継
続して対応に努める。
②複雑化・深刻化した相談に対応するため、相談員の対応スキルの向上を目指し、研修を推進する。
③新たな妊娠・出産に関する相談を含め、更なる広報啓発に力を入れ子ども・若者に積極的にアプローチを行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

平成27年度の方針として、①広報啓発の強化、②関係機関との連携を強化し、子ども・若者が抱える問題の早期発見と継続した相談対応、③
相談スキルの向上を目指し研修を推進したため。

・平成27年度の相談件数と前年度比　23％増。内、閉庁時（17時15分以降）の相談件数は、4,377件（全体の66％）。
・相談実件数が増えているのは、小・中・高校生（１８歳以下）の子ども自身からの相談が前年度より502件増えており、中・高校生からのメール
による継続した相談も要因のひとつである。電話による相談の多くは、今抱えている辛い気持ちや悩みを、直接相談員に傾聴してもらうことで、
気持ちが落ち着き、助言や情報の提供による気づき・解決方法が見いだせるためである。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成26年度に残った課題】
①子ども・若者自身への啓発強化
②支援につなぐための更なる相談対応の充実

【平成27年度における上記課題への取り組み状況】
①子ども・若者自身への啓発強化
・啓発カードは、子ども用と若者用を合わせた15万枚を作成し、他リーフレット・ポスタ－・事業概要と併せ、約900ヶ所に配布。
※ 配布先　　小中高等学校、支援学校、専門学校、大学、保育園・幼稚園、自動車学校、ゲームセンター、医療機関、NPO、民生委員、公的関
係機関等
・市包括連携協定㈱ローソン市内70店舗に啓発カードを新たに設置。
・市内小中学校において、月1回児童・生徒に配布している啓発カードの確認と子ども・若者総合相談センターの相談窓口を周知。
・ラジオ・市政だより・各区役所インフォメーション・ホームページ・出前講座を活用した広報。
②支援につなぐための更なる相談対応の充実
・困難を有する子ども・若者の早期支援をするため、相談員の育成及び相談スキル向上を目的として研修会を開催。
・定例会（毎月）
・外部講師によるスーパービジョン（年６回）
　※　相談事例に基づく意見交換と対応策の検討及び相談手法の統一化、情報共有の徹底

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

子ども・若者総合相談センター A

具体的施策 子育てに関する支援 子ども・若者総合
相談センター取り組みの名称 「児童手当」「子ども医療費の助成」など、子育て家庭に対する経済的な支援や相談体制の充実に向けた取り組み

平
成
2
7
度
実
施
概
要

①. 総合的相談事業
・子ども・若者に関する相談に応じ、関係機関の紹介、情報の提供及び助言を行い早期支援につなぐ。
  また、夜間・休日、閉庁時における児童相談所の虐待通告等電話受付業務を対応した。
  電話（24時間年中無休）、面接やメール及びファクシミリの方法で受けている。
○平成27年度 相談の状況
・総相談実件数　6,623件　　※前年度比　23％増。内、閉庁時（17時15分以降）の相談件数は、4,377件（全体の66％）。

・相談対象者別の実件数

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

年度 電話 面接 メール ＦＡＸ 合計
26 4,910 123 364 1 5,398
27 5,926 216 479 2 6,623

年度 単位 乳幼児 小学生 中学生 高校生 その他の10代 20歳以上 不明 合計
件 683 887 850 408 80 1,665 825 5,398
％ 12.7 16.4 15.7 7.6 1.5 30.8 15.3 100
件 476 872 709 835 356 1967 1408 6623
％ 7.2 13.1 10.7 12.6 5.4 29.7 21.3 100

26

27
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①

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するために、中学生以下の子どもの養育者に「児童手当」を支給する。
支給額（月額）　　　   所得制限

０～３歳未満　　 月額　15,000円 夫婦＋子ども二人の場合　収入960万円（所得736万円）
３歳～小学生修了前 ※扶養人数一人につき、所得額にて38万円増減あり
第１子・第２子 月額　10,000円 夫婦＋子ども一人の場合　収入917.8万円（所得698万円）
第３子以降 月額　15,000円
中学生　　　　　　　　　　 月額　10,000円

<実　　績（各年度2月末）>

<実　　績>

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 96,675 96,085 95,668

件 1,087,318 1,077,809 1,102,435

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 子ども医療費制度の拡充については、平成28年第1回定例会において予算が議決されたが、付帯決議が採択されたため、再検討する必要が
ある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
②子ども医療費の拡充について、まずは、子育て世帯の意見も伺いながら丁寧な制度設計を行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①対象者には継続的に支給されている。
②経済的な負担を軽減している。

①中学生以下の子どもの養育者に支給を行い、次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援している。
②経済的に厳しい状況にある子育て世帯に対して、突発的な支出となる医療費を補助することで安定した生活を築くことができ、児童の健全な
生活環境づくりに寄与している。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ②子ども医療費制度の拡充については、持続可能な制度となるよう自己負担額の見直しも含めた制度設計が必要。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
②拡充案の制度設計に当って、既存事業の見直しなどにより制度拡充に伴う追加財源の捻出を図るとともに、自己負担額と助成総額を組み合
わせた様々なパターンを試算し、持続可能な制度となるよう検討を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

①児童手当の支給 A

②子ども医療費助成 A

Ｈ25 1,087,318
Ｈ26 1,077,809
Ｈ27 1,102,435

Ｈ28.2月定期時 56,221 95,668
②子ども医療費助成（ひまわりカード）

養育者の経済的負担を軽減するとともに、子どもの健康保持と健全な育成を図るために、小学校３年生までを対象として、医療費（自己
負担あり）を助成する。

年度 助成件数

支給児童数（人）
Ｈ26.2月定期時 57,068 96,675
Ｈ27.2月定期時 56,546 96,085

具体的施策 子育てに関する支援 各区保健子ども課
子ども支援課取り組みの名称 「児童手当」「子ども医療費の助成」など、子育て家庭に対する経済的な支援や相談体制の充実に向けた取り組み

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①児童手当の支給

年度 受給者数（人）

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

38
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②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 55人 858人 864人 303人 減少

箇所
（園）

公立18か園
私立115か園

公立23か園
私立130か園

公立22か園
私立131か園

公立20か園
私立148か園 拡大

箇所
（園）（人）

11か園
20,657人

14か園
18,859人

14か園
19,265人

14か園
18,128人 拡大

人

公立（軽度47人、
中度17人）

私立（軽度58人、
中度90人）

公立（軽度136人、
中度22人）

私立（軽度156人、
中度54人）

公立（軽131人、中
13人、中重7人）

私立（軽139人、中
31人、中重26人）

公立（軽114人、中
18人、中重度8人）
私立（軽137人、中
37人、中重18人）

拡大

箇所
（園）

公立3か園
私立3か園

公立3か園
私立3か園

公立4か園
私立3か園

公立4か園
私立3か園 拡大

回 17回 19回 20回 20回 拡大

箇所
（園）

公立8か園
私立3か園

公立18か園
私立21か園

公立20か園
私立27か園

公立は終了
私立39か園

公立は終了
私立は拡大

施設数 50施設 55施設 59施設 ８０施設 拡大

人
千円

6,392人
563,164千円

7,217人
809,837千円

7,985人
1,058,162千円

5,453人
755,758千円

国基準による

人 －

・研修会参加121人
（内41人就職）

・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによ
る斡旋　42件

・研修会参加80人
（内15人就職）

・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによ
る斡旋　220件

・研修会参加　92
人（内23人就職）
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによ
る斡旋　248件

拡大

施設数
千円

－
131施設

299,583千円
135施設

361,051千円
179施設

504,537千円
拡大

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

保育士等の処遇改善 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①保育施設の整備に加え、幼稚園から認定こども園への移行、地域型保育事業の普及促進により、待機児童数は着実に減少しているため。
②地域型保育所の新設に伴い、受け入れ施設が増加傾向にあるため。
③地域型保育所の新設に伴い、自主事業での受け入れ施設が増加傾向にあるため。
④障がい児の保育所等での受け入れは、公立・私立とも増加傾向にあるため。
⑤児童発達支援事業の実施園は変わらないが利用者は年々増加しているため。
⑥乳児保育、障がい児保育等の様々なテーマによる研修を実施し、受講後の保育に効果を上げているため。
⑦第三者評価を12園（公立は終了、私立12園）実施したため。
⑧対象施設すべてにおいて立入調査を実施し、それによる改善が見られたため。
⑨認定こども園移行に伴う対象園の減少により事業費や対象者は減少したものの、補助基準額は増額しており順調であるといえるため。
⑩研修会の開催やコーディネーターによるきめ細やかな就職支援により、就職件数が増加している。
⑪ほぼ全ての施設が賃金改善を実施し、保育士の待遇改善が図られたため。

①待機児童の解消に向け、保育所整備による受入枠の拡大や家庭的保育事業等の取り組みを行い、３月１日現在の待機児童数は303人
と着実に減少している。
②延長保育サービスはニーズが高い。
③一時預かりの利用ニーズは、例年と同じく高い。
④障がい児の保育所等での受け入れは、公立・私立ともその数は年々増加傾向にある。
⑤児童発達支援事業の実施園は変わらないが利用者は年々増加している。
⑥乳児保育、障がい児保育等の様々なテーマによる研修を実施し、受講後の保育に効果を上げている。
⑦本年度についても第三者評価を12園（公立は終了、私立12園）実施した。
⑧認可外保育施設８０施設に対し立入調査を実施し、児童処遇や保育環境の向上を図った。
⑨申請者に対し、国基準どおりの減免補助を行った。
⑩潜在保育士を対象とした就職支援研修会及び相談・あっせん業務を行うことで、一定の効果を上げている。
⑪市内ほぼ全ての私立認可保育所等で実施し（179施設/183施設）、一人当たりの賃金改善額は一月あたり約9,900円であった。

参
考
指
標

指　　標　　名

認可外保育施設への指導及び支援
助成施設数 A

幼稚園就園奨励費補助
該当者数、事業費（減免及び補助額） A

潜在保育士の再就職支援 A

A

児童発達支援事業
実施園数 A

保育所等職員研修
熊本市保育所職員合同研修会実施 A

保育サービス第三者評価の実施
事業を実施した保育所数（累計） A

障がい児保育サービス
実利用者数（軽度・中度）

自己評価（A・B・C)

平日保育サービス
待機児童数（３月１日現在） A

延長保育サービス実施園数 A

一時預かり事業
実施園数（私立助成）、延利用者数 A

具体的施策 子育てに関する支援
保育幼稚園課

取り組みの名称 多様なニーズに対応した保育サービスの充実や待機児童解消に向けた取り組み

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①平日保育サービス・・・保育施設の整備に加え、幼稚園から認定こども園への移行、地域型保育事業の普及促進により、保育の受け皿を1,508人増加。
②延長保育サービス・・・実施園　公立　２０園　　私立167園（内、助成148園）
③一時預かり事業・・・実施園　公立２０園　　私立101園（内、助成14園）
④障がい児保育サービス・・・実施園　公立２０園（中度より重い8人、中度18人、軽度114人） 私立79園（中度より重い18人、中度37人、軽度137人）
⑤児童発達支援事業・・・実施園(併設）　公立4園　私立3園（内訳：保育園1、幼稚園1、NPO法人1）
⑥保育所等職員研修・・・保育所等職員(認定子ども園、私立幼稚園等職員を含む）が子どもに関わる多くの課題に対応できるよう知識と技術を学び、
　　　　　　　　　　　　　　　より高い専門性を身に付けていくため、乳児保育研修会、障害児保育研修会等、20回職員研修を実施した。
⑦保育サービス第三者評価の実施・・・実施園（累計）　公立20園(平成26年度で終了)　私立39園（平成27年度は12園実施）
⑧認可外保育施設への指導及び支援・・・保育環境の充実と児童の処遇向上のため立入調査を実施（80施設）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　園児賠償責任保険、職員研修費、児童や職員の健康診断費、医薬・衛生材料の購入経費及び調理担当職員の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検便経費、防災設備や衛生管理を適切に行うための備品購入経費、乳児保育及び障がい児保育への支援を行っ
た。
⑨幼稚園就園奨励費補助・・・私立45園（対象人数5,453人）
⑩潜在保育士の再就職支援・・・保育士不足を解消するため、保育士就職支援研修会を年２回（７月及び１１月）開催した。また、保育士再就職支援コーディ
ネーターを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名配置し、再就職を希望する保育士に対する支援（相談、あっせん等）を行った。
⑪保育士等の処遇改善・・・私立保育所等における人材確保対策を推進する一環として、保育士等の処遇改善に取り組む施設へ資金の交付を行った。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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【平成２７年度に残った課題】
 ①未満児の受け皿の増加を図るなど、実質的な待機児童解消に努めていく。
②今後も目標値である全園での実施に向け、未実施園に対し事業実施を働きかけていく。
③一時預かり事業はニーズが高いことから、今後も事業実施園の拡大に努めていく。
④今後も保育所等での障がい児の受け入れが進むよう、障がいの程度や保育士の配置状況等を踏まえ、さらなる支援の充実に努めていく。
⑤児童発達支援ルームの利用状況等を踏まえ、児童発達支援事業を充実させていく。
⑥開催時期、研修テーマ、講師等を検討し、保育ニーズに即した研修を継続して実施していく。
⑦今後も未実施園に第三者評価の実施を促進していく。
⑧改善が見られない施設に対し、継続して指導を行っていく。
⑨今後も予算を確保し、適正に減免補助を行っていく。
⑩ハローワークや県福祉人材センターと連携のうえ、潜在保育士に対するきめ細やかな支援を行う。
⑪なるべく全施設が賃金改善を行うよう促進していく。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
引き続き上記課題への取り組みを進めることで、多様なニーズに対応した保育サービスの充実や実質的な待機児童解消の実現を目指す。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ①保育所等の整備や家庭的保育等の普及、認定こども園への移行を行うことで実質的な待機児童解消に努めていく。
②今後も目標値である全園での実施に向け、未実施園に対し事業実施を働きかけていく。
③一時預かり事業はニーズが高いことから、今後も事業実施園の拡大に努めていく。
④今後も保育園での障がい児の受け入れが進むよう、障がいの程度や保育士の配置状況等を踏まえ、さらなる支援の充実に努めていく。
⑤児童発達支援ルームの利用状況等を踏まえ、児童発達支援事業を充実させていく。
⑥開催時期、研修テーマ、講師等を検討し、保育ニーズに即した研修を継続して実施していく。
⑦今後も未実施園に第三者評価の実施を促進していく。
⑧児童処遇及び保育環境の向上を図るため、指導監督基準を満たしていない施設に対し更なる指導を行っていく。
⑨今後も予算を確保し、適正に減免補助を行っていく。
⑩これまでの取組に加え、保育士資格取得支援事業等を行うことで保育士の確保に努めていく。
⑪27年度以降は給付に組み込まれた。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
待機児童の解消に向け、保育所整備や家庭的保育事業等に加え、認可外保育所の認可保育所への移行支援や幼稚園の幼保連携型認定こど
も園への移行支援を行うなど保育の受け入れ枠の拡大に取り組むとともに、新たにそれを支える保育士の確保に取り組んだ。

40



2

9

③

（１）　ファミリー・サポート・センター〈熊本〉　 【ファミリーサポートセンター講習会】 
 【会員数】依頼会員　2,237人  ①会員講習受講者　 （依頼会員…毎月、協力会員…年4回）

　　　　　　　協力会員　　741人     　(1)依頼会員316人（2）協力会員376人（3）両方会員25人　計711人
　　　　　　　両方会員　　151人　　計3,129人  ②フォローアップ講習受講者 15人（アレルギー対応メニューづくり）

 ③地区交流会参加者数　　　42人（協力会員意見交換会）
 ※H26～緊急子どもサポートくまもと事業と  ④全体交流会参加者数　　 114人（活動事例発表と交流、ミニコンサート、パネルシアター他）
　　統合

（２）病児・病後保育
児童が病気あるいは病気回復において、保護者が家庭で保育を行うことができない期間、一時的に施設で保育を行う。

利用者数（Ｈ25） 利用者数（Ｈ26） 利用者数（Ｈ27）

948 921 728
800 680 662
633 614 742
548 568 526

1,247 1,162 1,276
853 798 868
361 383 476
156 572 826 ふわっとは、Ｈ25.12開設

5,546 5,698 6,104

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 6,264 5,467 5,474 6,089 6,000

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 （１）ファミリーサポートセンター
　・協力会員の継続的な確保、病児の緊急な依頼に対応できる会員の確保／センターの役割について、広く社会に周知する必要がある。
（２）病児・病後児保育事業
　・平成27年度末にサイトを開設したため、広く周知をする必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
（１）ファミリーサポートセンター
　・広報やボランティア団体との連携等により協力会員の確保を図る。企業への事業PR、イベント等での広報活動を行う。
（２）病児・病後児保育事業
　・市政だよりやチラシを作成し広報活動を行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

動件数については、目標値に達したためＡ評価とした。

（1）ファミリーサポートセンター事業
　・生活情報誌等により事業の周知及び会員募集を行い、会員確保に努めた。
　・受託事業者の業務遂行状況の把握のためモニタリングを実施、結果（事務局の対応）良好であった。
（２）病児・病後児保育事業
　・利用者数は前年度と比較して全体で約７％の増。これは、チラシ・ポスターを市内の保育園、幼稚園、小学校等に配布したことが要因
    と考えられる。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 （１）ファミリーサポートセンター事業
　・協力会員の継続的な確保、病児の緊急な依頼に対応できる会員の確保
（２）病児・病後児保育事業
　・キャンセルの連絡をしない利用者がいるため、真に利用したい方が利用できない状況。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
（１）ファミリーサポートセンター
　・市政だよりや生活情報誌、ホームページ、県シルバー人材センター講習会等で協力会員登録について広報を行った。
　・地域の民生委員広報を行った。
（２）病児。病後児保育事業
　・年度更新の際に全ての利用者に対し利用に関する注意事項を配布。
  ・平成28年3月末に病児・病後児保育施設の施設毎の空き状況等が分かるサイトを開設

病児・病後児保育ふわっと
合計

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

ファミリーサポートセンター活動件数 A

みるく病児保育室
グリム病児保育室
キンダーハウス
病児保育みらい
病児保育エミー
病児保育室いちご

具体的施策 子育てに関する支援
子ども支援課

取り組みの名称 児童育成クラブ、ファミリー・サポート・センター、病児・病後児保育事業などによる子育て支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

施設名
エーネホーム

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

箇所 76 90 92 93 92

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・基準条例に基づき、前年度に引き続き、狭隘なクラブについて環境整備を行う必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・基準条例に基づき、前年度に引き続き、狭隘なクラブについて環境整備を行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

平成26年度時点で既に目標を達成しているため。

①専任指導員を配置することにより、適切な児童への指導及び円滑なクラブ運営を行うことができた。

②施設整備については、適切な規模での運営ができることにより児童の生活環境を改善することができた。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・基準条例に基づき、狭隘なクラブについて環境整備を行う必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・適切な規模で実施するため、学校の余裕教室を利用し既存クラブ室の別室を新たに開設した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

児童育成クラブ開設数 A

具体的施策 子育てに関する支援
青少年教育課

取り組みの名称 児童育成クラブ、ファミリー・サポート・センター、病児・病後児保育事業などによる子育て支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①指導員の資質向上を目的とした研修の実施
　　クラブの運営や子どもの成長発達についてなど、実情に即した研修を実施した。
　　また、大規模な育成クラブや支援を要する児童が多数在籍するクラブに専任指導員を配置した。

②施設整備の充実
　　望ましい人数規模のクラブへの移行を促進することから、別室となる育成クラブ室を開設し、大規模クラブの解消を図った。また、保護者等
の要望により新規クラブを開設した。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回・組（親子） 4回45組

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・父親の家事・育児への参加を高めるきっかけづくりとして、料理教室に限らず、幅広い取り組みで意識啓発を行っていく必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・本事業は国の交付金を活用したものであるが、平成28年度は本事業は不採択となり、事業が実施できていない。今後、事業費の確保が困難
な中、継続的かつ効果的な事業の実施方法を検討する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

全4回の定員組数48組（1回12組）に対し、計386組もの応募があり、父親の家事・育児への関心が高いことが分かったと同時に、当日のアンケー
トでは料理教室に参加した父親の半数が、今後の家事・育児について今までに以上に積極的に行いたいと回答しており、父親の家事・育児への
協力を後押しする結果となったと考えられるため。
※本事業は平成26年度まで実施していた「よかパパ宣言」に代わる新規事業として実施したため、過年度の実績値はなく、また計画当初に設定
する目標値も設定していない。

よかパパ料理教室では、父親だけでなく、子どもも一緒に参加して共同作業をしたことで、父親の関心も高まったものと考える。また、料理教室
から1ヶ月後の追跡アンケートでは、料理教室参加後、家庭で家事・育児を行う男性の割合が料理教室前よりも増加していることから、料理教室
を通して、実際に男性の家事・育児を促すことができたものと考える。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・よかパパ宣言については、次世代育成支援後期行動計画の目標としていた累計500件に達したため、新たに効果的な事業を展開する。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・平成27年度はよかパパ宣言を廃止し、新たな取り組みとして、よかパパ料理教室を開催した。全4回開催した中で、毎回定員を大幅に上回る応
募があるなど、市民からのニーズや満足度の高い取り組みとなった。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

実施回数・参加者（組）数 A

具体的施策 子育てに関する支援
子ども支援課

取り組みの名称 「よかパパ宣言」などによる父親の子育て参画の支援

平
成
２
７
度
実
施
概
要

父親の子育て参画の推進
・よかパパ応援プロジェクトとして、男性が料理教室を通して、家事・育児を行うきっかけを作ることで、女性の家事・育児の負担軽減や、父と
子のコミュニケーションの場に繋がることを目的に実施したもの。
【内容】
　　・よかパパ料理教室の開催
　　・よかパパレシピブックの作成・配布
【平成27年度実績】
　　・平成26年度まで実施していたよかパパ宣言が目標数に達したことから、新たな取り組みとして、よかパパ料理教室を実施した。親子で参
加できることもあり、募集数をはるかに超える応募があり、参加者からも事後アンケートで家事・育児に前向きな意見が多く聞かれるなど、効
果が大きかった。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署

前事業の終了に伴い新たな指標を設定 
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％ 78.61 79.05 78.72 78.27 79.50

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・介護保険制度を適正に運用していくために、制度に関わる人々への周知徹底が必要。
・平成２９年度から実施する介護予防・日常生活支援総合事業について、引き続き制度設計を行っていく必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・継続して、認定調査員等の介護保険制度に関わる人々への研修を実施する。
・介護予防・日常生活支援総合事業について、円滑に移行できるよう、関係機関と調整しながら制度設計を行い、様々な機会と捉えて制度の広
報・周知を行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

H30の目標値に向けて、大きな差ではないものの割合が低く推移している。

介護保険制度は、家族介護の負担を社会全体で担うために設けられた制度であり、その適正な運用のための研修や市民への周知に努めた。
◎アンケート調査結果から
　・居宅サービス利用者　　　　　　　　　　男性 29.2％　女性 70.5％　不明  0.3％
　・居宅サービス利用者の主な介護者　男性 23.9％　女性 60.4％　不明 15.7％
　・居宅介護（予防）サービスの満足度　86.1％
　　　（不満の理由として、利用料金が高くなるのでサービスを増やせない、利用限度額の範囲内ではサービスの量が少ない、などがあった。）
　・施設サービス利用者　　　　　　　　　　男性 18.2％　女性 81.5％　不明 0.3％
　・施設サービスの満足度　　　　　　　　 83.5％
　　　（不満の理由として、施設の建物が古い、して欲しいことを聞き入れてくれない、などがあった。）

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・要介護認定に関わる専門職への研修を毎年繰り返し行って制度の周知を図っているが、研修方法を工夫する必要があるのではないか。
・平成27年度介護保険制度改正については周知徹底する必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み方針】
・介護認定審査会委員研修において模擬審査会を実施する等、より実践に役立つ研修を行った。
・平成２７年度介護保険制度改正の内容を、パンフレットや市政だより、市ホームページ等で広報・周知を行った。
・ふれあい出前講座において、本市の介護保険行政について説明を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

65歳以上の元気高齢者の割合 B

具体的施策 介護に関する支援
高齢介護福祉課

取り組みの名称 施設・在宅介護など高齢者・障がいのある人に対する介護サービスの実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

１　介護保険制度の適正な要介護認定並びに良質な介護サービスの提供のための研修を行った。

①介護認定審査会委員研修
②介護認定調査員研修
③主治医研修（熊本市医師会との共催）
④介護支援専門員研修（熊本市居宅介護支援事業者協議会との共催）

２　介護保険制度の市民の理解や効果的な介護サービス利用のために情報発信等を行った。

○介護保険情報誌「介護保険知得情報」の発行
○市政だより・ホームページによる広報
○ふれあい出前講座による市民への制度の周知

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

箇所 6 13 20 26

箇所 6 11 24 46

日 984 1,795 1,765 3,477

件 105 48 39 149

件 2,672 3189 2624 2516

箇所 5 5 5 4

人 95 90 105 80

時間 5,084 4,378 4,406 4,461

評
価
の
理
由

⑥サービス支給量 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①平成26年度末から平成27年度末にかけて、事業所数が7箇所増加しており、サービスの需要に対応しているものと考えられるため。

②平成26年度末から平成27年度末にかけて、事業所数が25箇所と大幅に増加しており、サービスの需要に対応しているものと考えられるた
め。

③サービス支給量が増加しているものの、平成27年度中に新規指定した事業所が無かったため。

④平成２４年に創設された障害児通所支援の拡充等により、当事業の実績件数はやや減少傾向にある。だたし、平成２７年度については、在宅
支援訪問療育指導事業を必要とする利用者が増加し、基準値を上回った。

⑤大きな事故もなく、概ね良好に事業を終了できた。

⑥利用者のライフスタイルに沿った支給決定を行うことができた。

参
考
指
標

指　　標　　名

B

④実施件数
　（在宅支援外来療育指導事業） B

⑤実施箇所数 A

⑤定員 A

④実施件数
　（在宅支援訪問療育指導事業）

自己評価（A・B・C)

①実施事業所数　※基準値は、
　児童デイサービスの事業所数 A

②実施事業所数　※基準値は、
　児童デイサービスの事業所数 A

③サービス支給量 B

具体的施策 介護に関する支援
障がい保健福祉課

取り組みの名称 施設・在宅介護など高齢者・障がいのある人に対する介護サービスの実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①児童発達支援
　　障害児につき、児童発達支援センター等に通わせ、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等
を行った。
　○実施事業所：26カ所（平成28年3月31日時点）
　○自己負担額：原則サービス利用料の1割　（生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯は無料、市民税課税状況に応じて負担上限有り）
②放課後等デイサービス
　　学校に就学している障害児につき、授業の終了後又は休業日に児童発達支援センター等に通わせ、生活能力の向上のために必要な訓
練、社会との交流の促進等を行った。
　○実施事業所：46カ所（平成28年3月31日時点）
　○自己負担額：原則サービス利用料の1割　（生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯は無料、市民税課税状況に応じて負担上限有り）
③短期入所事業
　　保護者の疾病その他の理由により、居宅において介護を受けることが一時的に困難となった場合等に、障がい児を一時的に施設で預か
り、必要なサービスを提供した。
　○実施事業所：指定事業所20カ所（平成28年3月31日時点）（うち、障がい児を「主たる対象者」としている事業者14カ所）
　○自己負担額：原則サービス利用料の1割（生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯は無料、市民税課税状況に応じて負担上限有り）
④障がい児等療育支援事業
　　家庭訪問、外来による療育相談指導、福祉サービス情報提供、総合的支援などを行った。
　○実施施設：くまもと江津湖療育医療センター、済生会なでしこ園、三気の家、熊本県ひばり園、熊本県こども総合療育センター（外来療育
のみ）
　○在宅支援訪問療育指導事業：149件
　○在宅支援外来療育指導事業：2,516件

⑤夏休みの障がい児・家族支援事業
　　夏休み期間中、小中学校・特別支援学校在籍の障がいのある児童を日中の間預かることにより、障がいのある児童の健全育成、家族の
介護負担の軽減を図った。
　○実施施設：熊本県立熊本支援学校、熊本大学附属特別支援学校、チャレンジめいとくの里、
　　　　　　　　熊本県立熊本かがやきの森支援学校江津湖療育医療センター分教室（重症心身障がい児のみ）
　○1日の定員数：80名
　○利用希望延人数：1,861名
　○利用決定延人数：1,745名
　○実利用延人数：1,269名

⑥居宅介護事業
　　日常生活を営むことが困難な重度の心身障がい児等がいる世帯に対して、ホームヘルパーを派遣し、適切な家事・介護などの障害福祉
サービスを提供した。
　○実施事業所：81箇所（うち、障がい児を「主たる対象者」とする事業所79箇所）
　○自己負担額：原則サービス利用料の１割（生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯は無料、市民税課税状況に応じて負担上限有り）

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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【平成２７年度に残った課題】
①②事業所数の急激な増加に伴い、サービスの質の確保の面で課題が残った。

③医療型の施設が不足しているため、引き続き対応を検討する必要がある。

④本事業と障害児通所支援の役割の明確化を図り、当事業の見直しを引き続き検討する必要がある。

⑤利用者数は減少しているため、当事業の今後のあり方について検討が必要。

⑥平成２４年度の児童福祉法改正に伴う影響の検証を継続して行うとともに、利用者に対する必要なサービスの提供を適切に実施していく必要
がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①②引き続き、「放課後等デイサービスガイドライン」を事業所の指定事務や実地指導の際に周知し、サービスの質の確保に努めていくものとす
る。

③引き続き、医療型の施設開設を考える事業者に積極的に参入の働きかけを行っていく。

④障害児通所支援事業所の指定状況に注視するとともに、利用者の利用形態を把握するなどし、当事業の見直しを検討する。

⑤利用者のニーズを把握し、当事業の見直しを行う。

⑥今後も障害児通所支援事業所の増加が予想されることから、利用者の利用実態やニーズの把握に努めることとする。

①②平成２４年４月の児童福祉法改正に伴い、障害児通所支援のサービスが再編され、障害児への支援が強化・拡充された。
　　これに伴い、利用ニーズの高まりとともに、事業所数が増加している。平成２７年度の増加についても、当該事業について市民の認知が高ま
り、サービスの需要が増加したため、事業所の開設へとつながっていると考えられる。

③支給決定者数の増加に伴い、利用量が増加したと考えられる。

④平成２４年４月の児童福祉法改正により障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援）が創設され、障がい児
への支援が強化・拡充された。これにより定期的に療育を行う児童発達支援や放課後等デイサービスを利用する利用者が増加したことなどか
ら、障害児等療育支援事業においては全体的に減少傾向である。

⑤平成２４年度より始まった類似の法定サービス（放課後等デイサービス）の定着が進んでおり、利用者は減少傾向にある。ただし、２会場で
は、利用者の利用希望日数を全て満たすことはできていない。

⑥平成24年4月の児童福祉法改正に伴い、障害児通所支援のサービスが再編され、障害児への支援が強化・拡充された。これにより、居宅介
護の利用時間の一部が、障害児通所支援サービスの利用に振り返られることになったことから、平成24年度に実績値が下がっている。その後
年々増加しているのは、制度改正もなく、利用者が増加したことが要因であると考えられる。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
①②事業所数の急激な増加に伴い、サービスの質の確保の面で課題が残った。

③医療型の施設が少ないため、生活介護や日中一時支援など、短期入所以外のサービスも含めた対応を検討していく必要がある。

④本事業は障害児通所支援のサービスを受けられない児童の療育の場として今後も必要であるが、現在の利用者の中には、法定サービスの
障害児通所支援の受給者証を持った児童もおり、法定サービスと併用しているものも少なくない。本事業と障害児通所支援の役割の明確化を
図り、当事業の見直しを引き続き検討する必要がある。

⑤本事業には高い専門性、短期間のみの会場・人員確保が求められるため、受託できる法人が少ない上、法人の本来の行っている事業の制
度の変更や社会情勢・環境の変化に伴い、従来この事業を受託していた事業所も本事業を受託することがだんだん難しくなってきている。受託
できる法人・会場の確保を積極的に行っていく必要がある。

⑥平成２４年度の児童福祉法改正に伴う影響の検証を継続して行うとともに、利用者に対する必要なサービスの提供を適切に実施していく必要
がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
①②引き続き利用者のニーズや利用形態などを把握し、事業所の指定事務を行うとともに、実地指導などを通じサービスの質の確保に努めた。
　また、放課後等デイサービスの支援の質の向上を図るために厚生労働省より発出された「放課後等デイサービスガイドライン」を各事業所及び
新規事業所へ周知した。

③医療型短期入所事業所への参入を促すため、医療型短期入所事業所を開設する事業所に対し平成２８年度より補助金を交付することとし
た。
　 また、重症心身障がい児等への支援は医療・保健・福祉と多岐にわたっていることを踏まえ、支援に直接携わる相談支援専門員や看護職員
の研修会の開催ほか、ネットワーク会議を実施する等、関係者への理解の促進や連携体制を構築する事業を実施する予定である。

④障害児通所支援及び本事業で同様のサービスを提供している部分があるものの、保護者が障がい受容できず受給者証を持たない児童や、
軽度の障がい（疑いのある障がい）の児童の療育の場としての役割も担っている。今後も引き続き、役割の明確化について考えていく必要があ
る。

⑤利用者数の減少により、会場数を１箇所減らした経緯があるため、課題としていた新たに参入していただける事業所の確保は必要なかった。

⑥相談支援事業所の作成する障害児支援利用計画をもとにライフスタイルを確認し、障害児通所支援サービスの利用状況とのバランスを図り、
必要な量の居宅介護の支給決定を行うことができた。
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②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％ 78.61 79.05 78.72 78.27 79.50

評
価
の
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業
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画
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議
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意
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２
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度
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方
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【平成２７年度に残った課題】
 ・見守りに関する関係団体等との連携によるさらなる充実。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・熊本地震の被害により環境の変化が生じ、見守りを必要とする高齢者の増加が見込まれるため、関係機関等との連携を図り、さらなる高齢者
見守り事業の充実を図る。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・市内２７ヶ所の全地域包括支援センターにおいて、継続的に見守り事業に取り組んだが、６５歳以上の元気高齢者の割合が目標値から徐々に
乖離し推移している。

○高齢者の見守り事業を通じて、地域包括支援センターと民生委員との連携に加え、各種団体等との連携を進めている。

○高齢者の介護予防を進める観点から、ふれあい・いきいきサロンの充実を図っている。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
  　・事業者との連携手法の構築

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　　・事業者から連携手法について意見を聴取し、連携手法のありかたについて検討を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

65歳以上の元気高齢者の割合 B

具体的施策 介護に関する支援
高齢介護福祉課

取り組みの名称 民生委員や社会福祉協議会などとの連携による地域における介護支援の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

○高齢者の見守り事業の実施
　市内２７箇所に設置されている地域包括支援センターに高齢者見守り事業担当職員を配置し、民生委員と連携の下、７０歳以上の高齢者の
方に対して戸別訪問等による実態把握を実施している。

　平成２８年３月末現在の実績（平成２７年１月住民基本台帳データに基づく調査）

　　訪問対象人数（６５歳以上の方のうち民生委員、地域包括支援センターとの関わりがなかった方）４２，２４５人
　　　調査済人数　　　　　　　　　　　　　２４，１６５人
　　　（内訳）
　　　　聞き取り済人数　　　　　　　　　　 １７，０６０人
　　　　調査を拒否した人数　　　　　　　　 　　２６８人
　　　　訪問したが不在であった人数　    ３，３６６人
　　　　入院・転居していた方　　　　　　    ３，４７１人

○地域でのサロン活動の展開
　ふれあい・いきいきサロンを市内４８６箇所で展開。校区社会福祉協議会、民生委員、地域包括支援センター、区役所等が連携して、地域で
の健康づくりや介護予防等の取り組みを実施している。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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①

　　[内容]　 父子を対象に、パパによる絵本の読み聞かせを実施。その後、絵本に登場した野菜を参加者全員で調理した。
　　[講師]　 水野直樹氏（パパの読み聞かせ隊）、アシスタント桑野恭輔氏（パパの読み聞かせ隊）
　　[定員]　 親子15組 　[参加者]　 14組32名（男性21名、女性11名）

　　[内容]　 魚のさばき方とその調理法をプロから学ぶ男性料理教室。「家庭で料理を作ること」について、考え、発表するワークも実施。
　　[講師]　 福島英雄氏（水産庁公認 お魚かたりべ）
　　[定員]　 20名 　[参加者]　 19名（男性）

　　[内容]　 父と子の料理教室。地元の食材を中心に、家庭でも再現しやすいレシピを紹介した。
　　[講師]　 滝村雅晴氏（パパ料理研究家）　　※全国女性会館協議会、日本テトラパック株式会社との共催事業。
　　[定員]　 親子12組 　[参加者]　 12組28名（男性17名、女性11名）

その他

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 10 8 8 8

人 － 286 324 338 280

評
価
の
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由

２７
年
度
事
業
の
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析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
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み
方
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【平成２７年度に残った課題】
・父親同士のネットワークが、まだ限られた範囲でしかない。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・父親同士のネットワークをさらに広げていく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

・全国女性会館協議会の事業企画大賞に「パパの読み聞かせ隊結成プロジェクト」を応募し、27年度に「特別賞」を受賞することができた。
・一部の講座では、26年度に結成した「パパの読み聞かせ隊」や「パパ料理研究家」に講師を依頼することで、男性にとってより近い立場で「男女
共同参画」を啓発することができた。特に「パパの読み聞かせ隊」は、これをきっかけに男性の家庭生活など仕事以外の生活への参画という分
野で、活動の場が広がった。
・男性料理教室では、料理だけでなく、男女共同参画について学ぶワークショップを取り入れたことで、理解を深めた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・男性料理教室では、料理の楽しさを伝えるという目的は達成しているが、男女共同参画について理解を深める時間までは設けられていない。
また、父親同士のネットワークづくり、講座後のフォローとなるような資料、情報の提供やキーパーソンとなる男性の発掘と育成も必要。はあもに
いフェスタ講演会では参加団体以外の一般の参加が少なかった。男性へのアプローチが課題。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・男性料理教室では、「男女共同参画」について考えるワークショップを取り込んで実施。
・父親ネットワークである「パパの読み聞かせ隊」の活躍の場を設けた。
・男性が参加しやすい親子事業を実施した。

③パパと作ろう！家族のためのお昼ごはん

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 A

具体的施策 家庭生活など仕事以外の生活への男性の参画支援 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「男のライフセミナー」「親子料理教室」など家庭生活に関する講座の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①パパと一緒！絵本でおいしくクッキング

②魚屋に教わる魚のさばき方男性料理教室

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 645 2,349 3,772 4,781 増加

評
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２７
年
度
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業
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析
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画
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の
意
見

２
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度
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み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
　男性を対象にした料理教室は、講座数、参加者数とも増えたが、親子参加型講座は、家事参加促進分野と育児参加促進分野のどちらとも父
親の参加の割合が少なくて、特に育児参加促進分野においては母親の参加が圧倒的に多かった。また、対象者を限定した講座を開催するだけ
でなく、すべての方が使いやすい公民館を目指していく必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　男性の講座への参加に向けた企画を継続実施するとともに、対象を限定せず、障がいのある方や外国籍の方等どなたでも受講できるように、
対応する側の資質や能力の向上を図る。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

　公民館重点事業として、公民館新規利用者増を目指して、特に男性や子育て世代を対象に19館全館で主催講座に取り組んだ。その結果、男
性料理教室や親子参加型講座の講座数、参加者数とも増加した。

　①②③各公民館が新規者獲得に向けた講座企画として、特に対象を絞って、男性向け講座や子育て世代向け講座（親子で参加できる講座）
に取り組んだ。初めて公民館講座を受講した人の男女の割合は、男性26％、女性74％（前年度 男性20、女性80％）であり、男性は前年度比6ポ
イント増で取り組みの成果が見られた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
  ①②③受講者数は増加しているものの、男性の家庭生活に関する講座への参加率は高くはない。引き続き創意工夫しながら、講座運営に努
める必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　あらゆる世代を対象として、現代的課題解決のための講座、市民ニーズに応える講座、時代の要請に応える講座等を実施するとともに、新規
者獲得に向けた講座企画を継続実施することにより、男性の講座への参加を促進する。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

講座参加数 A

具体的施策 家庭など仕事以外の生活への男性の参画
生涯学習課

取り組みの名称 「男のライフセミナー」「親子料理教室」など家庭生活に関する講座の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①ライフセミナーの開催
　(1) 男性料理教室　　8館　11講座　167人
　(2) 男性が参加した一般料理教室　　14館　96講座  262人　男性参加率：18％

②親子参加型講座の実施（家事参加促進分野）
　(1) 親子料理教室（パン、お菓子、離乳食等）　13館　38講座　850人（うち男親23人、女親355人）　男親割合：6％

③親子参加型講座の実施（育児参加促進分野）
　(1) ふれあい教室（ビクス、ベビーマッサージ等）　18館　130講座　3,669人（うち男親38人、女親1602人）　男親割合：2％

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やすらぎのある社会 担当部署
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①

　　[内容]　 熊本市における男女共同参画社会の実現をめざし、政策や方針決定の場に参画し、活躍できる指導的地位に立つ
女性人材の発掘や養成、さらには継続できるネットワークの構築を目的として開講。
講座中盤には潮谷義子氏を招き、公開講座「女性の力が社会を変える」も実施した。

　　[講師]　 鈴木桂樹氏（熊本大学法学部教授）、中嶋玲子氏（福岡県男女共同参画センター前館長）
澤田道夫氏（熊本県立大学総合管理学部准教授）、井芹和哉氏（熊本市総務局行政経営課長）
八幡（谷口）彩子氏（熊本大学教育学部教授）、林田美恵子氏（コミュニケーショントレーニングセンター代表）
明石祥子氏（ﾌｪｱﾄﾚｰﾄﾞﾗﾌﾞﾗﾝﾄﾞ代表/ﾌｪｱﾄﾚｰﾄﾞｼﾃｨくまもと推進委員会代表理事）、
潮谷義子氏（学校法人日本社会事業大学理事長、前熊本県知事）、
野田恭子氏（熊本学園大学招聘教授/キャリアウェーブ代表）

　　[参加者]　 のべ202名、公開講座92名

　　[内容]　 父子を対象に、パパによる絵本の読み聞かせを実施。その後、絵本に登場した野菜を参加者全員で調理した。
　　[講師]　 水野直樹氏（パパの読み聞かせ隊）、アシスタント桑野恭輔氏（パパの読み聞かせ隊）
　　[定員]　 親子15組 　[参加者]　 14組32名（男性21名、女性11名）

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 4 3 3 3

人 － 264 340 370 200

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 男女共同参画地域推進委員、まちづくりサポーターなどの人材の育成と活用

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①はあもにいウィメンズカレッジ（全11回）　ウィメンズカレッジ公開講座

ほか

②パパと一緒！絵本でおいしくクッキング

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 A

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・育成した人材の活躍の場を用意するなど、受講後のフォローを継続して行うことが必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・グループ支援制度など、活動の場を提供する。
・対象者に事業企画、講師やアシスタントの依頼を行うなど、実践の場を提供していく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

①ウィメンズカレッジでは女性人材バンク登用を推進した。ウィメンズカレッジの参加動機には「女性支援の取り組みに生かしたい」といった声が
多く見受けられた。事業実施後は、自主的に男女共同参画・ワーク・ライフ・バランスを推進するグループが生まれ、はあもにいのグループ支援
に応募があった。また、ミモザフェスティバルでは、昨年度のウィメンズカレッジ２期生による企画参加（公開プロポーズ）を実施。昨年度までの受
講修了生と卒業後も継続して連携し、事業ができたことは大きな成果である。卒業生のフォローアップにつながるとともに、自主的な活動を支援
することは、地域での男女共同参画推進につながる。
②前年度、はあもにいの事業で結成したグループ「パパの読み聞かせ隊」に講師を依頼し、活動の場を広げた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・ウィメンズカレッジは、受講者の審議員への応募も増えているが、さらに意識づけが必要。個人の学習で終わらない意思決定の場への参画の
推進が必要。受講修了生に対するアプローチも必要。
・北区との連携事業については、広報と当日の運営協力を行っているがさらなる実施団体との情報共有、連携が必要。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・受講修了生向けのフォローアップ講座や　情報の提供を継続して行い、審議員等、政策・意思決定の場への参画を促した。
・北区との連携講座の講師が、はあもにいの講座から生まれた「パパの読み聞かせ隊」の隊長であったため、積極的な広報がしやすかった。ま
た、当日の対談の中で、「パパの読み聞かせ隊」などの活動が紹介された。
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 － 129 127 157 200

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
男女共同参画課

取り組みの名称 男女共同参画地域推進員、まちづくりサポーターなどの人材の育成と活用

平
成
２
７
度
実
施
概
要

○男女共同参画地域推進員研修会の実施
日時：平成28年2月3日（水）　13：30～15：30
場所：熊本市男女共同参画センターはあもにい　2階　学習室　　参加者：15名
研修内容：・地域における活動の事例発表　　　　発表者　平橋　祐子　氏（壺川地域・男女共同参画地域推進員）
　　　　　  　・今後に向けた地域における活動をテーマとしたワークショップ 　　　ファシリテーター　越地　真一郎　氏（熊日ＮＩＥ専門委員）
○地域（西区）における男女共同参画連携事業について
日時：平成28年1月23日（土）10：00～13：00
場所：西部公民館調理室　　　参加者：18名
テーマ：カジダン応援！西区の食材で家族が喜ぶメンズクッキング
講師：水野 直樹 氏（日本パパ料理協会公認 肥後飯士の会）ほか補助者1名
○地域（北区）における男女共同参画連携事業について
日時：平成27年11月23日（祝）13：30～
場所：植木文化センター 2階 多目的ホール　参加者数：44名
テーマ：「食卓から始める家族の団らん」
出演者：水野 直樹　氏（熊本市地域づくりアドバイザー）
　　　　　　林田 万寿美　氏（社会福祉法人 喜育こども園 副園長）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

各区役所や地域推進員等と連携した
出前講座等の参加者数 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

依然として目標値との乖離があり、また参加者数が比較的多い講座等の実施の有無に大きく左右される部分があり、各区連携事業等、継続事
業での参加者数の増加を確実に図る必要があるため。

平成26年度に実施した地域推進員意向調査にて、協力の意思を示した方々を中心に、昨年度に引き続き研修会を実施。今回は、実際に地域で
活動を行っていらっしゃる方に事例発表をいただき、具体的な取り組み内容を紹介できたことで有意義だった。しかしながら、参加者数について
は、昨年度同様伸び悩み、概ね前回並みの参加者数であった。
各地域（区）との連携事業では、旧植木町当事から継続して行う北区男女共生会議、また昨年度は西区において開催できた。その西区では、男
性が積極的に参加できるような内容で、新たな取り組みが実施できた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 各区での開催については、さらに他の区においても実施していかなくてはならないが、その中で、地域推進員とどういう連携を図るかも含め、地
域推進員の方向性を具体的にしていく必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
地域推進員研修では、平成26年度に行った研修内容の次のステップとして、推進員として何ができるかをテーマとしたワークショップを開催し
た。少ない参加者数ながらも、それぞれの意見を聴くことができ、今後の参考となった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 各区との連携事業や地域推進員の活動など、市民の身近な範囲での啓発として重要な部分の一つであるが、はあもにいと協力し工夫を凝らし
た事業の実施や研修内容の工夫など行うも、参加者数の伸び悩みは大きな課題と言える。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
地域推進員については、より具体的な活動内容の検討、また、地域との連携事業については、更に興味を持ってもらえるような事業の実施と参
加者数の増加に向けた取り組みが必要。
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進 地域活動推進課・
各区まちづくり推

進課取り組みの名称 男女共同参画地域推進員、まちづくりサポーターなどの人材の育成と活用

平
成
２
7
度
実
施
概
要

①まちづくり担い手育成事業
【南区】　南区地域コミュニティづくり講習会と称し、町内自治会長や校区自治協議会長を対象に、「地域を担う人材探しのヒント」をテーマとし
て実施した。
　　　　　⇒地域におけるまちづくりを進める上で、地域の担い手をいかに発掘し育成するのかを各町内会の辞令を踏まえながら全員で検討を
した。
　　　　　≪南区まちづくり推進課実施分≫
　　　　　　参加者80人（うち女性2人：2.5％）　平成28年2月26日に実施。
②歴史学習講座の開催
【東区】　東区の歴史や文化を次世代に継承するため、その魅力を守り育てる活動として託麻・東部・秋津公民館において、歴史学習講座を開
催した。
　　　　　女性の参加者
　　　　　・東部公民館　文化遺産をテーマとした講座２回開催　参加者総計23人（全参加者の42.6％）
　　　　　・託麻公民館　託麻地域をテーマとした講座４回開催　参加者総計60人（全参加者の39.2％）
　　　　　・秋津公民館  横井小楠をテーマとした講座５回開催　参加者総計25人（全参加者の43.1％）
③広報サポーターの養成
【東区】　地域に密着した情報の収集や発信をするため、校区に広報サポーターを養成し、地域の広報支援やWeb等を活用した広報活動を
行った。
　　　　　・広報サポーター　6人（全サポーターの40％）
④平成27年度　女性自治会長　57人（全体の6.3％）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

【中央区】「まちづくり」への関心を高めるため、まちづくりマガジン「まちのわ」・区だより・公式フェイスブック等により地域活動・まちづくり活動の
魅力を広く伝えた。
【東区】・歴史学習講座の開催により、東区の歴史や文化について見る・聞く・触れる機会を広く提供し、地域の歴史遺産や文化財を次世代に継
承していく機会が図られた。
・各地域に点在する広報サポーターが区の広報に携わることで、より地域に密着した区民が欲しい情報を提供することができた。
【南区】今地域に求められるテーマを検討しあった講習会は対象者に対しても、南区一体となった課題への取り組みと捉えられ良かった。参加者
の意見からも、地域におけるまちづくりに必要なスキルの向上が図れたものと考える。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
【中央区】多様な人材・幅広い世代をまちづくり活動で活用するためには、普段、まちづくり活動や地域活動に関わりの少ない区民のまちづくりへ
の関心を高めるためにも、情報発信を工夫する必要がある。
【東区】事業廃止に伴い該当無し
【西区】まちづくり交流室により行う事業の認識により、まちづくり推進課では事業実績なし。
【南区】講習会への参加者の増員
【北区】事業廃止により「該当なし」

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】

【中央区】普段、まちづくり活動や地域活動に関わりの少ない区民のまちづくりへの関心を高めるため、マガジン・区だより・フェイスブック等の情
報発信に加え、今後様々な世代・人材がまちづくり活動に参加することを目的として、写真やイラストで地域活動・まちづくり活動の楽しさを伝え
る「まちのわ」カレンダーを試験的に作成し、市外転入者、自治会未加入者、地域住民等への配布を行った。
【南区】区内のまちづくり交流室との連携強化及び参加者のまちづくりに関するスキル（広報誌の作り方）の向上のための講習会を実施した。

2
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
【中央区】多様な人材・幅広い世代をまちづくり活動で活用するためには、普段、まちづくり活動や地域活動に関わりの少ない区民のまちづくりへ
の関心を高めるためにも、情報発信を工夫する必要がある。
【西区】事業について各まちづくり交流室との連携がとれていなかった。
【南区】講習会への参加者の増員

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
【中央区】引き続きマガジン・区だより・公式フェイスブック等でまちづくり活動・地域活動の魅力を情報発信していくとともに、まずは、地域活動の
担い手となってもらえるようなメリットや担い手として必要なスキルのニーズ把握に努める。
【西区】各まちづくり交流室との連携を強化し取組みを強化していきたい。
【南区】まちづくり等に役立つ魅力ある講習会の企画
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3

12

②

児童館

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

－ － － － － －

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
子ども支援課

取り組みの名称 公民館、児童館、地域コミュニティセンターなどの地域の拠点施設における男女共同参画に関する事業の展開

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①児童館において、季節に応じた行事や地域の特色を活かした催し、幼児と保護者を対象とした朝の活動、小学生を対象とした児童クラブ活
動、子育て支援に関する情報の提供などを行った。

②母親クラブの活動を支援し、地域組織活動を推進した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

－

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・児童館行事や朝の活動、児童クラブ活動、子育て支援事業を企画運営する事により、健全育成と子育て支援に取り組む事が出来た。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・児童館については、継続して子育て支援に関するサービスの充実に努める必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
 ・児童館については、子育て支援に関する情報の提供、育児の悩みや不安についての相談、親同士の仲間づくりの場などのサービス向上に取
り組んだところ。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・児童館については、継続して子育て支援に関するサービスの充実に努める必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
 ・児童館子育て支援に関する情報の提供し、季節感のある行事や地域の特色を活かした催しを実施するなど、利用者のニーズに応じた活動を
行なっていく。
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12

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 965,163 1,031,095 1,084,596 1,161,526 1,230,000

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
地域活動推進課

取り組みの名称 公民館、児童館、地域コミュニティセンターなどの地域の拠点施設における男女共同参画に関する事業の展開

平
成
２
７
度
実
施
概
要

・（仮称）熊本市楡木地域コミュニティセンターの建設にかかるワークショップを実施した。また、誰もが気軽に利用できる施設を目指して、性別
や年齢にかかわらず、幅広く参加していただくよう地域に働きかけた。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

地域コミュニティセンター利用者数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・地域コミュニティセンターの利用者数が平成２０年度から平成２７年度にかけて196,363人増加していることを評価した。

・（仮称）熊本市楡木地域コミュニティセンターの建設にかかるワークショップを実施した。ワークショップの参加状況は以下のとおり。

【実績】
１回目：17人（男性：10人・女性：7人）
２回目：13人（男性：9人・女性：4人）
３回目：13人（男性：10人・女性：3人）
４回目：17人（男性：13人・女性：4人）
合　計：60人（男性：42人・女性：18人）

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・引き続きワークショップ開催前の事前説明会の際に、参加者については各種団体の長に限らず広く募っていただくこと、特に女性の参画を依
頼することにより、ワークショップにおける女性の参加率を向上させる必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・ワークショップ実施にあたって性別や年齢にかかわらず、幅広く参加していただくよう地域に働きかけた。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・男性に比べ女性の参加者が少ない。
・回を重ねるごとに女性の参加者が少なくなった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・平成２８年度はワークショップは実施しないが、今後も女性が参加しやすい環境をつくるために地域と話し合いながらワークショップを実施して
いきたい。
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③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
男女共同参画課

取り組みの名称 地域における女性の参画にかかる好事例の情報提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

○男女共同参画週間記念講演会
　テーマ：女性の参画で社会も地域も変わる　～ともに暮らし　ともに創る　地域社会の実現に向けて～
　日時：平成27年6月27日（土）13：30～15：30
　場所：男女共同参画センターはあもにい　多目的ホール
　講師：中嶋　玲子さん（福岡県男女共同参画センター　前館長）

○男女共同参画地域推進員研修会の実施（再掲）
　日時：平成28年2月3日（水）　13：30～15：30
　場所：熊本市男女共同参画センターはあもにい　2階　学習室　　参加者：15名
　研修内容：・地域における活動の事例発表　　　　発表者　平橋　祐子　氏（壺川地域・男女共同参画地域推進員）
　　　　　　  　・今後に向けた地域における活動をテーマとしたワークショップ 　　　ファシリテーター　越地　真一郎　氏（熊日ＮＩＥ専門委員）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

-

　　男女共同参画週間記念講演会の講師として、福岡県女性農村アドバイザー第１期生の認定を受け、杷木町町議会議員、杷木町長を歴任
後、平成17 ～ 22年まで「福岡県男女共同参画センターあすばる｣館長を務められた、中嶋玲子さんを招き講演会を実施。地域の変革には女性
の参画が不可欠であるというテーマで、興味深い内容であった。
　　地域推進員研修会では、実際に地域において様々なコミュニティの中で活動をされている平橋祐子さんに事例発表として、地域推進員を対
象に具体的な取り組みを紹介いただくことで、地域における男女共同参画を身近に印象づける機会として有意義であった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 女性人材としての個人の活躍についての情報発信はできたものの、潜在的に存在する、女性が活躍する団体や市民グループに対してのアプ
ローチまでには至らなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
先進的に取り組む企業等へのアプローチに終始した印象であり、結果的に地域を拠点とした団体やグループなどへのアプローチは不十分と
なった。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
実際に活動をされている人材などからの情報収集や、そこからの横への拡がりなど、アプローチの手段について再度検討が必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
地域で活動する団体やグループ、またその活動内容等についての情報を有すると考えられる各区や、市民グループ支援を行うはあもにいとの
連携を密にすることで、新規開拓に努めたい。
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12

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

団体 17 30 31 27 35

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
子ども支援課

取り組みの名称 ＰＴＡ活動、プレイパーク事業など地域活動への男性の参加の促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

【エンゼル基金助成事業】
　次代を担う子どもたちが、いきいきとたくましく、健やかに育つ環境づくりに資するため、子育て支援活動等を行う団体に対し、活動資金の一
部を助成する。新規設立団体及び父親の子育てを推進する団体からの申請数減少に伴う助成制度の見直しを行った。
　　【助成対象】
　　　　　①時代に即した子育て支援活動
　　　　　②就学前児童の健全育成を目的とした活動
　　　　　③障がいをもつ児童を支援する活動
　　　　　④ひとり親家庭及び両親のいない児童を支援する活動
　　　　　⑤父親の子育てを推進し、もって児童の健やかな成長に寄与する活動
　　　　　⑥その他、エンゼル基金運営委員会において、エンゼル基金助成にふさわしいと認めた活動
　　　【助成額】
　　　　　スタートアップ枠（2ヵ年度）5万円、企画枠（単年度）10万円上限
　　　　　助成額合計　2,225千円
　　　　　平成27年度助成団体数：27団体

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

助成団体数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

助成団体数はH２６に比べ数件減少しているものの、目標値に対し概ね順調に推移しているため。

・助成制度の見直しを行ったことにより、助成対象が明確となった。（スタートアップ枠：新たに活動を開始使用とする団体、企画枠：優れた事業を
実施使用とする団体。特に効果的・先進的な取組で、他の模範となる活動が対象。）
・新規申請件数の減少により助成団体数が減少した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 新規設立団体が少なく、新規申請件数が減少しており、逆に、継続して申請を行う団体が増加するなど、基金へのニーズが変化しており、新規
団体に対する周知方法の検討とともに、地域の模範となるような団体の育成を行い、引き続き効果的な助成を行っているか検証する必要があ
る。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　制度変更に伴う内容の周知を行うとともに、子育て支援ネットワーク関係団体含め、子育て支援を行う団体に対し、基金の周知・広報を行っ
た。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
　引き続き、新規団体に対する周知方法の検討、地域の模範となるような団体の育成、効果的な助成についての検証を行う。
　今後、基金の長期運用（有価証券）による運用益収入については低金利が続く中、これまでと同程度の運用益収入が見込めない状況であるた
め、事業規模を見直す必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　運用益収入見込みを勘案しつつ、事業規模の見直しを図る。
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3

12

④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

箇所 17 21 21 22 25

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
生涯学習課

取り組みの名称 ＰＴＡ活動、プレイパーク事業など地域活動への男性の参加の促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①冒険遊び場（プレイパーク）活動を推進するため、各区役所まちづくり推進課と連携し、必要な遊び材料代等の支援やプレイリーダーの派遣
を行った。
参加者数：3,860人（男女別の統計はとっていない。）

②地域の開催実行委員会21団体で構成するプレイパークネットワーク会議熊本と情報交換を行うなど、連携強化を図った。

③広報・啓発事業として体験プレイパークを開催した。

※冒険遊び場（プレイパーク）：「自分の責任で自由に遊ぶ」をモットーに開設する子どもの遊び場であり、戸外における遊びを通して子どもた
ちの協調性、自主性、創造性など「生きる力」を養うことを目的とするもの。

※子どもたちを対象とした事業を実施するなかで、男性に限らず広く地域の方々が参加しやすい場を提供することにより、男女共同参画の推
進に寄与できていると考えられる。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

プレイパークの開設箇所数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

関係団体や地域との連携し、プレイパークの新規開設に取り組めたため。

・プレイパーク活動を通して青少年の育成が図られている。
・プレイパーク月間において、4箇所のプレイパークにて体験プレイパークを開催し、多くの参加者にプレイパーク活動を周知することができた。

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
プレイパーク新規開設の促進

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
関係団体や地域との連携を強化しながら、新規開設に取り組むことできた。

2
7
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
子どもたちの利用を促進するため、広報・啓発事業を充実する必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
SNS等による情報発信など、広報・啓発に取り組む
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④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２４）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

27
年
度
事
業
の
分
析

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進 地域活動推進課・
各区まちづくり推

進課取り組みの名称 ＰＴＡ活動、プレイパーク事業など地域活動への男性の促進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①自治会長研修交流会
【中央区・南区・北区】
町内自治会の地域活動についての先進的事例の紹介、外部講師による講演を実施し、参加者による意見交換を行い情報共有に努めた。
中央区：平成28年2月9日開催、97町内97名参加
南区：平成28年2月26日開催　80名参加（地域づくりコミュニティ講習会として、自治会長、自治協議会長を対象に実施した。）
北区：平成27年11月25日開催　230町内112名参加（地域課題の解決に向けたワークショップも併せて実施した。）
【東区】
外部講師による講演を行い情報共有に努めた。（平成27年10月30日開催、63名参加）
【西区】
町内自治会長研修として「１０年先の地域づくりを考える～子どもは地域が育てる～」講演会を行った。平成28年2月10日開催、49名参加
②新任自治会長研修会
【中央区】
町内自治会に関する諸制度の説明、事例紹介、ワークショップを行った。（平成27年7月29日開催、22名参加）
【東区】
町内自治会に関する諸制度、まちづくり推進課の業務・役割の説明等を実施。（平成27年6月3日開催、32名参加）
【南区】
町内自治会に関する諸制度、まちづくり推進課の業務・役割の説明等を実施。（平成27年7月9日開催、39名参加）
③校区連絡会議・校区自治協議会連絡会議
【中央区・南区】
校区自治協議会長等の校区代表者及び区役所職員で構成され、各校区相互及び校区と区役所との情報交換を行った。
【北区】
各校区自治協議会長と区役所執行部との意見交換・情報交換が図られ、情報の共有化や身近な存在である区役所の周知に努めた。
中央区：３回開催   東区：３回開催   西区：１回開催   南区：１回開催     北区：２回開催

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①【中央区】自治会長研修交流会では、ささえりあ浄行寺の田口氏を講師に、「地域での支えあい」について講演を行うとともに、一新校区第２町
内自治会・大江校区第１町内自治会の事例発表を行った。
【東区】外部講師による講演を行い情報共有することで、他の自治会でも身近に取り組める課題としてとらえれることができ今後の活動の参考と
することができた。
【西区】子どもたちとの関わり方の視点からの地域づくり講演会を行い、老若男女がともに地域での子育てに参加するという機運の高まりがみら
れた。
【南区】南区地域づくりコミュニティ講習会では、関心事が高い「地域を担う人材探しのヒント」をテーマに地域づくりアドバイザーを講師に迎え、参
加者の実情や実例を発表してもらいながら全員で検討したことで、南区としての一体感が醸成され、今後の活動の参考になった。
②【中央区】
中央区新任自治会長研修会では、中央区新任自治会長研修会では、地域の若い力を自治会活動に上手に取り入れている自治会の事例発表
を行い、また例年同様、小人数のグループでワークショップを行い自治会長単独ではなく、複数人のワークショップ形式で自治会運営を考えるや
り方を、夏祭りの企画会議をするという過程で経験した。
【東区】町内自治会に関する諸制度、まちづくり推進課の業務・役割の説明等を行うことで、新任自治会長の業務の軽減や今後の自治会運営に
対する一助となった。
③【中央区・南区・東区・北区】
校区連絡会議・校区自治協議会連絡会議では日頃の各校区の地域活動状況等の情報交換を行い、校区相互の連携や区の特性を活かしたま
ちづくりに対する地域の意見の収集の場として活用できた。
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画
会
議
の
意
見

2
6
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
【中央区】
①アンケートでは、区自治会研修交流会の内容について概ね好評だったが、常に地域のニーズを把握していく必要がある。
②アンケートでは、中央区新任自治会長研修会の内容について概ね好評だったが、常に地域のニーズを把握していく必要がある。
③単なる区役所からの情報提供ではなく、より校区相互の連携ができるよう、校区連絡会議の内容を工夫する必要がある。
【東区】
・新任自治会長研修会及び自治会長研修会を毎年行うことにより、各自治会長の各種申請に係る精神的、事務的負担軽減の解消に努める。
・自治会加入促進については、引き続き町内自治会と連携し取り組む必要がある。
【西区】
先進地からの講習等で町内自治会の地域での活動等の足がかりを共通認識したが、各自治会のあり方等の相違があるため、今後の活動につ
ながるまでには至らなかった。
【南区】
②新任自治会長研修会の開催
【北区】自治会役員人材不足等に関する各町内自治会が抱える課題等の解消、他自治会との情報交換。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
【中央区】
①地域でのささえあいについて、ささえりあ浄行寺の田口氏に講演いただき、好評を得た。
②地域の若い力を自治会活動に上手に取り入れている自治会の事例発表を行い、また例年同様、小人数のグループでワークショップを行っ
た。
③校区連絡会議内で、校区から他校区への情報提供の機会を作った。また、校区自治協議会長の連絡先を会長たちの同意を得て、相互に提
供し、互いに連絡が取りやすい体制づくりを行った。
【東区】
・新任自治会長及び自治会長研修会を実施し、各種申請等に係る精神的、事務的負担軽減に努めた。
・自治会加入促進については、地域課題検討会において解決策を検討するとともにリーフレットの作成等を実施した。
【西区】窓口での相談等を強化し、課題を協働により解決することに努めた。
【南区】①、③の研修・会議では、各会長や団体長の負担感ばかりではなく、地域活動やまちづくり活動の楽しさや充実感を得てもらえるような工
夫を行った。
【北区】自治会長研修会を、補助金申請説明会5月、研修会11月の2回に分けて開催したが、研修会は11月開催では遅いとの指摘をいただい
た。

2
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
【中央区】
①アンケートでは、区自治会研修交流会の内容について概ね好評だったが、常に地域のニーズを把握していく必要がある。
②アンケートでは、中央区新任自治会長研修会の内容について概ね好評だったが、常に地域のニーズを把握していく必要がある。
③単なる区役所からの情報提供ではなく、より校区相互の連携ができるよう、校区連絡会議の内容を工夫する必要がある。
【東区】
・新任自治会長研修会及び自治会長研修会を毎年行うことにより、各自治会長の各種申請に係る精神的、事務的負担軽減の解消に努める。
・自治会加入促進については、引き続き町内自治会と連携し取り組む必要がある。
【西区】
・地域ぐるみでの子育てを推進するためには老若男女の相互理解が必要であるがまだその段階には至っていない。
【南区】
・自治会役員人材の発掘と育成等に関する各町内自治会に見合った手法の検討、他自治会との情報交換。
【北区】自治会役員人材不足等に関する各町内自治会が抱える課題等の解消、他自治会との情報交換。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】

【中央区】
①②③の研修･会議の内容については、町内自治会長や校区の各種団体長の負担感ではなく、地域活動・まちづくり活動の楽しさや充実感が
もっと伝わるような工夫を行う。
【東区】
・自治会運営の参考となるよう新任自治会長及び自治会長研修会を実施する。
・町内自治会と連携し、リーフレット等を活用した取組みを実施する。
【西区】
・地域ぐるみでの子育てを推進するためのワークショップ等、世代や性別を越えた対話の場を作る。
【南区】地域づくりコミュニティ講習会の内容の充実
【北区】自治会長研修会において、自治会長による講演会を開催し、自治会運営の意義や魅力について認識を深めていただく。
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⑤

　　[内容]　 「食卓から始める家族の団らん」を題材に座談会を実施。オープニングで北区女性団体連絡協議会による「寸劇」あり。
男女共同参画視点での子どもとの関わりとして、はあもにいで講師を務めたこともある水野氏より、
はあもにいの主催事業「パパと子の料理教室」や「パパの読み聞かせ」が例として紹介された。

　　[主催]　 北区女性団体連絡協議会、熊本市男女共生推進室、熊本市男女共同参画センターはあもにい、北区役所
　　[講師]　 水野直樹氏（あそび合い創造集団「PaPaラボ」代表）、林田万寿美氏（喜育こども園副園長）
　　[参加者]　 44名(男性4名、女性40名）

②カジダン応援！家族が喜ぶ男性料理教室（西区）
　　[内容]　 家族のために料理をつくることをテーマに男性料理教室を実施。西区の農産物を使ったレシピを紹介した。
　　[講師]　 水野直樹氏（日本パパ料理協会公認肥後パパ料理の会）
　　[参加者]　 男性18名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 － 129 170 62 200

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進 男女共同参画課・各区ま
ちづくり推進課・
男女共同参画センター
はあもにい取り組みの名称 男女共同参画センターはあもにいと連携した各区での啓発事業の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①ずっと住みたいわが町～みんなで考えてみようこれからの暮らし方～（北区）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

各区での啓発事業の参加者数 C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

各区での啓発事業の参加者数　：　前年度の人数を下回り、平成30年度の目標値にはまだ達していないため

①北区女性団体連絡協議会との連携は昨年よりスタートし今回は2回目の開催。講師が家族の団らんや家族の役割を自身の子ども時代と現代
を比較しながら語ることで、これからの暮らし方を楽しく学べる会になった。
②西区との連携事業では、先に西区で実施していた、料理コンクール入賞作品のレシピを使用し、地元農協組合提供の農産物を使用して、男
性料理教室を実施した。西区、はあもにい、双方にとって、スムーズな流れで、連携がうまくいった。また、「肥後パパ料理の会」に講師を依頼し、
市民団体に活躍の場を提供することができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・連携講座では、参加状況を当日まで把握できなかったり、参加者が定員に満たなかった講座もある。より効果的に連携、実施するためには、
情報の共有、広報計画等について、担当公民館や関連団体と綿密に打ち合わせをし、情報を共有する必要あり。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・各区のニーズにあわせた講座の実施につとめた。
・適宜、参加状況を確認しながら進めた。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・北区の連携講座では、参加者が比較的、男女共同参画に関心があり意識が高い人が多かった。そうでない人への参加の呼びかけが難しい。
・男性料理教室では、ターゲットは子育て世代の父親だったが、申込スタート時は、60代が大半を占めていた。その後、対象者への直接の声掛
け等で20～40代の参加が増えた。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・広く一般に向けた男女共同参画の啓発講座では、できるだけ間口を低くし、男女共同参画に関心のない人にも参加しやすくする工夫をする。
・子育て世代の男性の参加を促すためには、対象を親子に絞り、参加しやすくするなど工夫する。
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⑥

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 29 71 75 76 75

％ 43 67 73 78 85

％ 86 89 87 88 95

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 地域における男女共同参画の推進
危機管理防災総室

取り組みの名称 防災分野における男女共同参画の推進

平
成
２
７
度
実
施
概
要

 ・本市地域の災害対策について必要な事項を定めた熊本市地域防災計画において、防災における男女参画推進を下記のとおり定めてい
る。

①熊本市備蓄計画に基づき、非常食糧及び生活必需物資等を備蓄する際、備品品目については、災害時要援護者・女性・育児の視点に留
意する。
②避難場所の運営体制については、「避難所運営マニュアル」に基づき、地域住民と連携した訓練の実施に留意し、その際、男女共同参画の
視点に配慮する。
③災害時の市職員の配備について、女性の職員については、防災業務の配備体制（情報収集・広報活動、その他）での役割を明確にしたうえ
で災害活動に当たらせるものとする。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

災害時応援協定締結数 A

自主防災クラブ世帯結成率 A

避難場所の認知度 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・災害時応援協定締結数及び自主防災クラブ世帯結成率については、東日本大震災や九州北部豪雨災害などを踏まえ防災意識の高まりもあ
り、順調に推移している。
・避難場所の認知度については、「まなぼうさい」や出前講座等の開催及び地域版ハザードマップ作成を推進している中、世帯単位で確認する
よう取り組んでいるものの認知度は目標値に至っていない。

①非常食糧、生活必需物資については、備蓄品に加えて避難者の状況に即し提供できるよう、百貨店、スーパー、コンビニ等と災害協定を締結
しており、平時から連絡体制等の確保に努めた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・平成２５年度に実施した防災アセスメント（被害想定）調査結果、人口の増加や土地利用の変化、ライフラインの急速な整備等の社会的環境
が著しく変化したことが要因で、地震の規模、避難生活者数、被害者数、災害廃棄物の発生量など大幅に増大したことにより、地域防災計画及
び備蓄計画の改訂を要する。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・被害調査結果を踏まえた地域防災計画の全面改訂を実施する（２９年度末までの３箇年計画）。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・被害調査結果を踏まえた地域防災計画の全面改訂及び想定避難生活者数に応じた備蓄計画の改訂。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・地域防災計画の全面改訂に伴い検討委員会を設置。
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①

　　[内容]　 男女共同参画を推進する市民団体と協働で、2日間にわたるフェスティバルを開催。
　　[講師]　 参加団体は日ごろの成果や活動内容を発表した。

①記念講演会「ライフレシピ」 パトリス・ジュリアン氏（ライフスタイルデザイナー）
②映画上映会「マダム・イン・ニューヨーク」　③市民団体イベント（38団体）　④クイズラリー

　　[参加者]　 2日間　のべ3,562名

②市民グループ企画　「日本一幸せな従業員をつくる」上映会と講演会
　　[内容]　 市民グループ「チーム☆ミラクル」の主催企画。

4期連続赤字経営のホテルアソシアの再建を描いたドキュメンタリー映画上映と講演会を実施。
　　[講演者]　 柴田秋雄氏（ホテルアソシア元総支配人）
　　[参加者]　 110名

③よんでよんでの会
　　[内容]　 センター１階「幼児室」スタッフが中心となり毎月１回第1火曜日に企画・運営している事業。
　　[参加者]　 189名

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 - 15 13 13 12

人 - 3,172 3,868 3,562 2,400

人 - 133,450 149,558 158,578 135,000

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画センターはあもにいの機能充実 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 「はあもにいフェスタ」「市民企画セミナー」の開催など、市民ニーズを捉えた意識啓発や社会参画支援のための事業の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①はあもにいフェスタ2015　　「ミラクルパワーくまもと！ 集まる、つながる、わたしも輝く」

その他

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

はあもにいフェスタ来場者数 A

年間利用者数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
はあもにいフェスタ来場者数　：　前年度の実績値を下回っているが、平成30年度の目標値に達しているため
年間利用者数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

・はあもにいフェスタでは、参加団体の実施内容は多岐に渡り、より充実したものになっている。参加団体による委員会制が定着し、例年以上に
参加団体同士の連携が深まった。27年度からフェスタでの熊本市文化事業協会主催映画上映会の同時開催がなくなったが、映画上映の継続
を望む声が多く、2本から1本上映に変更して実施。上映会が1回減ったため、全体の参加人数の減少につながった。
・市民グループ企画は、「異世代交流」「気軽に政治について語る」「個を大切にした経営」「ＤＶ加害者教育プログラム」といった多彩な内容で実
施。普段、当館に来館することが少ない、30代～50代の経営者や、自営業者、会社員などにも来館してもらえ、学び考える場を提供することがで
きた。
・よんでよんでの会は、月に1回の開催が定着し、天候などに左右されることもあるが一定数の参加者がある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・はあもにいフェスタでは、参加団体間の活動内容の理解や交流があまり進んでいない。
・市民グループ企画については、事業終了後の市民団体との継続的な連携の場が少ない。また、当日運営のアドバイスなど、はあもにいとし
て、もっと市民団体に協力できる部分もあった。より細やかなサポートが必要。
・地域との連携事業では、黒髪校区の方が多くいたにも関わらず、はあもにいの講座・イベントに「初めて参加した」という回答が50パーセントで
あった。また、はあもにいの関わり方が、冒頭での活動紹介にとどまっている。より積極的な連携ができないか。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・はあもにいフェスタでは、委員会活動を強化するとともに、参加団体の交流を促進するような交流会を企画、実施した。また、各団体の紹介をＨ
Ｐやクイズラリーの解答に印刷して配布するなど、団体の情報を発信する機会をもった。
・前年の市民グループ企画参加団体の有志が、27年度も引き続き、市民グループ企画で事業を実施した。個々の団体のニーズにあわせたサ
ポートを実施した。
・地域住民との距離を縮め、より親しみやすい会館になることを目指して、はあもにい通信、ＨＰ、Facebook、を通して会館の取り組みを紹介する
など、アプローチを行った。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・はあもにいフェスタでは、さらなる市民団体の主体的な参加が、よりよい運営につながる。また、一部の市民団体は集客ができていないところも
ある。
・市民グループ企画では、それぞれの団体がはあもにいに求めるものが異なるので、よりきめ細やかなサポートが必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・はあもにいフェスタにおいては、委員会活動等を強化し、市民団体の声を運営に反映させる。団体同士の交流もすすめ、実施企画や広報の面
からも協力できるよう働きかける。当日運営ボランティアについても、事前準備に参加のできる方には積極的に参加してもらい、それぞれができ
る形での市民協働イベントとして盛り上げていく。
・引き続き、市民グループ企画は、個々の団体の要望にそったより細やかな支援をしていく。
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②

　　[内容]　 男女共同参画を推進する市民グループ（原則発足3年未満）の自主的な活動を支援するため、活動場所の提供、
印刷機の使用、メールボックスの提供、広報協力などを行う。支援期間は2年間（3年の延長可）。

　　[支援団体数]　14団体（新規支援3グループ、継続11グループ）

　　[内容]　 男女共同参画を推進する市民団体と協働で、2日間にわたるフェスティバルを開催。
参加団体は日ごろの成果や活動内容を発表した。

　　[参加者]　 2日間　のべ3,562名

　　[内容] 毎月発行。実施講座や館内ホールのスケジュール、男女共同参画についての情報、館長メッセージ等掲載。
　　[配布先]　 館内、黒髪町内（自治会を通して400戸）、市内公共施設、公民館、コミュニティセンター、地場企業など

その他

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

団体 － 15 14 14 20

団体 － 37 40 38 40

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画センターはあもにいの機能充実 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 男女共同参画社会を目指す団体などの活動支援及び情報提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①男女共同参画推進するグループ支援制度

②はあもにいフェスタ2015　　「ミラクルパワーくまもと！ 集まる、つながる、わたしも輝く」

③「はあもにい通信」の発行

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

支援グループ数 B

はあもにいフェスタ参加市民団体
数 B

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

支援グループ数　：　ほぼ横ばい状態で、平成30年度の目標値にはまだ達していないため
はあもにいフェスタ参加市民団体数　：　前年度の人数を下回り、平成30年度の目標値にはまだ達していないため

①グループ支援団体は、はあもにいフェスタでは積極的に活動しているが、その他の活動については、団体によって活動状況やはあもにいの利
用に差がある。そこで、グループの活動内容がわかる掲示物を作成し、男女共同参画週間に掲示したり、ホームページで紹介するなどの情報
発信を行った。
②はあもにいの主催講座や男女共同参画に関する募集など、関連する団体には、積極的に情報を提供した。また、フェスタ参加団体同士がお
互いの活動内容をあまりよく知らず、当日の来館者にも伝える場がなかったことから、クイズラリーの解答に裏面に参加団体の紹介をいれ配布
もした。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・支援グループの中で、はあもにいの利用があまりない団体がある。
・はあもにフェスタの参加団体間の交流があまり進んでいない。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・新規の参加団体を含めて、支援グループの説明会と交流会を行った。
・委員会活動の強化や参加団体の交流を促進するような交流会を企画、実施した。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・支援グループ登録後、はあもにいの利用が少ない団体もあり、その原因を確認できていない状態。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・利用の少ない支援グループについては、個別にヒアリングを実施し、支援できることがないか検討する。
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③

　　[内容]　 男女共同参画や生活文化に関する図書、ビデオ、資料等の情報の収集と提供を通じて、女性の社会参画や
地域のネットワークづくりを支援し、男女共同参画問題解決の糸口を提供する。

　　[蔵書数] 18,305冊
　　[視聴覚資料（ビデオ・DV）蔵書数]　441本

　　[内容]　 講座情報、男女共同参画に関するニュース、センターの施設情報（ホールの催事）などを随時更新。
Facebookも随時更新。当センターの活動、役割を発信するとともに、受講生・講師・センター利用者を
リアルタイムでつなぐ情報発信ツールとして運用している。

その他

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 － 5,476 6,959 8,536 5,500

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画センターはあもにいの機能充実 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 夫婦や家族・生き方などに関する相談の実施及び男女共同参画に関する情報の収集・提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①情報資料室

　　[27年度利用者数]　8,536名

②はあもにいホームページ、Facebook

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

情報資料室利用者数 A

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

情報資料室利用者数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

①情報資料室の利用者数が順調に伸びている。森都心プラザ図書館や城南図書館と連携した事業「本読人」など新しい試みを行った。
②ホームページ等では講座情報やスタッフブログなど更新の回数を多くすることで、身近なはあもにいを感じていただくよう工夫している。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・情報資料室については、関係者や講座受講生を除き、一般利用者への周知徹底についてはまだ不足している。行政相談所については、利用
人数が少ない。男女共同参画週間の「パネル展示」は、イベントの報告という形式をとったため、時間をかけて作ったパネルの使い回しができな
いのが難点。はあもにい通信については、情報を発信することに終始してしまい、読者の声を直接聞く機会が少ない。ＨＰやＦａｃｅｂｏｏｋでは、男
女共同参画に関する多岐にわたる情報を、すべての媒体で同じ情報を紹介する必要があるかどうか迷いがあった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・「本読人」など他図書館と連携した事業を実施し、情報資料室の一般利用者への周知を行った。
・行政相談所については、地域で回覧しているはあもにい通信、講座受講生へのチラシ配布などで周知を広げた。
・パネル等制作したものは、他の媒体でも閲覧できるように画像で保存し、必要なときに使用できるようにした。
・はあもにい通信については、自治会の方々などにヒアリングを行い、随時改良に努めている。
・発信する情報の内容によって使用する媒体を選別するなど情報を整理し計画的に発信している。

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・若年層へ向けての情報提供、はあもにいの想起率アップへの取り組みが不足している。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・ＳＮＳの活用を行い、情報提供や講座申込へのアクセスをしやすくするなどして、若年層への男女共同参画への意識を高める。
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④

　　[内容]　 熊本市内の中学生、大学生、および職業訓練支援センターなどのインターンシップ、実習を受け入れ、
職場・施設体験、男女共同参画について学ぶ場を提供した。

　　[参加校]　 熊本学園大学、ルーテル学院大学、崇城大学、熊本県立大学、尚絅大学短期大学部、県立技術短期大学校など
　　[参加者]　 19名

②市民グループ企画　女の平和＆８８パエーリャパーリー
　　[内容]　 市民グループ「環境ＮＰＯ緑の生活（くらし）ネットワーク」の主催企画。

平和と政治について気軽に、本音で語る場を提供し、政治に関心を持つきっかけづくりのための茶話会を実施。
　　[参加者]　 のべ65名

③シティエフエム企画　すぱらじ井戸端会議「知っとんね～？はあもにい」
　　[内容]　 市民への「はあもにい」の周知と男女共同参画を身近な視点で考えてもらう目的のラジオ番組。

男女共同参画に関するテーマを設け、その取り組みや実施している講座、施設概要についてはあもにい職員が紹介した。
　　[出演者]　 はあもにいスタッフ・はあもにい関連団体

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 － 5 4 4 3

件 － 8 11 19 5

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やりがいのある社会 担当部署

具体的施策 男女共同参画センターはあもにいの機能充実 男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称 地域団体、ＮＰＯ、学校、事業者などさまざまな主体とのネットワークの構築を図る事業の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①インターンシップ受け入れ

その他

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

市民グループ企画数 A

インターンシップ等受入校・機関数 A

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・ 企業との連携講座が実施できなかった。ワーク・ライフ・バランスの推進、女性活躍推進等、企業との連携は不可欠と思えるが、27年度は企業
との連携講座が未実施に至っている。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・企業のニーズをうまく取り込んだ事業企画の提案を検討。引き続き、企業、経営者団体等への働きかけを行う。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

市民グループ企画数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
インターンシップ等受入校・機関数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため

①インターンシップ受入人数は年々増加傾向にあり、若年層へのはあもにいの役割・機能などを毎日の業務を通して学んでもらうことができた。
②市民グループ企画は、社会活動をする市民団体や臨床心理士の専門家グループなど、多彩な団体と多様な事業を実施することができ、はあ
もにいの間口を広げることができた。
③ラジオ媒体を通し、男女共同参画を柔らかく広く啓発することができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・地域の団体との連携事業では、はあもにいの関わり方が、催事冒頭での活動紹介等にとどまっている。より積極的な連携ができないか。
・インターンシップの受け入れ時期などにより作業内容に差が出てしまった。
・他機関と連携した講座で、参加人数が多く駐車場の混乱があった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・地域団体とは、単一の事業だけでなく、他のはあもにい講座の情報も提供するなど、連携を深めている。
・インターンシップについては、事前のスケジュール作成時に作業項目を細かく出すようにした。
・他機関との連携講座で、事前に駐車場に関する注意事項を徹底し、伝えてもらったため、大きな混乱はなかった。
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 15 6 18 18 増加

回 59 84 72 74 増加

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

ＤＶやセクハラをテーマとしたビデ
オ・ＤＶＤの貸出

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　熊本市人権教育・啓発基本計画に掲げる人権問題のひとつとして、引き続き各関係機関とも連携しながらＤＶ・セクハラに関しての啓発活動に
取り組んでいく。

自己評価（A・B・C)

担当部署

A

施策の方向性

参
考
指
標

・啓発パネル掲示、パンフレットの配布については、基準値は上回っているものの前年と同数である。
・ビデオ・ＤＶＤの貸出については、基準値を上回り一定の貸出実績を保っており前年値より微増した。

人権啓発事業においてＤＶ・セクハラなどを
扱った啓発パネルの掲示、パンフレットの配布 B

指　　標　　名

啓発冊子、市政だより、市のホームページなどさまざまな媒体を使った啓発・広報の実施

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２６年度に残った課題】
　啓発にあたっては、幼児・子どもから高齢者まですべての人のそれぞれの段階に応じた取り組みが必要であり、さらなる参加と理解が得られる
よう創意工夫を行う。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

①パンフレットの配布については、講演会やシンポジウム等のイベントを通じて、多数の市民に啓発することが出来た。しかしながら、配布する
事業数は増加していないため、実績値は横ばい状態となっている。
②ＤＶやセクハラをテーマとしたビデオ・ＤＶＤの貸出については、企業や団体、市の各組織の啓発教材として活用されほぼ同程度の数で推移し
ている。
③市政だより平成27年11月号「くらしの中の人権」においてデートＤＶについて掲載し、多くの市民に啓発することが出来た。

【平成２７年度に残った課題】
　①②③啓発、広報について

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　市政だよりへの掲載については、男女共同参画課（旧：男女共生推進室）による原稿作成など関係部署と連携を図りながら啓発に取り組め
た。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

　人権推進総室として、人権の視点で啓発のアプローチを行う。

　　　①人権啓発事業におけるＤＶ・セクハラ等を扱った啓発冊子、パンフレットの配布
　　　　　・戦後70年平和と人権シンポジウム等で配布

　　　②ＤＶやセクハラをテーマとしたビデオ・ＤＶＤの貸出
　　　　人権推進総室及び熊本市人権啓発市民協議会で管理しているＤＶやセクハラをテーマとした啓発ビデオ・ＤＶＤの貸出

　　　③市政だより　平成27年11月号「くらしの中の人権」においてデートＤＶについて掲載

　　　④人権擁護委員によるデートＤＶに関する「人権教室」の開催支援
　　　　　・平成27年10月　8日　　桜井公民館　　　　　19名参加
　　　　　・平成27年12月16日　　熊本工業高校　　1,300名参加
　　　　　・平成28年　1月19日　　熊本農業高校　　　800名参加
　　　　　・平成28年　2月11日　　尚絅高校　　　　　　211名参加

やさしさのある社会

暴力（ＤＶ・セクハラなど）を許さない意識づくり 人権推進総室・各
区まちづくり推進
課

具体的施策

取り組みの名称

平
成
２
７
度
実
施
概
要
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14

①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 相談先の窓口や専用電話等の周知の拡大を図る必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
カードの設置先については、ショッピングモール、大学への設置を検討する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

市政だより、市ホームページ、情報紙「はあもにい」やラジオ・ＦＭなど多様な媒体を利用し、機会を捉えて広報を実施した。
情報紙はあもにい76号での特集では、DVの問題について、身近な問題であると認識していただくような紙面の構成とした。
また、啓発冊子について「女性のためのサポートハンドブック」の紙面を見直し、より多くの方が手に取りやすいようなサイズと構成にしたところ
好評であり、市以外の窓口へも配布することができた。
③「女性に対する暴力をなくす運動」の期間中（11月12日～25日）には昨年に引き続きパープルリボン運動を行った。
④悩み相談カードについては、医師会を通じて、病院にカードとケースを配布し、設置することができた。
⑤市政だより11月号では、特集として「女性に対する暴力をなくす運動」を掲載することができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 本市の市民意識調査や内閣府の統計からもあるように、ＤＶ被害者で相談したことのない人が多くいることから、「悩み相談カード」の設置先を
検討する。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
より多くの方々の目に付く場所として、病院への配布を行った。その結果、相談カードを見て電話されたという方も増加している。

平
成
２
７
度
実
施
概
要

機会を捉えた啓発・広報
　①「女性のためのサポートハンドブック」を2,000冊印刷し、市の各窓口に設置（閲覧用）するとともに、市のホームページにも掲載し、
　　　DV・セクハラに関する相談窓口や支援制度を紹介した。
  ②情報紙「はあもにい」で、はあもにい総合相談室の窓口情報を掲載。
　③「女性に対する暴力をなくす運動」の期間中、花畑町別館に懸垂幕を掲示（平成26年11月12日～25日）。
　　期間中は市役所ロビー、男女共同参画センターはあもにい及び新都心プラザ受付にパネルとパープルリボンツリーを設置し、周知・啓発を
行った。
  　５区役所の電子掲示板にDV相談専用電話について期間中放映した。
　 　また、民間団体と連携し、森都心プラザにおいてパープルライトアップを実施した。
　④啓発リーフレットの作成・配布
　　配偶者暴力相談支援センター開設に伴い、新たに悩み相談カードとDV防止啓発リ－フレットを作成し、市の関連施設だけでなく、
　⑤市政だよりによる広報・啓発
　　・6月号　「女性の権利110番」（熊本県弁護士会による無料法律相談）
　　・11月号「特集：児童虐待防止月間・女性に対する暴力をなくす運動」
 　　　　　　　「くらしの中の人権：デートＤＶについて」
　⑥ラジオやＦＭを利用した相談窓口等の広報・啓発
 　　ラジオ番組「おはよう熊本市（シティＦＭ）」への出演（平成26年10、11、12月）
　⑦市のホームページにおいて、ＤＶ防止についてのページを作成し窓口情報等を掲載した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

-

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署

具体的施策 暴力（ＤＶ・セクハラなど）を許さない意識づくり
男女共同参画課

取り組みの名称 啓発冊子、市政だより、市のホームページなどさまざまな媒体を使った啓発・広報の実施
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②
③

①デートDV講座～大切にすること・されること～（出張講座）
　　[内容]　 熊本中央高等学校への出張講座としてデートDV講座を実施。
　　[講師]　 富永智子氏（Cスマイル代表）
　　[参加者]　 熊本中央高校生徒約650名

②RIFCR研修～性虐待の理解と初期対応、話の聴き取り方～
　　[内容]　 性虐待が疑われる子どもにどのように接し、何を聞き、何を聞くべきでないのか、どう行動すべきか

といった手順を学ぶ講座を実施。
　　[講師]　 松岡典子氏（ＭＣサポートセンターみっくみえ 代表）、草間真由美氏（子どもの虐待防止ネット・にいがた 代表）

廣川真美氏（ＲＩＦＣＲトレーナー）
　　[参加者]　 44名

③市民グループ企画　「DV教育プログラム」
　　[内容]　 男性の加害者に対して、更生するためのプログラムを実施した。
　　[講師]　 熊本DVアプローチ研究会　り・まっぷスタッフ
　　[参加者]　 3名

④DV被害者支援セミナー及び相談員研修会の開催（1-4-④参照）

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

回 － 3 4 3 4

人 － 84 307 697 100

人 153 121 89 93 170

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・27年度は、若年層への啓発、支援者に向けた講座、加害者への更生プログラムの実施を行った。若年層へは出張講座、支援者には日ごろ、
熊本での開催がない講座を実施することで、多くの人々に学ぶ機会を有効に提供できたが、加害者向けの講座は参加者が少なく、効果的な実
施が難しい。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・引き続き、若年層、支援者には出張講座や有効な講座の開催につとめる。加害者向けの講座については、講座という形態での啓発にするの
か、他の方法での実施の可能性も含めて検討。

C

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

セミナー・講座数　：　前年度の数を下回り、平成30年度の目標値に達していないが他講座が充実した内容であるため
セミナー・講座　受講生数　：　平成30年度の数値目標をすでに達成しているため
DV被害者支援セミナー及び相談員研修会についての参加者数が基準値を下回っているため

①デートＤＶ講座は高校に出張して実施。高校生に直接アプローチすることができ、効果的であった。
②性被害に関する支援者向けのRIFCR講座は、熊本で初めての開催であったが、熊本県内外、鹿児島、福岡、広島からも受講者が多く集まっ
た。
③市民グループ企画でのＤＶ教育プログラムは、効果的な開催人数は3名以上と考え、3名応募があったため開始したが、働き盛りの年代という
こともあり、終盤は毎回1名の出席にとどまった。大雪による延期があり、開催が4月までにずれこんだが、熊本地震によるスタッフ被災により講
座が途中で中止となった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・デートＤＶ講座に関しては、直接生徒に伝えることは大変有効だが、なかなか受け入れ先がない。
・多くの人に効果的に啓発する講座にするか、困っている人が一人でもいればそこを救う講座にするのかの調整が悩ましい。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・過去、はあもにいの講座に参加した受講生を通じて高校にアプローチしたところ、デートＤＶ講座の開催が決定し、多くの生徒に直接啓発するこ
とができた。
・公的機関での実施を考え、まずは広く多くの人、支援者等に伝える講座を実施し、その後、サポート機関につなぐ体制をとっている。

平
成
２
７
度
実
施
概
要

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

セミナー・講座数 A

セミナー・講座　受講生数 A
ＤＶ被害者支援セミナー及び相談
員研修会の参加者数

具体的施策 暴力（ＤＶ・セクハラ等）を許さない意識づくり 男女共同参画課・
男女共同参画セン
ターはあもにい取り組みの名称

市民・事業者に対しての「ＤＶセミナー」「人権講演会」等、ＤＶ防止、被害者支援に係る講座の実施

市民・事業者に対してのセクハラやデートＤＶに関する研修の実施

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

― ― ― ― ― ―

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・平成２６年度に比べ、平成２７年度のＤＶ相談件数は減少している。ＤＶ相談専用電話をメインにした広報啓発へのさらなる取り組みが必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・広く周知・啓発を図るため、ＤＶネットワーク会議や各研修会等を通じて県・県警・各関係機関・民間団体等との情報共有を図るとともに、公的
施設だけでなくスーパー等の集客施設への周知も拡げていく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・ＤＶ対策ネットワーク会議、ＤＶ対策庁内連絡会議を開催し、関係機関、関係課との情報共有、提供を行った。また、市の関係部署ごとにＤＶ対
策担当者を選任し、スムーズに連携できるようにしている。また、共有フォルダを作成し、法令の周知や情報共有を図っている。
・ネットワーク会議に県子ども家庭福祉課や熊本地方裁判所などに新たにオブザーバーとして参加してもらうことで、広く関係機関との情報共有
に努めた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・ＤＶ相談やその後の手続き等各区の窓口が増え、各区の福祉課の相談件数は増加したが、ＤＶ相談専用電話の相談件数は伸び悩みが見ら
れることから、ＤＶ相談専用電話をメインにした広報啓発へのさらなる取り組みが必要。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・広く周知・啓発を図るため、ＤＶネットワーク会議や各研修会等を通じて県・県警・各関係機関・民間団体等との情報共有を図った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

― ―

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援
男女共同参画課

取り組みの名称 熊本市ＤＶ対策ネットワーク会議及び熊本市ＤＶ対策庁内連絡会議開催による関係機関相互の連携

平
成
２
７
度
実
施
概
要

平成２７年６月２日（火）　平成２７年度ＤＶ対策庁内連絡会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（内容）（１）配偶者暴力相談支援センターの事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （２）ＤＶ被害者支援の状況について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （３）証明書発行業務マニュアル及びＤＶ相談対応マニュアルについて
 
平成２７年７月７日（火）　平成２７年度熊本市ＤＶ対策ネットワーク会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（内容）　平成２６年度におけるＤＶに関する活動の状況について
　

他に、各区福祉課長会議に出席し、配偶者暴力相談支援センター事業についての運営協議等を行った。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

対象者の証明書発行等の際には支援措置責任者、支援措置担当者2名の確認のもとに発行の可否を決めることとなっているが、責任者・担当
者が明確になっていなかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
各区の支援措置責任者、支援措置担当者を明確にし、適切な支援措置業務を実施する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

各区区民課に支援措置責任者、支援措置担当者を決めることとなっているが、明確になっていなかった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 前年度からの懸案事項だった「熊本市住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例」の改正が平成２６年度も出来なかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
平28年第1回定例会において「熊本市住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例」を改正し、児童虐待を支援措置対象者に追加した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援 地域政策課
各区区民課取り組みの名称 ＤＶ被害者への住民基本台帳事務における適切な支援措置の実施と情報管理の徹底

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①住民基本台帳法に基づく支援措置
・ＤＶ等被害者からの支援措置申出があった際、住民票の写し等の証明書から加害者等に住所地情報が漏えいしないよう措置、管理するも
の。
　また、必要に応じて、警察等の各相談機関及び他市区町村との情報共有を図ることとする。

【支援措置決定件数】(平成27年4月1日～平成28年3月31日)　単位：件
　管轄区分　　　　　　　　　　 ：322　 　(中央区112、東区104、西区19、南区40、北区47）
　他市区町村からの受付分：376 　　(中央区109、東区82、西区56、南区68、北区61)
　※管轄区分・・・・・・・・・・・・・支援措置申出者の住所地の区の区民課に申出がなされ、支援決定に至った件数。
　　 他市区町村送付分・・・・・他市区町村で支援決定された後、関連市区町村として転送されてきたものに対して支援決定に至った件数。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件数 809 769 1,177 1,084 増加

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・各区と連携した合同研修会などの開催により、相談員間の認識や情報の共有を図る場としては確立できつつあるものの、個別の事例検討や
困難案件の課題検討など、さらに取り組む必要がある。
・DV相談件数にも表れているように、DV相談専用電話については、さらに周知を図る必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
スーパーバイズの実施などを含め、限られた時間の中で有意義な研修を実施する。
DV相談専用電話については、様々な機会を捉えて周知していく。また広報媒体、方法についても検討する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

配偶者暴力相談支援センター事業開始に伴い、H26年度は大きく増加したものの、H27年度においては若干減少した。まだ潜在的なDV被害者
の掘り起こしに努める必要がある。

・相談員研修は、例年より多くの研修を実施した。また、配偶者暴力相談支援センター事業では、多くの関係機関との連携が必要になることか
ら、庁内はもとより、熊本県女性相談センターや県警生活安全企画課との相談員の連携を図るための研修や意見交換会を実施することにより、
相互理解の機会となった。
・相談員相互の情報共有・共通理解に資するとともに、事例検討会を実施することで、相談員のスキルアップを図ることができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 相談員や担当職員は異動もあることから、DVに関する研修は継続して行っていく必要がある。
各区の相談窓口は政令市移行後から周知され、相談件数も増加しているが、DV相談専用電話については、まだあまり認知されていないので、
周知を図っていきたい。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
相談員や担当職員向けの研修を平成２６年度より多く実施、参加した。
DV相談専用電話については、夏休みの時期や女性に対する暴力をなくす運動の期間など、機会を捉えて周知。またＤＶリーフレットを活用し広
報した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

市におけるＤＶ相談件数 B

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援
男女共同参画課

取り組みの名称 相談員の資質向上に向けた研修の実施及び相談窓口の周知

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①平成27年度各区福祉課及びはあもにい相談員研修
　（１）県・県警主催の研修への参加　　　　　７回
　（２）市主催の研修への参加　　　　　　　　１４回
　（３）内閣府主催の研修への参加　　　　　　４回
　（４）その他団体等による研修への参加　１９回

②５区の家庭・女性相談員の定例会議を開催し、ケース検討及び情報共有の場を設けることにより、スキルアップを図った。

③相談窓口の周知
・市政だより、市ホームページ、ラジオなど各種媒体を通じ、市の相談窓口や配偶者暴力相談支援センター事業開始について周知を図った。
・情報紙はあもにいに毎号総合相談室の情報を掲載した。
・はあもにい総合相談室のリーフレットを市の窓口に設置した。
・はあもにいフェスタ2015（平成27年11月）において、パネル展示を行うとともに、リーフレットの配布等を行った。
・悩み相談カードとDV防止啓発リ－フレットを作成し、熊本市医師会を通じて、市内の病院に設置した。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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③

相談員の資質向上に向けた研修や関係会議への参加実績（平成27年度）

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 - 602 790 700 -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・相談内容が複雑化していることもあり、さまざまな社会資源に関する知識の集積やその活用能力の向上が必要になってきているとともに、相
談者には精神疾患を抱えている方も多いことから、相談員の傾聴力の向上が求められている。
・研修会への参加により共通認識しているが、統計の出し方や理解、更に相談記録については、まだ不十分である。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・相談業務に係る研修等に引き続き積極的に参加し知識の修得に努めると共に、相談員間で事例を検証し共有を図ることで、全体の相談対応
能力の底上げを図る。
・関係機関との連絡を蜜に行い、情報の共有を図ることで、事例発生時の迅速な対応を可能とする。
・平成28年度は、特に統計、相談記録のとり方について統一していきたい。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・資質向上のために相談員対象の研修に出席するとともに、2ヶ月に1回、各区で行っている家庭・女性相談業務等について、共通認識と情報共
有を図るため「家庭・女性相談員会議」を実施した。
・ＤＶ相談は増加傾向にあり、平成26年度途中から配偶者暴力支援センター業務を開設したこともあり、今後も相談件数は増加すると思われる。
・また、相談内容は、経済困窮・児童虐待と、複雑で多岐にわたり、幅広い知識が必要となっていること、加えて、DV被害者に対する支援を行う
一方で、DV加害者がDVを行わないための支援を必要とする動きもあることから、女性問題・ＤＶ相談等、専門的な問題に対応できる相談員並び
に、相談員を養成する仕組みづくりが必要。
・DV相談の終結はなかなか見えない。離婚して転居すれば同じ相談員に相談することはあまりない。その為情報が途切れないように、転居先の
相談員と連携をとって、情報を共有することが必要

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・相談内容が複雑化していることもあり、全体的な知識の向上やスキルアップが必要になってきている。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・積極的に研修に参加すると共に、複雑な事例については各区とも事例検討しながら共通認識を高めた。
・配偶者暴力相談支援センターが開設し、各証明書発行や保護命令の書面提出等のより専門的な業務が増えてきた。研修には積極的に参加し
ているが、複雑な事例については各区とも事例検討しながら共通認識を高めている。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

DＶ相談件数

1/25 ＤＶ被害者支援セミナー ウェルパルくまもと
1/27 福祉総合相談所女性相談課外部講師研修 熊本県福祉総合相談所

11/12-13 九州各県婦人保護事業関係者会議 那覇市
11/26 女性に対する暴力をなくす運動inくまもと くまもとパレア

9/3-4 九州地区家庭相談員研修会「長崎大会」 長崎市
11/12-13 県・市家庭相談員・福祉事務所児童担当職員研修 水俣市

6/3 女性一時保護関係研修会 県福祉総合相談所
8/3 熊本市自殺予防研修会 ウェルパルくまもと

5/27 ＤＶ・ストーカーに関する相談業務研修会 駐輪場8Ｆ
6/2・11/4 女性相談業務研修会 熊本県庁

5/19 妊娠に関する悩み相談研修会 市役所6Ｆ
5/22 県・市家庭相談員研修会 県福祉総合相談所

5/18 ひきこもり支援センター「りんく」研修会 ウェエルパルくまもと
5/15・10/8-9 県・市婦人相談員研修会 八代市　荒尾市

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援 保護管理援護課
各区福祉課取り組みの名称 相談員の資質向上に向けた研修の実施及び相談窓口の周知

平
成
２
７
度
実
施
概
要

実施日 研修・会議 開催場所

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 - 2 5 2 -

件 - 602 790 700 -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・保護命令の支援にあたっては、専門的な知識を要することから、職員のスキルアップや関係機関が連携した取組の強化が求められる。
・県外からの避難者については、支援者が避難元の自治体となることもあることから、自治会間での連携や支援の調整のあり方が課題としてあ
る（避難者にとって安全且つ負担が少なく、本人の意向を踏まえた支援に関する検討、調整）。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・女性問題に限らず、多様な分野の研修等に参加することで、幅広い知識の習得に取り組むとともに、その知識や情報について相談員間での共
有に勤める。
・相談者の安全を確保しつつ、自立に向けた支援について引き続き、関係機関との連携を図りながら取り組む。
・特に、生活保護受給者でDV被害者については、保護課ケースワーカーとも連携した支援を行えるよう、保護課長会議の場での周知を行う。
・県外からの避難者については、本人の意向を踏まえた関係機関との支援の調整について、引き続き丁寧な対応に勤める。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・相談内容に応じて、自立支援センターや保護課、保健子ども課等と連携したり、法律相談を勧めるなど、自立支援に向けて個別対応を行った。
また、困難な事例については、各区相談員会議・研修会等で検討を行い相談員間で事例の共有を図ることで、知識の修得と共に対応能力向上
に努めた。
・DV相談では住宅や経済的な問題を抱えたケースが多いが、関係機関と連携し支援することができた。
・医療機関や教育委員会との連携が広がった。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
・市外・県外の関係機関との連携も必要となってきている。
・ＤＶ相談では、被害者である相談者が 、区役所で加害者に会うのではないか、また区役所で知人に合うことで加害者にその情報が漏れるので
はないかと不安に思う人が少なくない。そのため、相談者が多くの人の目に触れず関係課での手続きができるような協力体制が必要。
・困難事例が多くなっているので、相談員・職員のカウンセリングにおけるスキルアップの必要がある
・一時保護になるようなケースにおいて、警察、保健子ども課、保護課、県女性センターとの連携を充分に行なう必要がある。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・相談業務に係る研修や、それ以外にも福祉やその他の分野に関する研修等に参加することで、さまざまな分野の知識の習得に勤めた。また、
その知識や情報を相談員間で共通認識するために、「家庭・女性相談員会議」を実施した。
・相談者のDV相談にかかる負担や情報漏れのリスクを回避するため、ワンストップ窓口での申請手続きが可能となるよう、関係課課長への協力
要請を行うとともに、担当職員間での連携に勤めた。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

一時保護依頼件数

DV相談件数

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援 保護管理援護課
各区福祉課

男女共同参画課取り組みの名称 住宅の確保・経済的支援など自立支援に向けた取り組み

平
成
２
７
度
実
施
概
要

【DV被害の相談者の自立支援に向けた情報提供等】
　・公営住宅について
　・母子生活支援施設について
　・民間シェルターについて
　・住宅支援給付事業について
　・生活保護について[ケースに応じ同行支援]
　・生活福祉資金貸付（社会福祉協議会）について[ケースに応じ同行支援]
　・生活再生貸付事業（グリーンコープ）について
　・生活保護について[ケースに応じ同行支援]
　・ハローワークでの求職相談等について
　・住民基本台帳支援措置について[区民課との連携により支援]
　・一時保護について[女性相談センターとの連携により支援]
　・あんしん住替えについて
　・相談証明発行について
　・保護命令作成支援について

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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⑤

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

- - - - - -

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 平成２６年度と同じく、民間シェルターについて理解してもらうため、相談員や関係機関への情報提供に留意する必要がある。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
県警からの民間シェルターへの依頼の増加など、民間シェルターの重要性が増してるため、今後も取り扱いについては慎重に行っていく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

民間シェルターに相談のあった1,623件のDV相談件数のうち、夫等の問題によるものは393件（24％）、家庭等の問題によるものは1,096件
（67％）で、あった。また、民間シェルターで保護した15件のうち、夫等の問題によるものは13人、家庭等の問題によるものは0人、他の者の暴力
によるものは2人であった。
入所者は、県の一時保護所や引越し先に移るまでの一時的な利用が多いが、なかには長期化する入所者もおり、シェルタースタッフの継続的
な支援が必要になるケースもある。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 民間シェルターについて理解してもらうため、相談員や関係機関への情報提供に留意する。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
DV担当の職員や相談員との研修や会議の際に、民間シェルターについてシェルターからいただいた要望を伝えるなど、被害者の安全を守るた
め場所が非公開であることなど説明を行った。

平
成
２
７
度
実
施
概
要

民間シェルターへの支援
　　民間で緊急一時保護施設（シェルター）を運営する者に対して、当該シェルターの家賃及び光熱水費等の2分の1を団体運営補助金
　　　として支払い、シェルターの安定的な運営を図った。（1団体上限50万円）
　　　・補助団体　　　2団体
　　　・補助金額　　　2団体：742千円（補助対象事業費の1/2）
　　　・シェルターへのDV相談件数1,623件（内訳：来所による相談　1,173件、電話による相談　　450件）
　　　・シェルターで保護をした件数　15件
　　　・シェルターで保護した人数　10人（うち16歳未満の子どもの人数　2人）

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

- -

やさしさのある社会 担当部署

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援
男女共同参画課

取り組みの名称 民間シェルターへの財政的な支援

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性
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⑥

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件数 809 769 1,177 1,084 ―

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
・相談員に対する研修機会の充実に努めているが、今後も知識の向上やスキルアップが必要。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・相談員の交代等もあり、更なる研修機会の充実に取り組む。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・熊本市におけるＤＶ相談件数は1,084件で、前年度1,177件）と比べて93件減少した。
・区役所における女性相談の件数は、中央区が1,873件と最も多く、次に多い東区、南区（318件）の5倍以上となっている。
・ＤＶ相談の件数は、中央区が308件（28.4％）と最も多く、次いで東区151件（13.9％）、西区153件（14.1％）の順となっている。昨年度と比較する
と、全区で減少している。
・相談の種類別では、「電話」507件（46.7％）、「来所」563件（51.9％）となっており、来所による相談件数が増えている。窓口別では、「電話」はＤ
Ｖ相談専用電話220件が最も多く、次いではあもにい総合相談室98件、中央区60件の順となっている。「来所」は中央区が128件と最も多く、次い
で西区127件、東区116件の順となっている。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 相談内容が複雑化していることもあり、相談員の全体的な知識の向上やスキルアップが必要。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・相談員に対する更なる研修機会の充実に取り組む

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

市におけるＤＶ相談件数

具体的施策 ＤＶ相談体制の強化と被害者の自立支援
男女共同参画課

取り組みの名称 配偶者暴力相談支援センターとして機能するための相談体制の充実

平
成
２
７
度
実
施
概
要

※はあもにい総合相談室は一般相談件数

・市民局男女共同参画課、男女共同参画センターはあもにい、健康福祉局子ども支援課、各区福祉課・保健子ども課（福祉事務所）におい
て、配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすものとし、各課で実施する事業を「熊本市配偶者暴力相談支援センター事業」と位置づけ、
平成26年10月1日より事業開始した。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署

DV相談専用電話 中央区 東区 西区 南区 北区
はあもにい
総合相談室

合計

婦人相談件数 452 1873 318 312 318 164 2243 5680

うちＤＶ被害者からの
相談件数 308 189 151 153 91 80 112 1084

ＤＶ被害者の相談割合 68.14% 10.09% 47.48% 49.04% 28.62% 48.78% 4.99% 19.08%

一時保護件数 0 0 1 0 1 0 0 2
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①

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

人 6,300 24,424 26,312 22,655 21,500

％ 9.6 17.1 18.9 18.6 19.9

％ 13.8 22.0 24.8 23.7 24.9

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
　①健康相談、②健康教育については、さらにその取組みを広げていく必要があり、また③がん検診については受診率が伸び悩んでいる。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
　①～③について、校区単位の健康まちづくり等をはじめとして、あらゆる機会をとらえて啓発を実施する。③については引き続き未受診者に対
する検診の重要性の認識と受診の動機付けを行うとともに、健康くまもと２１推進会議委員等の意見を基に、効果的・効率的な啓発や受診環境
の整備等に取り組んでいく。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

【健康教育・相談の参加延人数】
数値目標を達成しているため。
【乳がん・子宮頸がん検診受診率】
昨年度より受診率が微減しており、数値目標を達成できなかったため。

①健康相談及び②健康教育
　Ｈ２４年度から、「校区単位の健康まちづくり」として、まちづくりの拠点である区役所が、「健康」をテーマとした市民協働のまちづくりに全市的に
取り組んでおり、校区の催事の中で生活習慣病の予防など健康に関する情報提供や相談コーナーなどを設置するなど、健康づくりの取り組み
を推進している。
　校区によっては健康づくりを考える組織が設置されたり、住民自らが区役所職員との連携のもと健康づくりイベントや健康集会等の企画などを
行うなど、健康づくりに対する関心が高まりつつある。
③がん検診の実施
　受診率の実績は概ね横ばいであるため、「校区単位の健康まちづくり」の取り組みの中で、がん検診受診率向上に向けた受診勧奨等を実施
するとともに、企業等を通じた従業員・市民等への啓発活動を実施するための「がん対策企業等連携協定」をさらに１社と締結した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
　①健康相談、②健康教育については、さらにその取組みを広げていく必要があり、また③がん検診については受診率をさらに高める必要があ
る。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
　校区単位の健康まちづくりにおいて、健康相談、健康教育、がん検診等の受診啓発等をさらに推進した。また、がん検診については、受診を
促す川柳を募集し優秀作品を用いた缶バッチを作成した。市政だよりや検診チラシなどにも掲載し、啓発に活用した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

健康教育・相談の参加延人数 A

乳がん検診受診率 B

子宮頸がん検診受診率 B

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援
健康づくり推進課

取り組みの名称 健康づくりのための、学習や検診、相談機会の提供

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①健康相談の実施
　・健康増進法に基づく事業として、各区役所において、生活習慣病予防や女性の健康等に関する相談に対応している。

②健康教育の実施
　・区役所の保健専門員職が地域の組織や学校、各種団体と連携し、生活習慣病予防や女性の健康等に関する健康教育を実施している。

③がん検診の実施
　・がんによる死亡を減少させるため、国の指針に基づく肺・胃・大腸・乳・子宮頸がんの５つのがん検診を実施。
　 特に女性特有のがん（乳・子宮がん）と大腸がんについては、H21年度から（大腸がんはH23年度から）国の補助事業として、一定年齢の市
民を対象に検診の無料クーポン券と啓発冊子を送付している。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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②

単位
基準値
（Ｈ２１）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

％
96.4
(H20)

97.9 99.0 98.6 100

人 7,975 8,338 8,491 8,227 ―

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
妊婦健康診査の受診率が横ばい状態で目標値には達しなかった。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・妊婦健康診査受診率の目標達成を目指し、親子健康手帳交付時に更なる受診の勧奨を行なう。

妊娠期から、出産、子育て期にわたるさまざまな相談、悩み事について、窓口での相談や電話相談を実施している。
妊娠に関する悩み相談を、平日は各区福祉課に配置している家庭女性相談員（看護師他）が対応し、夜間休日は専用電話では、看護師・保健
師・助産師が対応している。
妊娠・出産に関する健康相談を、各区保健子ども課で保健師・看護師・医師が対応している。
平成２７年度より、子ども支援課に移管。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

妊婦健康診査受診率が、前年度と比べ0.4ポイント減少したがほぼ横ばいであり、経年的には目標値に向けて順調に推移している。

・妊娠中の異常の早期発見のために、母子手帳交付時に妊産婦健康診査の受診勧奨を行った。
・要支援妊産婦について、訪問・面接・電話で妊娠・出産等のことについて情報提供や相談対応を行うなど個別の支援を行なった。また、産科医
療機関との連絡会において、専門家を招いて産後うつに関する勉強会を開催し理解を深めることができた。また、産科医療機関との連携を深め
ることができた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
妊婦健康診査の受診率が上昇したが、目標値には達しなかった。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・妊娠中の異常の早期発見のために、親子健康手帳交付時に妊婦健康診査の受診勧奨を行った。
・要支援妊産婦について、訪問・面接・電話で妊娠・出産等のことについて情報提供や相談対応を行うなど個別の支援を行なった。また、産科医
療機関との連絡会において、専門家を招いて産後うつに関する勉強会を開催した。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

妊婦健康診査受診率 A

健康（母子）手帳交付数及び妊
産婦の健康相談数 A

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援
健康づくり推進課

取り組みの名称 妊娠・出産に関する健診の充実や相談・指導・支援の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①妊婦健康診査
　　妊婦の方々の健康管理の充実、経済的な負担の軽減を図ることにより、安心して妊娠･出産できる環境を整えるため、平成２１年度から
「妊婦健康診査」の公費負担の回数を１４回まで拡大して実施している。
【公費による助成回数】妊娠週数に応じて最高１４回、妊婦精密検査を１回実施している。
【実施医療機関数】熊本県内の登録医療機関（市内３1機関、市外３8機関）、助産所　熊本市内２施設
【妊婦一般健康診査】受診実人員： （１１，３10）　人　延受診者数： （８６，７２９）　人
【妊婦精密検査】受診者数：  （２，０３１）　人
②妊産婦健康相談（週１回）の実施
　各区役所保健子ども課で親子（母子）健康手帳の交付をするとともに保健・栄養・歯科相談、無料の歯科健診の実施、　妊娠中から出産後
まで利用できる制度、乳幼児健康診査、予防接種の受け方などの説明を行い、妊娠中から母親としての意識と自覚を高め、安心して妊娠・出
産・子育てができるよう支援している。
③妊娠中の異常の早期発見
・妊娠中の異常の早期発見のために、妊婦健康診査の受診率向上を目指し、親子健康手帳交付時に受診の勧奨を行なった。
④個別支援
　「妊産婦健康相談」での要支援妊産婦（若年妊産婦・多胎・未婚・外国人・社会的経済的に問題のある妊産婦等）について、訪問・面接・電話
で妊娠・出産等のことについて情報提供や相談対応を行うなど個別の支援を行っている。また、産科医療機関との連絡会において、妊娠・出
産から子育てまで切れ目のない支援やこころのケアについて情報共有を図った。
⑤もうすぐパパママ教室の実施
　妊婦と配偶者を対象にして、講話や、パパの模擬妊娠体験・模擬育児体験、妊婦・配偶者を交えたおしゃべりタイム、母子保健サービスの情
報提供などを行うことで、育児が円滑に行われるように支援するとともに、育児における配偶者の育児参画を勧めている。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 より相談しやすい体制となるよう、体制の充実や周知が必要

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
各区の福祉課・保健子ども課、児童相談所における妊娠相談に従事する相談員への研修を充実し、スキルアップを図るとともに、ポスター等配
布による周知を図る。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・平成26年度の相談件数は445件に対し、平成27年度の相談件数は308件と減少しているものの、このうち、熊本市内の相談件数は、平成26年
度は112件に対し、平成27年度は116件と微増。妊娠に関する悩み相談が必要な市民が一定程度存在している。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
なし

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
なし

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援
子ども支援課

取り組みの名称 妊娠・出産に関する健診の充実や相談・指導・支援の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

【妊娠悩み相談】
　思いがけない妊娠などの悩みを持つ者に対し、２４時間体制で相談対応を行った。

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署

78



4

16

②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２5）

実績値
（Ｈ２6）

実績値
（Ｈ２7）

目標値
（Ｈ３０）

人 739 861 1,356 857

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援 病院局
経営企画課取り組みの名称 妊娠・出産に関する健診の充実や相談・指導・支援の実施

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

助産師における電話相談（市民病
院における年間延べ相談人数）

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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②

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 - 390 447 123 -

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ・より専門的な知識とスキルが求められる。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
・研修等に積極的に参加する。相談事例の検討と共有を図る。
・ＤＶによる危険性や緊急性を早期に発見するため、保健子ども課との連携を強化する。
・地域保健師との情報共有や連携のとり方、相談の受け方を再確認する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・平成27年度から妊娠に関する悩み電話相談が子ども支援課へ移管したため、福祉課での相談は減少した。
今後は、DV相談等福祉課が携わる業務内での相談があった際に、妊娠相談等があった際に対応するもの。

・妊娠、出産に関する相談については、保健子ども課と連携し対応した。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
 ・より専門的な知識とスキルが求められる。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
・研修等に積極的に参加するとともに、相談事例の検討と共有を図った。
・夜間と昼間の相談員の連携を図った。
・ＤＶによる危険性や緊急性を早期に発見するため、保健子ども課との連携強化に勤めた。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

妊娠相談件数

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援 保護管理援護課
各区福祉課取り組みの名称 妊娠・出産に関する検診の充実や相談・指導・支援の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

・妊娠・相談に関する相談は、女性相談の一部として受け、傾聴、助言、情報提供等を行った。また、ケースに応じて保健子ども課との連携に
よる支援を行った。

【会議・研修】
・H27.5.19　　第一回妊娠に関する相談研修

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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③

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

評
価
の
理
由

２７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 引き続き、児童生徒の発達段階に応じた性に関する指導が各学校で計画的・系統的に実践されるよう、指導者の指導力の向上に努めていく。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
指導者の資質向上を図るため、研修会の充実にさらに努める。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

①ＷＹＳＨ教育の考えを取り入れた性に関する指導の実践発表では、ＷＹＳＨ教育の考え方や校内での進め方、指導案の作成の仕方、具体的
な指導の手立てについて理解を深めることができ、自校の実践への意欲を高めることができた。
筑波大学の野津教授の講話・演習では、｢学校ではどういう人間を育てるのか｣、｢教育課程の枠組と各教科等の特性を生かしどう展開するの
か｣、｢児童生徒の発達段階からみて、教育的に価値ある内容か｣などの話を受け、教師のあるべき姿、授業の大切さ、これからの人生の中で、
性に関する問題を自分でしっかり考えることが出来る子どもを育てることの重要性や性に関する指導の具体的指導法、学校での実践について
の理解を深めることができた。
②平成２６年３月発行の熊本市性に関する指導《指導案集》に基づいた授業公開等に取り組み、全小・中・高等学校において指導案集を活用し
た実践が行われた。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
児童生徒の発達段階に応じた性に関する指導が全ての学校で計画的・系統的・組織的に実践されるよう、指導者の指導力向上を図る

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
○性に関する指導第１次研修会では、前年度性に関する実践校の組織的な取組について発表をお願いした。また、性に関する指導の重要性に
ついて理論的学びの機会となるような研修会とした。
○性に関する指導第２次研修会では、実践校において授業公開を行い、授業公開後研究会を開催し、実態に応じた授業の進め方や組織的な
取組の方法等ついて理解を深めることができるような研修会とした。
○各学校の性に関する指導年間計画の提出を求め、計画について指導を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援
健康教育課

取り組みの名称 児童生徒の発達段階を踏まえた性の尊重に関する指導や教育の実施

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①【研修会の実施】
　（１）性に関する指導第１次研修会　　平成２７年７月３０日（木）熊本市役所１４階大ホール
　　　 １７２人参加（主幹教諭・教諭及び講師１０３人、養護教諭及び養護助教諭６９人）
      ◇実践発表　　小学校１校　中学校１校
　　　◇講演・演習「学校において性に関する指導を確実に進めていくための指導のあり方」
　　　　 筑波大学体育系　　教授　　野津　有司先生
　（２）性に関する指導第２次研修会（授業研究会）
　　　◇小学校授業研究会　平成２７年１０月２９日（木）　熊本市立帯山小学校
　　　　 １６２人参加（校長６人、教頭４人、主幹教諭・教諭及び講師１１０人、養護教諭及び養護助教諭４２人）
         ２年、４年、６年の授業公開と授業研究会
      ◇中学校授業研究会  平成２７年１１月１７日（火）  熊本市立北部中学校
　　　　 １１８人参加（校長４人、教頭２人、主幹教諭・教諭及び講師８０人、養護教諭及び養護助教諭３１人、市職員（保健師）１名）
　　　　 １年、２年、３年の授業公開と授業研究会
②【指導者養成】
　　　平成２７年度ＷＹＳＨ教育全国研修会（ＷＹＳＨ教育「やる気アップ教育」指導者養成研修会（京都市）へ小学校教諭１人、中学校教諭１人
　　　を派遣し、派遣した学校において授業を公開し、授業研究会を実施した。
　　　　   小学校：平成２７年８月１７日（月）～１８日（火）
　　　　   中学校：平成２７年８月　９日（日）～１０日（月）
 

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署
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④

単位
基準値
（Ｈ２０）

実績値
（Ｈ２５）

実績値
（Ｈ２６）

実績値
（Ｈ２７）

目標値
（Ｈ３０）

件 497 430 385 369 324

件 1780 1599 1643 1399 1780

評
価
の
理
由

２
７
年
度
事
業
の
分
析

参
画
会
議
の
意
見

２
７
年
度
課
題
へ
の
取
り
組
み
方
針

【平成２７年度に残った課題】
 ①出前講座、キャンペーン、啓発物配布等あらゆる啓発方法を実施している。これらの効果についての評価や内容の整理を継続する必要があ
る。
②ＭＳＭ当事者グループとの協働について、関係機関と連携しながら情報交換や具体的なとりくみを進めていく必要がある。
③より利便性の高い検査体制の検討が必要。
④医療機関との連携を継続実施する。
⑤各委員との情報共有や連携を継続実施する。

【平成２８年度における上記課題への取り組み方針】
①効果的な啓発方法の検討、整理を行う
②ＭＳＭ当事者グループとの連絡会を定期的に行い、勉強会の実施や啓発物の作成など具体的なとりくみを協働で行う。
③HIV抗体検査数が増加するよう、検査体制の整備を行う。
④医療機関との連携を継続実施する。
⑤各委員との情報共有や連携を継続実施する。

       自己評価の評価基準：  Ａ 順調である　  Ｂ あまり順調でない　 Ｃ　順調でない   　↑

・クラミジア報告数について、基準値より低いものの、この数年400件前後とやや横ばいで推移している。なお、これは医療機関からの患者報告
数であり、実績数値の増減による自己評価が適さないものである
・HIV抗体検査受検者数は、これまで基準値より低いものの、順調に増加していたが、昨年は大きく減少した。

①MSM当事者グループとの協働で当事者をターゲットとした勉強会や啓発物の作成やゲイバー等での配布など、当事者への効果的な啓発を
行うことができた。
②当日結果が分かる即日検査の利用者が全体の約80％を占めており、より利便性の高い検査体制が求められていると考えられた。
③特に、若い世代をターゲットとし、メールでの検査予約を受付ける体制を構築した。
④医療機関と連携し、相互に情報提供を行った。
⑤会議を9月に実施し各分野のエイズ総合対策推進委員20名と情報共有を行った。

２
６
年
度
課
題
の
取
り
組
み
状
況

【平成２６年度に残った課題】
①出前講座、キャンペーン、啓発物配布等あらゆる啓発方法を実施している。これらの効果についての評価や内容の整理が必要。
②当事者グループとの協働について情報交換の体制は整った。今後、具体的なとりくみを進めていく必要がある。
③より利便性の高い検査体制の検討が必要。
④医療機関との連携を継続実施する。
⑤各委員との情報共有や連携を継続実施する。

【平成２７年度における上記課題への取り組み状況】
①②・エイズ相談・検査体制を周知するため、啓発ポスター・ステッカー等を一般事業所、市関連施設、民間施設等に掲示し、検査数の増加を
図った。
      ・青少年対策として、中学・高校・専門学校・大学で講演会及びキャンペーンを実施し、知識・意識の向上を図った。
      ・MSM当事者グループとの連絡会の中で、効果的な啓発方法について情報交換を行った。
③④・陽性者対応について医療機関との連携、情報交換を行った。
      ・MSM当事者グループとの連絡会に医療関係者として参加いただき、情報交換を行った。
⑤エイズ総合対策推進会議の開催及びメールの活用により、必要時に、委員との情報共有を行った。

参
考
指
標

指　　標　　名 自己評価（A・B・C)

クラミジア報告数

ＨＩＶ抗体検査受検者数 B

具体的施策 生涯を通じ健康であるための支援
感染症対策課

取り組みの名称 ＨＩＶ／エイズを含む性感染症について、正しい知識普及や予防についての啓発

平
成
２
７
度
実
施
概
要

①正しい知識の普及･啓発　（実施回数、参加人数）
　・講師派遣事業：高校・専門学校（11回、4,924人）
　・出前講座：中学・高校（15回、2,855人）、働く世代（3回、100人）
　・直接依頼：児童福祉施設（1回、8人）
　・エイズキャンペーン：アンケート調査による若者の実態把握、ピアエデュケーション、啓発物配布 （高校文化祭2校168人、
    大学学園祭2校102人）
　・ピアエデュケーター育成
  ・啓発ポスター、ステッカー及びオリジナルパンフレットの作製
  ・ラジオでの広報（4回）
  ・ホームページ・携帯サイトによる情報発信
②MSM当事者グループとの協働（※MSMとは男性と性交渉をする男性のことで、いわゆる男性同性愛者）
　・当事者グループとの連絡会（4回）　・当事者対象勉強会（１回）　・オリジナル啓発物（検査案内チラシ等）の作製、配布
③相談・検査体制の充実（27年実績）
　・エイズ相談数：1,470件、ＨＩＶ抗体検査数：1,399件（通常検査283件、即日検査1,116件）
　・メール予約の受付（平日午後の検査対象）
④医療機関との連携
       検査陽性時、拠点病院の受診に同伴、MSM当事者グループとの連絡会への参加
⑤推進体制の整備
       熊本市エイズ総合対策推進会議の開催（9月)、報告書作成（3月）

目　標　　男女がともにいきいきと、個性と能力を発揮できるまち

施策の方向性 やさしさのある社会 担当部署

- 
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